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はじめに 
 
国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構においては、被評価プロジェクト

ごとに当該技術の外部専門家、有識者等によって構成される分科会を研究評価委員会によっ

て設置し、同分科会にて被評価対象プロジェクトの研究評価を行い、評価報告書案を策定の

上、研究評価委員会において確定している。 
 
本書は、「環境調和型プロセス技術の開発／①水素還元等プロセス技術の開発（フェーズ

Ⅱ－ＳＴＥＰ１）」の中間評価報告書であり、ＮＥＤＯ技術委員・技術委員会等規程第３２

条に基づき、研究評価委員会において設置された「環境調和型プロセス技術の開発／①水素

還元等プロセス技術の開発（フェーズⅡ－ＳＴＥＰ１）」（中間評価）分科会において評価報

告書案を策定し、第６３回研究評価委員会（２０２１年１月８日）に諮り、確定されたもの

である。 
 
 
 

２０２１年１月 
国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

研究評価委員会 
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審議経過 
 
● 分科会（２０２０年８月２１日） 

公開セッション 
１．開会、資料の確認 
２．分科会の設置について 
３．分科会の公開について 
４．評価の実施方法について 
５．プロジェクトの概要説明 

非公開セッション 
６．プロジェクトの詳細説明 
７．全体を通しての質疑 

公開セッション 
８．まとめ・講評 
９．今後の予定 
１０．閉会 

 
● 現地調査会（２０２０年８月２０日） 

日本製鉄株式会社 東日本製鉄所君津地区構内 試験高炉 
および 富津ＲＥセンター ホール （千葉県） 

 
● 第６３回研究評価委員会（２０２１年１月８日） 
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「環境調和型プロセス技術の開発／ 

①水素還元等プロセス技術の開発（フェーズⅡ－ＳＴＥＰ１）」 

中間評価分科会委員名簿 

 
（２０２０年８月現在） 

 氏名 所属、役職 

分科会長 鷹 觜
たかのはし

 利
とし

公
まさ

 

国立研究開発法人 産業技術総合研究所 

イノベーション推進本部 

イノベーションコーディネータ 

分科会長 
代理 小林

こばやし

 敬
のり

幸
ゆき

 
名古屋大学 大学院工学研究科 

化学システム工学専攻 准教授 

委員 

池上
いけがみ

 康之
やすゆき

 佐賀大学 海洋エネルギー研究センター 教授 

小野
お の

  英樹
ひ で き

 富山大学 学術研究部都市デザイン学系 教授 

野口
の ぐ ち

 嘉一
よしかず

 
電源開発株式会社 火力エネルギー部 

部長（技術企画担当） 

村岡
むらおか

 元司
も と し

 

株式会社ＮＴＴデータ経営研究所 

社会基盤事業本部 本部長 

エグゼクティブコンサルタント 

村上
むらかみ

 太一
た い ち

 
東北大学 大学院環境科学研究科 

先端環境創成学専攻 准教授 

敬称略、五十音順 
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評価概要 

 
１．総合評価 
高炉からの大幅な CO2 排出量削減を実現する本事業は重要なプロジェクトである。製鉄

業のオールジャパン体制が構築されており、目標は変えずに達成のための道筋を変更するな

ど、柔軟な対応を行っている点は評価できる。水素還元技術について、中間目標を上回る排

出 CO2 削減を達成する成果が得られ、その他多くのデータの取得、サンプルの採取、現象

解析を進めており、数学モデルとの整合性もほぼ得られている。さらに、CO2分離回収技術

は一部事業化に移行しており、さらなる普及が期待できる。 
一方、水素還元技術を商用高炉へ適応するには障壁があると想定されるので、課題抽出、

計画策定などをより具体的に示すことを期待する。実用化に近い要素技術等については、本

事業と別分野での実用化も目指すことが重要である。また、CO2分離回収プロセスの熱源と

なる熱回収に関しては、手法や一連のプロセス構成の明示が望まれる。 
さらに、2030 年の商用 1 号機の実現のためには、詳細な計画とマイルストーンの設定に

加え、外部水素の製造プロセスにおける CO2 発生量を踏まえながら、コスト試算、CO2 排

出削減効果の LCA（ライフサイクルアセスメント）評価を実施することが望ましい。CO2地

中貯留・有効利用とカーボンフリー水素の調達に向けた検討に関しては、情報収集や関係機

関との連携強化を期待したい。今後も、より国民の理解が得られるように本事業の広報活動

を強化して頂きたい。 
 
２．各論 
２．１ 事業の位置付け・必要性について 
我が国の主要産業であり、かつ大規模 CO2 排出源の一つである鉄鋼業における CO₂削減

は、我が国のエネルギー・環境政策にとって非常に重要であり、また、難易度の高い革新的

な技術開発が必要であることから、本事業の必要性は非常に大きい。 
鉄鋼生産における CO2 排出抑制は、コスト増要因となるため民間企業のみで取り組むの

は困難であり、大きなプロセス変革とリスクを伴う水素還元プロセスを製鉄業セクター全体

で推進するためには、公共機関である NEDO が管理、支援、推進することは妥当である。 
一方、本事業は国際貢献、国際競争力等の観点からも重要な事業なので、競合対象国の技

術開発動向に十分な配慮が必要であり、また、CO2排出 30％削減のうち、20％は CCS（二

酸化炭素回収･貯留）による削減なので、CO2 貯留の動向の情報も常にウォッチしながら進

めていく必要があると思われる。 
 
２．２ 研究開発マネジメントについて 
個々の技術開発における目標値は、世界トップクラスの値を掲げており、戦略的な設定と

なっている。国内外の政策動向や社会動向を反映し、研究開発方針の見直しも行っており、

数学モデルを活用することで実証高炉をスキップし、商用高炉での実機実証に進むという計
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画変更は評価できる。実施体制は、技術力及び事業化能力の観点から日本において他の選択

肢はなく妥当であり、共同研究を実施している大学等の知見を活かすスケジュールも取り入

れている。スケジュール管理、要素技術ごとのグループ組織の構築、連携についても、順調

かつ適切に進められていたと評価できる。 
一方、多量の水素を考慮してコスト面、CO2削減効果を常に把握しながら、事業スケジュ

ールに経済合理性の視点を入れたり、CO2削減効果を LCA 評価する必要があると思われる。

さらに、研究開発費の費用対効果の試算を入れて、アウトカムを精査することが望まれる。

今後、本事業の重要性、必要性や、国際競争力の中での位置づけや、事業化の将来展望が、

対外的により分かりやすく伝わることを期待する。 
 
２．３ 研究開発成果について 
個々の要素技術について中間目標をほぼ達成し、さらに高炉における水素還元技術につい

て排出 CO212%削減を達成するなど、計画以上の成果を生み出しているものもあり、最終目

標を達成可能であると思われる。加えて、設定目標以外に、試験高炉を用いたデータ取得、

サンプル採取、現象解析の成果が挙げられる上、製鉄所全体の熱収支マップが作成され、熱

利用のための基盤的データとして利用価値が高いものと評価できる。知的資産権等の確保が、

戦略に沿って取り組まれていることも、評価できる。 
一方、熱回収技術については、想定する回収プロセスを明示し、それに必要なスペックを

もとに進める必要があり、CO2分離回収技術については、日量数千トン級規模に向けたスケ

ールアップ検討の推進を、また試験高炉では、少ない水素で CO2 削減効果を高めることに

加え、水素利用上限（CO2削減限界）を見極める試験実施を期待する。関連業界や研究者へ

の発信は十分なされているが、幅広く国民からの理解を得るために、一般市民向けの活動等

も検討することが望まれる。 
 
２．４ 成果の実用化・事業化に向けた取組及び見通しについて 
着実な成果が得られている上、当初想定から計画変更し、シミュレーションと実機を用い

た部分実証を組み合わせた対応で実用化を目指すなど、得られた成果を踏まえた実用化・事

業化の戦略は、比較的、明確であり、実用化の見通しが立ちつつあると評価する。CO2分離

回収技術、未利用排熱利用技術、高性能粘結材製造技術は本事業外での実用化が期待でき、

CO2分離回収技術は他産業で事業化が先行してなされており、非常に評価できる。 
一方、水素還元技術を商用高炉へ適応する際、新たな課題が発見される可能性もあるが、

全周羽口水素吹込み試験は延期となっているので、2030 年商用 1 号機実現の計画にて、実

機試験に向けた課題の抽出やステップアップ計画の策定などの道筋をより具体的に示され

ることを期待する。また、CO2 分離プロセスに必要な熱量の低減をプロセスから見直して、

熱回収プロセスへの負荷を低減することが望まれる。 
さらに、本事業の目的達成には、CO2貯留や多量の水素導入の課題があるので、国の CO2

貯留の計画などと十分情報交換をし、水素製造時の CO2排出や CO2排出削減クレジットを

考慮しながら、事業計画やマイルストーンを設定する必要があると思われる。また、国際的
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な視点からの経済効果等や、事業化の課題と解決方針および長期的ロードマップを、より明

確にすることを期待したい。 
  



（２０２１年１月現在） 
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研究評価委員会委員名簿 

 

 氏 名 所属、役職 

委員長 小林
こばやし

 直人
な お と

 早稲田大学 参与・名誉教授 

委員 

浅野
あ さ の

 浩志
ひ ろ し

 
一般財団法人電力中央研究所 
エネルギーイノベーション創発センター 研究アドバイザー 

安宅
あ た か

 龍
たつ

明
あき

 先端素材高速開発技術研究組合（ADMAT）専務理事 

河田
か わ た

 孝雄
た か お

 株式会社日経 BP 日経バイオテク編集 シニアエディター 

五
ご

内川
ないかわ

 拡史
ひ ろ し

 株式会社ユニファイ・リサーチ 代表取締役社長 

佐久間
さ く ま

 一郎
いちろう

 東京大学 大学院工学系研究科 教授 

宝田
たからだ

 恭之
たかゆき

 群馬大学 大学院理工学府 環境創生部門 特任教授 

平尾
ひ ら お

 雅彦
まさひこ

 東京大学 大学院工学系研究科 化学システム工学専攻 教授 

松井
ま つ い

 俊
とし

浩
ひろ

 
情報セキュリティ大学院大学 情報セキュリティ研究科 教授 
国立研究開発法人産業技術総合研究所 名誉リサーチャー 

山口
やまぐち

 周
しゅう

 
独立行政法人大学改革支援・学位授与機構 研究開発部 
特任教授 

吉川
よしかわ

 典彦
のりひこ

 東海国立大学機構名古屋大学 名誉教授 

吉本
よしもと

 陽子
よ う こ

 
三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティング株式会社 
政策研究事業本部 経済政策部 主席研究員 

敬称略、五十音順 
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研究評価委員会コメント 

 

第６３回研究評価委員会（２０２１年１月８日開催）に諮り、以下のコメントを評価報告

書へ附記することで確定した。 

 

● 当該プロジェクトの CO２削減目標 30％のうち、10％が排出削減の、20％が CO２分

離・回収技術開発の寄与によるものとされているが、今後、高度なシミュレーショ

ン技術等の多様な技術も用いて、水素還元効率を高めるなど、技術の最適化を検討

して頂きたい。また、将来の水素調達方法や有効な知財戦略の検討も進めながら、

プロジェクト後半の活動を期待したい。 

 

 

 

 



 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

第 1 章 評価 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

この章では、分科会の総意である評価結果を枠内に掲載している。なお、枠の下の箇条

書きは、評価委員の主な指摘事項を、参考として掲載したものである。 
 
 



1-1 

１．総合評価 
高炉からの大幅なCO2排出量削減を実現する本事業は重要なプロジェクトである。製鉄

業のオールジャパン体制が構築されており、目標は変えずに達成のための道筋を変更する

など、柔軟な対応を行っている点は評価できる。水素還元技術について、中間目標を上回

る排出CO2削減を達成する成果が得られ、その他多くのデータの取得、サンプルの採取、

現象解析を進めており、数学モデルとの整合性もほぼ得られている。さらに、CO2 分離回

収技術は一部事業化に移行しており、さらなる普及が期待できる。 
一方、水素還元技術を商用高炉へ適応するには障壁があると想定されるので、課題抽出、

計画策定などをより具体的に示すことを期待する。実用化に近い要素技術等については、

本事業と別分野での実用化も目指すことが重要である。また、CO2 分離回収プロセスの熱

源となる熱回収に関しては、手法や一連のプロセス構成の明示が望まれる。 
さらに、2030年の商用1号機の実現のためには、詳細な計画とマイルストーンの設定に

加え、外部水素の製造プロセスにおけるCO2発生量を踏まえながら、コスト試算、CO2排

出削減効果のLCA（ライフサイクルアセスメント）評価を実施することが望ましい。CO2

地中貯留・有効利用とカーボンフリー水素の調達に向けた検討に関しては、情報収集や関

係機関との連携強化を期待したい。今後も、より国民の理解が得られるように本事業の広

報活動を強化して頂きたい。 
 
＜肯定的意見＞ 
・ 個々の要素技術の開発において、世界トップクラスの目標値を掲げて事業を進めており、

高く評価できる。製鉄業のオールジャパンで体制を構築して取り組み、それぞれの専門家

を配置することで、順調に技術開発が進展している。 
・ 試験高炉を用いた水素還元試験を順調に実施しており、多くのデータの取得、サンプルの

採取、現象解析を進めており、数学モデルとの整合性もほぼ得られている。このデータは

高炉内の物理現象と化学反応の解析において、将来の商用機の開発において大変貴重なデ

ータになると評価できる。 
・ プロジェクト全体は、適切な全体および個別マネジメントの下に、順調に進捗しており評

価できる。目標年度に実用化が図られる可能性が高いと思われる。水素還元プロセスおよ

び CO2 分離回収の個別技術については特に順調に開発が進められているものと評価でき

る。 
・ 本事業は、我が国の国際貢献、国際競争力の強化等の観点から重要な事業と評価する。ま

た、研究開発成果も当初の目標以上に達成されたものもあり研究開発マネジメント、研究

開発成果、事業の実用化は、高く評価できる。 
・ 2050 年に向けて、高炉をベースとした鉄鋼生産は世界的に増大することが見込まれてお

り、生産性の高い高炉の役割は重要である。鉄鋼生産における CO2 排出量の削減は世界

的な課題であるととともに、鉄鉱石の還元に水素が活用できることは、C還元に頼らざる

を得ないAl などの軽金属に対して環境面における鉄鋼の長所となる。 
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・ 高炉における水素還元活用技術について、試験高炉操業において、中間目標である排出

CO2の10%削減を上回る12%削減を達成する成果を得ており高く評価できる。 
・ 高炉における水素還元活用技術と CO2 分離･回収技術を合わせ、製鉄業からの排出 CO2

を削減する重要な成果が得られており、本事業の実用化により国内の CO2 排出削減に寄

与するのみならず、世界的に顕著な波及効果が期待できる。 
・ 世界的にも先進的な成果が得られていると評価できる。 
・ 高い目標を設定している高性能のCO2吸収液の開発には期待したい。 
・ 高炉という産業面では非常に重要で CO2 排出量の多い製造プロセスについて、大幅な

CO2 排出量の削減を実現するための重要なプロジェクトである。国内の全高炉メーカー

が参加する等、オールジャパンの体制が構築されており、目標設定やスケジュール管理、

これまでの開発成果にも一定の成果が見られる。 
・ 個別要素開発を行っている8つのSGのうち、アミン吸収剤の開発等のSGは既に高効率

な吸収材を開発済みであり、本事業のみならず CCS や CCUS 等の他分野での適用可能

性も広がりつつあるものと理解している。是非、本事業以外の分野での事業化等を目指し

ていただきたい。 
・ これまでの開発成果を踏まえ目標は変えずに達成のための道筋を変更するなど、柔軟な対

応を行っている点は評価できる。 
・ CO2 排出削減という世界的な問題に対して大きなチャレンジをする本プロジェクトは非

常に重要であり、日本にとって鉄鋼業の技術力を示す良い機会と思います。当初目標であ

る高炉からの 10％削減の技術は確立され、さらなる削減実績も示されています。また、

試験高炉は操業だけでなく、その評価が非常に大変な作業であることが分かりました。2
回/年の貴重なデータを有効に活かしてください。一方で、高炉装入原料の評価を今後実

施するということで、原料の最適化を図ることでさらなる削減が可能になることを期待し

ます。また、CO2分離回収技術は一部事業化に移行しており、さらなる普及を期待します。 
 
＜改善すべき点＞ 
・ コスト試算、CO2排出削減効果の LCA（ライフサイクルアセスメント）評価を実施すべ

きである。 
・ 2030年の商用1 号機の運転開始を目標としており、この実現のためには、それまでの詳

細な計画とマイルストーンの設定が必要である。 
・ これから進める予定の外部水素の導入による水素還元割合の増加に伴う CO2 排出削減量

の向上効果については、その外部水素の製造プロセスにおける CO2 発生量に注意が必要

である。製鉄所内ではCO2排出削減を達成できてもグローバルの意味ではCO2排出削減

にならない可能性もある（上記のLCA評価が必須）。 
・ CO2 分離回収プロセスの熱源となる熱回収に関し、熱回収の手法や一連のプロセス構成

が明示されておらず、早期の対応が求められる。 
・ 研究開発成果および事業の実用化は、高く評価できるので、これらを活かした事業化の計

画及びマイルストーンの検討の成果をより明確にし、長期的な事業化に向けたロード-マ
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ップ作成を検討頂きたい。 
・ 分離回収した CO2 の地中貯留・有効利用とカーボンフリー水素の調達に向けた検討に関

しては、引き続き、情報収集や関係機関との連携を強めてほしい。 
・ 競合相手として中国や韓国企業の動向が気になるところであり、それらの国々の技術開発

動向を把握し、スピード・価格競争力・ビジネスモデル等の面で競合他社との比較優位性

を保つための検討準備を進めていただきたい。 
 
＜今後に対する提言＞ 
・ 多量の水素導入、CO2貯留の実現については、現時点では見通しが立たないことから、当

該事業の進め方については、個々の要素技術を進めてそれぞれの目標をクリアし、その

個々の技術のスケールアップ、実用化を目指す方向で進めてはどうかと思われる。先ずは

国内外で個々の要素技術が利用されることで当該事業の費用対効果の向上が期待できる。

その後将来、多量の安価な水素の導入、CO2貯留の実現が可能になった時点で、当初の目

標である水素還元プロセスを用いた CO2 排出削減が達成できるという道筋にしてはどう

か。 
・ 周辺技術の進展もあり、既に成果として得られている個別プロセスを再評価することも必

要であると思われ、鉄鋼業以外の産業セクター（例えば石油精製分野など）と情報交換を

進め、より先進的なプロセスを取り込み、改善する体制を整備することが望ましい。 
・ 本事業は、我が国にとって重要であり、十分な成果も得られてきているので、より国民の

理解が得られるような広報活動を強化頂きたい。 
・ 高炉における水素還元活用技術について、試験高炉操業において、中間目標である排出

CO2の10%削減を上回る12%削減を達成する成果を得ている。少ない水素でCO2削減効

果を高めることに加え、削減目標にとどまらず、さらなる削減に向けた水素利用上限（CO2

削減限界）を見極める試験高炉試験の実施を期待する。 
・ 本事業の高炉における水素活用還元技術は、試験高炉での操業実験を基に有効性が実証さ

れているが、実機の商用高炉へ適応するには、さらに大きな障壁があると想定される。フ

ェーズⅡ-STEP1 では 1/500 スケールの試験高炉の実験データと高炉の 3 次元シミュレ

ーションモデルを組み合わせることで実機適用が十分に可能と説明されているが、実機高

炉において新たな課題が発見される可能性も否定できない。一方で実機高炉への全周羽口

水素吹込み試験は次ステップ以降へ延期となっており、2030年までに商用1 号機を実現

するという目標へ向けた実用化計画は必ずしも明確とは言えない。今後、実機試験に向け

た課題の抽出、実機試験へのステップアップの計画の策定など実用化へ向けた道筋をより

具体的に示されることを期待する。 
・ 高炉炉頂ガスには約半分の未利用還元ガスが含まれる。高炉ガス中の CO2 を分離して高

炉に循環利用できれば還元ガスを 100%利用することが可能となり、CO2 分離･回収技術

は高炉プロセスとの相性が良く、本技術開発の進展により大幅なCO2削減が期待できる。

実用化へ向けては CO2 分離コストの低減が不可欠であり、今後の分離プロセスの効率の

さらなる向上およびトンCO2当りのコストの低減に資する技術開発に大いに期待する。 
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・ 最終段階において、H2の導入、CO2分離･回収などのコスト面と CO2削減効果とのバラ

ンスが重要な課題になると思われるが、必ず実機に組み込まれる形での実現に向けて、今

後十分な設計および検討が望まれる。 
・ 早期の実用化に向け、商用高炉での実機実証に早く着手できることを期待する。 
・ 競争においてスピードがますます重要になりつつあることから、実用化に近い要素技術等

については、本開発事業とは別の分野での実用化など、よりスピードアップした成果の実

用化を目指すことが望まれる。 
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２．各論 
２．１ 事業の位置付け・必要性について 

我が国の主要産業であり、かつ大規模CO2排出源の一つである鉄鋼業におけるCO₂削減

は、我が国のエネルギー・環境政策にとって非常に重要であり、また、難易度の高い革新的

な技術開発が必要であることから、本事業の必要性は非常に大きい。 
鉄鋼生産におけるCO2排出抑制は、コスト増要因となるため民間企業のみで取り組むの

は困難であり、大きなプロセス変革とリスクを伴う水素還元プロセスを製鉄業セクター全

体で推進するためには、公共機関である NEDO が管理、支援、推進することは妥当であ

る。 
一方、本事業は国際貢献、国際競争力等の観点からも重要な事業なので、競合対象国の

技術開発動向に十分な配慮が必要であり、また、CO2 排出 30％削減のうち、20％は CCS
（二酸化炭素回収･貯留）による削減なので、CO2貯留の動向の情報も常にウォッチしなが

ら進めていく必要があると思われる。 
 
＜肯定的意見＞ 
・ CO2排出削減で最も有効な技術はCCS（二酸化炭素回収･貯留）であり、いかにそのコス

トを安価にできるかということが、国内外での喫緊の課題となっている。本事業は、製鉄

所からCO2を30％削減することを目的としており、世界に先駆けた取り組みとして高く

評価できる。また、CO2分離回収コストの目標値においても、世界トップの目標を掲げて

おり、国際競争力を有するものであり、この点についても事業の目的は妥当である。 
・ この事業で目的としている CO2排出 30％削減は、CO2分離回収後の CO2貯留までを実

現して達成できる技術であり、国の関与が必須である。そのため、その技術開発の進捗を

グリップする役割としてNEDOの関与が必要であり、NEDO事業として妥当である。 
・ 産業プロセスの脱炭素化へ速やかに変革する必要がある状況下において、重厚長大産業で

ありかつ日本の品質を支える製鉄業に対して、いち早く取り組む当該事業の目的は重要で

あり妥当と考える。 
・ 事業規模が大きく、野心的な試みであるため、大きなプロセス変革とリスクを伴う水素還

元プロセスを製鐵業セクター全体で推進するためには、公共機関であるNEDOが管理し

つつ支援し推進することは妥当である。 
・ 脱炭素化に移行するまでの橋渡し技術と位置付けられる当該技術は、日本の鉄鋼製品の付

加価値を大きく向上させ、CO2－LCAの低減に大きく貢献すると期待できる。そのため、

低炭素化をさらに進める将来において、高い需要が見込めるため、投資効果も高いものと

予測される。 
・ 我が国の重要な基幹産業の一つで かつ CO2 排出が多い鉄鋼産業の抜本的な CO2 排出抑

制および省エネ技術に関する本事業は、特に国際貢献、国際競争力等の観点から重要な事

業と評価する。また、本事業は、研究開発の難易度が非常に高いためにNEDO事業とし

て妥当である。 
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・ 多くの産業の川上に位置する素材産業として、鉄鋼生産の役割は大きい。SDGs（持続可

能な開発目標）においても鉄鋼材料の寄与が不可欠な開発目標が多く存在し、その安定供

給は重要な課題である。生産性の高い高炉の役割は重要であり、今後も2050年に向けて、

高炉をベースとした鉄鋼生産は世界的に増大することが見込まれている。その一方で、温

暖化対策の重要性から CO2排出抑制の要求は厳しくなっており、鉄鋼生産における CO2

排出量の削減は世界的な課題である。これらの観点から、高炉からのCO2排出量30%削

減を目指す本プロジェクトは、国内の CO2 排出削減に寄与するのみならず、技術供与に

よる世界的な波及効果が期待される重要なテーマである。 
・ 鉄鋼生産における CO2 排出抑制は、コスト増要因となるため民間企業のみで取り組むの

は困難である一方、上述の通り世界的に波及効果の大きい重要な課題であるため NEDO
事業としてふさわしいと判断される。 

・ 我が国の主要産業であり、かつ大規模CO2排出源の一つである鉄鋼業におけるCO₂削減

は、我が国のエネルギー・環境政策にとって非常に重要である。また、世界が低炭素化に

向けた取り組みを強化するなか、国内鉄鋼業の国際競争力を維持していくためにも、官民

一体となって推進すべき重要な研究課題と言える。 
・ 地球温暖化対策は世界の共通課題であり、わが国においても率先して社会経済構造を脱炭

素化型に転換していく必要がある。 
・ 高炉は現在も粗鋼生産の 70%以上を占めており、高炉の低炭素化・脱炭素化は国際競争

力の維持・強化にとって不可欠な状況にある。 
・ わが国の鉄鋼産業は従来から省エネを推進してきており、単位粗鋼生産当たりのエネルギ

ー消費量は世界でも最も低いレベルにあり、さらなる省エネの余地は必ずしも大きくない。

従って、高炉からの CO2 排出量を大きく削減していくために、本事業の必要性は非常に

大きい。 
・ 抜本的な技術開発であり研究開発としてみた場合の難易度は高く、投資規模も大きく民間

企業だけではリスクを背負いきれない懸念がある。従って、NEDO が民間と連携して研

究開発を推進していくことは合理的である。 
・ 長い開発の歴史を有する日本の高炉プロセスは非常に高い効率を誇っており、難易度の高

い革新的な技術開発が必要であるため、日本の技術を集約して臨むべき課題である。CO2

削減目標の30％の中の10％が高炉からの削減分であり、従来の削減技術よりも高い値に

設定されており、評価できる。 
 
＜改善すべき点＞ 
・ この事業の目的であるCO2排出 30％削減のうち、20％はCCS による削減である一方、

CO2 貯留の動向が全く情報として入っていない。別事業で実施しているということであ

るが、その情報も常にウォッチしながら本事業も進めていく必要がある。CO2貯留が実現

しなければ、本事業の目的は達成不可能であり、今後の事業の継続性を判断する意味にお

いても重要である。 
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・ 一連のシナリオにおいては、将来カーボンフリー水素が供給されることを想定しているが、

中間的なメタン系天然ガスを適用するプロセスについても、シナリオに追加することが、

低炭素化に向けた姿勢として必要であるものと思われる。 
・ 本事業の国際競争力の中での位置づけと将来展望を、より分かりやすくすることが望まれ

る。 
・ 海外の技術開発動向を常に把握して世界トップの技術を実用化していくこと、加えて、そ

の成果を世界へ技術展開していくことで、投じた研究開発費にふさわしい経済波及を図っ

ていただきたい。 
・ 国際競争力の観点から、競合対象として欧州のみならず、中国や韓国等の技術開発動向に

は十分な配慮が必要と考える。 
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２．２ 研究開発マネジメントについて 
個々の技術開発における目標値は、世界トップクラスの値を掲げており、戦略的な設定

となっている。国内外の政策動向や社会動向を反映し、研究開発方針の見直しも行ってお

り、数学モデルを活用することで実証高炉をスキップし、商用高炉での実機実証に進むと

いう計画変更は評価できる。実施体制は、技術力及び事業化能力の観点から日本において

他の選択肢はなく妥当であり、共同研究を実施している大学等の知見を活かすスケジュー

ルも取り入れている。スケジュール管理、要素技術ごとのグループ組織の構築、連携につ

いても、順調かつ適切に進められていたと評価できる。 
一方、多量の水素を考慮してコスト面、CO2 削減効果を常に把握しながら、事業スケジ

ュールに経済合理性の視点を入れたり、CO2 削減効果を LCA 評価する必要があると思わ

れる。さらに、研究開発費の費用対効果の試算を入れて、アウトカムを精査することが望

まれる。今後、本事業の重要性、必要性や、国際競争力の中での位置づけや、事業化の将来

展望が、対外的により分かりやすく伝わることを期待する。 
 
＜肯定的意見＞ 
・ 個々の技術開発における目標値については、世界トップクラスの値を掲げており、戦略的

な目標設定となっている。実施体制について、オールジャパンの国内の製鉄メーカーから

構成され、それぞれの専門家を配置して効率的に事業を進めていることを高く評価する。

また、実施者間でも連携が取れており、うまく機能している。 
・ 要素技術ごとに高い目標値を掲げており、個々の技術開発については問題なく進展してい

る。研究開発の進捗管理については、国内外の動向を把握しつつ、常に課題を整理しなが

ら事業を進めている。 
・ 全体的なスケジュール管理、要素技術ごとのグループ組織の構築、グループ間の連携につ

いては、順調かつ適切に進められていたと評価できる。 
・ 一部のスケジュール変更について、将来シナリオとの整合性を考慮し、適切になされたこ

とも妥当であった。 
・ 研究開発目標が達成度を判定できる明確な目標を設定していること、研究開発の進捗管理

が研究開発の進捗状況に応じて適切に対応できている。研究開発の実施体制に関して実用

化・事業化の担い手が関与する充実した体制が構築されている。 
・ CO2排出量30%削減を目指し、水素還元活用技術で10%削減、CO2分離･回収技術開発で

20%削減という明確な目標を設定している。特に、高炉における水素還元活用(10%削減)
は、現行高炉の熱収支をふまえると、戦略的な目標といえる。 

・ 試験高炉操業および解体調査について、スケジュールが2022年度まで延長されたが、１

回の操業で要する期間とその結果を次にフィードバックさせることを考えると決して長

い期間ではなく妥当な計画である。 
・ 研究開発の実施体制については、技術力及び事業化能力の観点から日本において他の選択

肢はなく妥当である。 
・ 研究開発マネジメントは概ね妥当と評価する。 
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・ 実用化に向けて、数学モデルを活用することで従来計画されていた実証高炉（100ｍ3）を

スキップし、商用高炉での実機実証に進むという計画変更は高く評価できる。 
・ 技術開発テーマ毎に定量的な中間目標及び最終目標を設定している。また、目標設定に際

し、国内外の政策動向や社会動向を反映し、研究開発方針の見直しも行っている。 
・ 開発テーマを8つに分類し、各テーマの相関も勘案しつつ、研究開発が組まれている。開

発すべき要素技術、試験炉の整備と同炉を用いたデータ確認、確認データを踏まえたシミ

ュレーション等が適切に実施されている。 
・ 事業実施者内部に各テーマのリーダー会議、企画・運営会議等を設置するとともに、企画・

運営会議の下には知財会議を設置している。また、アドバイザリーボード会議を事業実施

者内部に設け、有識者の意見を反映している。 
・ 事業全体を複数のフェーズに分け、各フェーズの中にも複数のステップを設定し、各ステ

ップ、各フェーズの成果確認が行えるようになっている。また、外部委員から技術面と実

用面に関する助言を得るため、技術検討委員会を設置して運営を行っている。 
・ 知財については、NEDO 知財方針を適用し、知財合意書、知財会議を整備している。ま

た、知財会議でサブテーマ毎の知財戦略を策定している。 
・ 研究開発の進捗をチェック・コントロールする体制が構築されている。また、共同・委託

研究を実施している大学等の知見を活かすスケジュールも取り入れており、全体として問

題はないと考える。 
 
＜改善すべき点＞ 
・ 事業のスケジュールについて、経済合理性の視点を今から考慮する必要がある。それと併

せてCO2削減効果について、LCA評価をする必要がある。本事業は多量の水素を必要と

する技術開発なので、コスト面、CO2削減効果については、重要な課題であるので、事業

を進める上で常に把握しておく必要がある。 
・ 研究開発費の観点から、費用対効果の試算が不十分である。アウトカムの内容にコスト評

価を入れて、精査する必要がある。 
・ フェーズ I から成果を積み上げ、順調に重ねてきた実績を踏まえて、フェーズ II の要素

技術開発を進めているが、フェーズ I 開始から 10 年以上が経過し、周辺技術も進歩し続

ける中で、得られた成果の再評価も積極的にできる仕組みの構築が必要であると思われる。 
・ サブテーマの数が多いので、関連するサブテーマ間の連携強化（例えば、[SG（サブグル

ープ）1、SG6、SG7]、[SG4、SG5]）を図る体制を検討していただきたい。 
・ 脱炭素化に向けて世界を牽引する欧州の政策動向や社会動向を踏まえることは重要であ

るが、米国や中国・韓国等の動向も把握し、研究開発のスピード等を適宜、調整していく

必要がある。 
 
＜今後に対する提言＞ 
・ 本事業は長期に渡るものであることから、個々の要素技術については、本事業の他でも実

用化を図ることが重要であり、事業の途中でもスピンアウトをして国内外で実用化できる
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ようにして、その視点を含めて費用対効果を図るべきである。 
・ 多大な費用を要する事業であるので、本事業を一般の国民にもっと知ってもらうことが必

要である。専門紙、業界紙等だけではなく、広くマスコミ等を利用して本事業の重要性、

必要性を知ってもらうことが重要である。 
・ 個別プロセスの再評価にあたり、鉄鋼業以外の産業セクターと情報交換を進め、より先進

的なプロセスに改善するアドバイザリー体制を整備することを検討してほしい。 
・ 知的資産戦略を十分配慮しながら、本事業の国際競争力の中での位置づけと事業化の将来

展望が対外的により分かりやすく伝わることが望まれる。 
・ 全体プロセスを構築していくうえで、「開発が遅れている」「新しい課題」「さらに加速す

べき課題」などが生じた場合には、当該テーマに重点配分するといった柔軟なマネジメン

トをお願いしたい。 
・ 試験高炉の整備など大きな投資を行い、開発を進めていることから、成果の費用対効果に

ついては、事業の成果がある程度見えてきた段階、事業が完全に終了した段階等において

客観的に評価し、次に生かしていくことが重要と考える。 
・ より効果的な CO2 削減や高炉操業に向けて、試験高炉の結果の解析で、原料に関する点

について積極的に進めてほしい。手を付け始めているとのことなので、今後の成果に期待

する。 
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２．３ 研究開発成果について 
個々の要素技術について中間目標をほぼ達成し、さらに高炉における水素還元技術につ

いて排出 CO212%削減を達成するなど、計画以上の成果を生み出しているものもあり、最

終目標を達成可能であると思われる。加えて、設定目標以外に、試験高炉を用いたデータ

取得、サンプル採取、現象解析の成果が挙げられる上、製鉄所全体の熱収支マップが作成

され、熱利用のための基盤的データとして利用価値が高いものと評価できる。知的資産権

等の確保が、戦略に沿って取り組まれていることも、評価できる。 
一方、熱回収技術については、想定する回収プロセスを明示し、それに必要なスペック

をもとに進める必要があり、CO2 分離回収技術については、日量数千トン級規模に向けた

スケールアップ検討の推進を、また試験高炉では、少ない水素でCO2削減効果を高めるこ

とに加え、水素利用上限（CO2 削減限界）を見極める試験実施を期待する。関連業界や研

究者への発信は十分なされているが、幅広く国民からの理解を得るために、一般市民向け

の活動等も検討することが望まれる。 
 
＜肯定的意見＞ 
・ 個々の要素技術については、中間目標をほぼ達成しており、さらに高い目標をもって進め

ている。特に CO2 分離回収コストについては、世界最高水準の値が得られており、非常

に高く評価する。 
・ 設定された目標以外の技術成果として、試験高炉を用いたデータ取得、サンプル採取、現

象解析の成果が挙げられる。この成果は、高炉内の物理化学現象の解明に大きく貢献する

ものであるとともに、今後のスケールアップにおいて必須の技術情報である。 
・ 対外的な発表、知的財産権等の確保に向けた取組についても、積極的に行っている。 
・ 概ね開発目標を達成している。一部目標を変更しているものの、将来シナリオを考慮して、

合理的な理由に基づいており、問題ない。 
・ また、製鉄所全体の熱収支マップが作成され、熱利用のための基盤的データとして利用価

値が高いものと評価できる。 
・ このまま順調に進捗すれば、最終目標を達成可能であると思われる。 
・ 研究開発の成果が目標以上に達成されているものが多く高く評価できる。最終目標に向け

て、課題とその解決の道筋が明確である。知的資産権等の確保が、戦略に沿って取り組ま

れていることは、評価できる。 
・ 高炉における水素還元活用技術について、試験高炉操業において水素の羽口吹込により排

出CO2の12%削減を達成している。中間目標の10%を上回る成果を得ており高く評価で

きる。 
・ 排ガスからの CO2 分離回収技術では中間目標である分離回収エネルギー1.6GJ/t-CO2 に

匹敵する1.63GJ/t-CO2を達成している。 
・ 成果は概ね達成しているものと評価する。 
・ 数学モデルによるシミュレーション解析の有効性確認、高性能CO2吸収液開発の成果は、

高く評価できる。 
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・ 商用高炉での実機実証に向けて、着実に成果が得られていると評価する。 
・ 各SGによって達成度合いには濃淡があるものの、全体として中間目標は達成しているも

のと思料。一部のSGでは本事業とは別の事業にも応用実用化される動きも生まれる可能

性が見える等、計画以上の成果を生み出しているものもある。一方、より少ない水素量で

高炉部分の 10%CO2 排出削減を実現するため新たな要素技術開発を提案するとともに、

試験高炉から実用化までの間でスケールアップ実証を行わずに、実機による部分検証とシ

ミュレーションを組み合わせることで代替する等、目標達成に向けて状況の変化を反映し

た活動が提案されている。 
・ 成果の最終目標の達成可能性はあるものと現時点では判断できる。 
・ これまでの成果の普及活動については、研究発表・講演、新聞掲載、展示会への参加など

成果の内容に応じて適切な普及活動が行われている。 
・ 知財についても、特許出願とノウハウ保有を判断し、必要なものは特許出願（さらに必要

な場合は国際特許出願）する等のことが行われている。 
・ 現時点で当初目標は達成されているものと考える。さらなる削減効果を検証し、高炉での

水素還元の限界を見極める方向で進めており、プラスαの成果も出ている。 
 
＜改善すべき点＞ 
・ CO2貯留のスケジュールの情報がないので、最大の目標であるCO2排出30％削減の達成

の可能性の見通しがない。また、経済合理性を判断するためのコスト試算がされていない。

多量の水素を外部から導入する際の、コスト面、CO2削減効果のLCA評価がなされてお

らず、現実性に欠ける。 
・ 成果の普及において、もっと一般向けに情報発信する方法を検討すべきである。 
・ 熱回収技術については、想定する回収プロセスを明示し、それに必要なスペックをもとに

進める必要がある。 
・ 本研究開発成果と他の関連の研究とを比較した場合の立ち位置とオリジナリティーを、よ

り明確にした方が望ましい。 
・ CO2 分離回収技術については、日量数千トン級規模に向けたスケールアップ検討を進め

ていただきたい。 
・ 分離回収した CO2 の地中貯留・有効利用とカーボンフリー水素の調達に向けた検討に関

しては、引き続き、情報収集や関係機関との連携を強めていただきたい。 
・ 成果の普及活動がやや専門的な新聞や講演、論文等に限定されている感があり、幅広く国

民からの理解を得るために、一般市民向けの活動等も検討することが望まれる。 
 
＜今後に対する提言＞ 
・ 外部水素を導入して水素還元割合を増やして CO2 削減効果を高める方向に事業を進めて

いく計画であるが、多量の外部水素の利用となると、コスト面、CO2削減効果の観点から

達成可能性が見えてこない。先ずは製鉄所内のCOG（コークス炉ガス）を使用して目標

値である水素還元割合10%増を達成することが重要である。 



1-13 

・ CO2回収プロセス全体の省エネルギー化についても、再度検討し、熱回収コストの低減を

図るべきである。 
・ 高炉シミュレーション技術の確度を更に高めて、数値設計による設計コストの大幅低減に

つなげてもらいたい。 
・ 一部、既に他の分野で実用化できる成果も達成されている。これらの成果を、本事業完了

を待たずして、実用化し社会貢献することも重要と考えられる。 
・ 常温水素吹込試験の結果は、将来の水素源ならびにその利用における選択肢拡大に対して

重要な知見となる。少ない水素で CO2 削減効果を高めることに加え、削減目標にとどま

らず、さらなる削減に向けた水素利用上限（CO2削減限界）を見極める試験高炉試験の実

施を期待する。 
・ 商用高炉での実機実証に向けて、着実な成果が得られることを期待する。 
・ 熱交換器開発に関しては、機器の性能改善とともに自動洗浄装置など全体システムとして

信頼性向上を図る検討をお願いしたい。 
・ 競争においてスピードがますます重要になりつつあることから、実用化に近い要素技術等

については、本開発事業とは別の分野での実用化など、よりスピードアップした成果の実

用化を目指すことが望まれる。 
・ 関連業界や研究者への発信は十分なされている。一般に向けての情報発信としてWeb 上

で成果を公開しているが、広く周知するという点で別のアプローチ（成果のYouTube 配

信など？）もあって良いのではないか？ 
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２．４ 成果の実用化・事業化に向けた取組及び見通しについて 
着実な成果が得られている上、当初想定から計画変更し、シミュレーションと実機を用

いた部分実証を組み合わせた対応で実用化を目指すなど、得られた成果を踏まえた実用

化・事業化の戦略は、比較的、明確であり、実用化の見通しが立ちつつあると評価する。

CO2分離回収技術、未利用排熱利用技術、高性能粘結材製造技術は本事業外での実用化が

期待でき、CO2分離回収技術は他産業で事業化が先行してなされており、非常に評価でき

る。 
一方、水素還元技術を商用高炉へ適応する際、新たな課題が発見される可能性もあるが、

全周羽口水素吹込み試験は延期となっているので、2030 年商用 1 号機実現の計画にて、

実機試験に向けた課題の抽出やステップアップ計画の策定などの道筋をより具体的に示

されることを期待する。また、CO2分離プロセスに必要な熱量の低減をプロセスから見直

して、熱回収プロセスへの負荷を低減することが望まれる。 
さらに、本事業の目的達成には、CO2貯留や多量の水素導入の課題があるので、国の CO2

貯留の計画などと十分情報交換をし、水素製造時の CO2 排出や CO2 排出削減クレジット

を考慮しながら、事業計画やマイルストーンを設定する必要があると思われる。また、国

際的な視点からの経済効果等や、事業化の課題と解決方針および長期的ロードマップを、

より明確にすることを期待したい。 
 
＜肯定的意見＞ 
・ CO2 分離回収技術、未利用排熱利用技術、高性能粘結材製造技術については、それぞれ

単独の技術として本事業外での実用化が期待できる。また、それぞれの技術において顕

著な波及効果が期待でき、高く評価する。 
・ これまでは計画通りに進捗しており、計画年度に事業化が可能であると期待できる。な

お、CO2分離回収技術は、既に国内で事業展開されており、評価できる。 
・ 成果の実用化の戦略は、明確かつ妥当であると評価できる。成果の実用化に向けた具体

的取組の検討は進んでおり、実用化の計画及びマイルストーンの検討は順調である。 
・ 2050 年に向けて世界の銑鉄生産量はさらなる増加が見込まれており、高炉における CO2

排出量削減技術の確立は、国内のみならず世界的に大きな波及効果が期待できる。 
・ CO2 分離回収技術については、これまでの成果が既に他産業で事業化されており、現在

開発中の新吸収液についても早期の実用化を期待したい。 
・ 商用高炉での実機実証に向けて、着実な成果が得られていると評価する。 
・ 当初想定していた試験高炉の次のステップとしての実証高炉の整備を行わず、これまで

の開発成果として得られたシミュレーションと実機を用いた部分実証を組み合わせた対

応で実用化を目指すなど、得られた成果を踏まえた実用化・事業化の戦略は、比較的、

明確である。また、高炉は現在でも粗鋼生産量の 70%以上を占める製造プロセスである

ことから、将来にわたり一定の市場規模は期待できるものと考える。 
・ 本開発には国内の全高炉メーカーが関わっており、それぞれの得意分野を生かした開発

を推進していることから、取組体制は現時点では最善に近いものであると考えられる。
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また、実用化・事業化に向けての計画及びマイルストーンは、準備されている。 
・ CO2 排出削減量については、実用化の見通しが立ちつつあるものと思料。事業化につい

ては今後のCO2排出削減クレジットの価値も含め、経済性の評価が必要であると考える。 
・ 8つのSGのうちアミン吸収剤の開発等のSGは既に高効率な吸収材を開発済みであり、

本事業のみならず CCS や CCUS（二酸化炭素回収･有効利用･貯留）等の他分野での適

用可能性も広がりつつあるものと理解している。 
・ 部分的な技術（CO2 吸収）の事業化が一部先行してなされており、非常に評価できる。

また、実用化に向けたマイルスト―ンも適当である。 
 
＜改善すべき点＞ 
・ 高炉ガスからの CO2分離回収技術が開発されても目標とする CO2削減には至らない（貯

留技術の見込みがないので）。事業化においても分離回収した CO2 の行き先が決まらな

いと事業化のそもそもの目的が達成されない。 
・ 本事業は、CO2 貯留の課題、多量の水素導入の課題があり、事業の目的の達成の見通し

が立たない。一方で個々の要素技術については、実用化、事業化が期待できることから、

そちらの成果の実用化、事業化を図っていく必要がある。 
・ 熱回収プロセス構成が明示されておらず、早期の対応が求められる。 
・ 成果の事業化の戦略をより明確にすることが望ましい。想定する市場の規模・成長性等

から、我が国の重要な基幹産業の一つである本事業を国際的な視点からの事業化の経済

効果等をより明確にして欲しい。 
・ 商用高炉での実機実証が実用化に向けた最終ステップとなるため、実機実証に向けた検

討に注力していただきたい。 
・ 新しい技術については、試験高炉レベルで性能を確認できた場合でも、スケールアップ

した実機では様々な課題に直面する懸念がある。今回、試験高炉による技術確認を行っ

た後、実証プラントの整備を行うのではなく、シミュレーションと実機による部分実証

を組み合わせたもので実機での活用までつなげていくことが想定されており、スケール

アップした場合の課題をシミュレーション等で本当に解決し得るのかを検証していく必

要がある。 
 
＜今後に対する提言＞ 
・ 国のCO2貯留の計画、多量の水素導入の計画と十分情報交換をしながら、本事業の計画、

マイルストーンを設定する必要がある。 
・ 2030 年商用 1 号機の目的の達成のためには、今からそれに向けたマイルストーンの設

定が必要である。12m3の試験高炉から実機を立ち上げるためには、かなり高いハードル

が想定され、マイルストーンを設定して着々と準備をする必要がある。 
・ CO2 分離プロセスに必要な熱量の低減をプロセスの再構築から図り、熱回収プロセスへ

の負荷を低減することが望まれる。 
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・ 事業化の計画及びマイルストーンの検討の成果をより明確にすることが望ましい。社会

的な環境の変化が本事業の事業化に大きく影響するので簡単ではないが、事業化に向け

ての課題とその解決方針、および長期的な事業化のロード-マップをより明確にされるこ

とを期待したい。 
・ 本事業の高炉における水素活用還元技術は、試験高炉での操業実験を基に有効性が実証

されているが実機の商用高炉へ適応するには、さらに大きな障壁があると想定される。

フェーズⅡ-STEP1 では 1/500 スケールの試験高炉の実験データと高炉の 3 次元シミュ

レーションモデルを組み合わせることで実機適用が十分に可能と説明されているが、実

機高炉において新たな課題が発見される可能性も否定できない。一方で実機高炉への全

周羽口水素吹込み試験は次ステップ以降へ延期となっており、2030 年までに商用 1 号

機を実現するという目標へ向けた実用化計画は必ずしも明確とは言えない。今後、実機

試験に向けた課題の抽出、実機試験へのステップアップの計画の策定など実用化へ向け

た道筋をより具体的に示されることを期待する。 
・ 早期の実用化に向け、商用高炉での実機実証に早く着手できることを期待する。 
・ CO2分離回収技術の他産業への展開、更なるスケールアップを期待する。 
・ 既に実施されてはじめているが、CO2 排出削減については事業バウンダリーの中だけで

の評価ではなく、バウンダリー外の CO2排出量も含めてトータルで検討していくことが

必要である。例えば、水素についてもグリーン水素（水素製造時に CO2排出がない水素）

か、そうでない水素（水素製造時に CO2排出がある水素）か等についてもシステム全体

としての CO2排出量には加えていくべきである。 
・ 高炉という巨大な設備を扱うため長期的なスケジュールと戦略が必要である一方で、世

界のCO2問題に関する考え方の急激な変化に対応する柔軟なスケジュール変更がなされ

ている。今後、事業化に向け精緻なコスト計算など、より具体的な検討を進めてほしい。 
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３．評点結果 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
評価項目 平均値 素点（注） 

１．事業の位置付け・必要性について 3.0 A A A A A A A 
２．研究開発マネジメントについて 2.7 B A A A A B A 
３．研究開発成果について 2.9 A B A A A A A 
４．成果の実用化・事業化に向けた 

取組及び見通しについて 2.0 B B B B B B B 

（注）素点：各委員の評価。平均値は A=3、B=2、C=1、D=0 として事務局が 
数値に換算し算出。 

〈判定基準〉  
１．事業の位置付け・必要性について ３．研究開発成果について 
・非常に重要         →A 
・重要            →B 
・概ね妥当          →C 
・妥当性がない、又は失われた →D 

・非常によい         →A 
・よい            →B 
・概ね妥当          →C 
・妥当とはいえない      →D 

２．研究開発マネジメントについて 
 
４．成果の実用化・事業化に向けた 

取組及び見通しについて 
・非常によい         →A 
・よい            →B 
・概ね適切          →C 
・適切とはいえない      →D 

・明確            →A 
・妥当            →B 
・概ね妥当          →C 
・見通しが不明        →D 

 

2.0 

2.9 

2.7 

3.0 

0.0 1.0 2.0 3.0

４．成果の実用化・事業化

に向けた取組及び見通し

３．研究開発成果

２．研究開発マネジメント

１．事業の位置付け・必要

性



 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第２章 評価対象事業に係る資料 
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１．事業原簿 
次ページより、当該事業の事業原簿を示す。 

 



 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

「環境調和型プロセス技術の開発／  

①水素還元等プロセス技術の開発 

（フェーズⅡ－ＳＴＥＰ１）」 

 
 
 

事業原簿【公開】 

 
担当部 

国立研究開発法人 

新エネルギー・産業技術総合開発機構 

環境部 

 

 

 

資料７ 
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概 要 

最終更新日 2020 年 7 月 20 日 

プロジェクト名 
環境調和型プロセス技術の開発／①水素還元等プロセス技術の
開発（フェーズⅡ－STEP1） 

プロジェクト番号 P13012 

担当推進部/ 
ＰＭまたは担当者 

環境部 
ＰＭ  ：春山 博司主査（2018 年 4 月~現在） 
担当者：中田 博之主査（2018 年 4 月～2018 年 6 月） 
      名久井 博之主査（2018 年 7 月~2019 年 3 月） 
      越後 拓海主任（2019 年 4 月~2020 年 3 月） 
      園山 希主査（2020 年 4 月~現在） 

０．事業の概要 

本事業は、高炉法による製鉄プロセスから排出される CO2 を削減し、地球温暖化防止に寄与するため、
高炉からの CO2 発生量を抑制すると共に、発生した CO2 を効率的に分離・回収技術を開発し、2030 年
の実機化を目指すものである。 

具体的な開発内容は、コークス製造時に発生する高温のコークス炉ガス(COG)に含まれる水素およびそ
の水素を増幅し、コークスの一部代替に当該水素を用いて鉄鉱石を還元する技術開発と、高炉ガスから
CO2 を分離するため、製鉄所内の未利用排熱を利用した革新的な CO2 分離・回収技術開発を行う。これ
らの技術開発により CO2 排出量の約 3 割削減を目標に、低炭素社会の実現を目指す。 
これまでにフェーズ-STEP1（2008～2012 年度（5 年間））として要素技術開発を実施し、フェーズⅠ
-STEP2（2013～2107 年度（5 年間））にて要素技術を組合せたパイロットレベルの総合実証試験を
行った。フェーズⅡ-STEP1 では、実用化開発を行い、最終的に製鉄所における現状の全排出レベルに比
較して約 30％の CO2 削減を可能にする技術の確立に資する。 

１．事業の位置 
付け・必要性に
ついて 

鉄鋼業から排出される CO2 は、1.8 億トン（2018 年度）で、産業・エネルギー転換部門最大であり、
わが国の CO2 排出量の 13%を占める。そのため、鉄鋼業からの CO2 排出量の削減が要請されている。 

しかし、わが国の鉄鋼業では、1970 年代以降、省エネルギー化に取り組み、現在では鉄鋼生産における
エネルギー効率は世界一であり、更なる CO2 排出量削減には、革新的な技術開発が必要である。 

また、本事業は、21 世紀環境立国戦略に於いて、世界全体の温室効果ガス排出量削減のための長期
戦略の一つに位置付けられており、わが国が国際的リーダーシップを発揮するために産学の知見を結集し、国
として取り組むべき事業である。 
 以上から、本事業は実機化までに中長期の期間を要し、かつ事業環境の変化等のリスクの高いテーマであ
ることから、民間のみで取り組むことが困難で、機構が資金負担を行うことにより民間の能力を活用して研究
開発を推進すべき事業である。 

２．研究開発マネジメントについて 

  事業の目標 

【中間目標(2020 年度)】 
研究開発項目(a) 高炉からの CO2 排出削減技術開発 
・高炉からの CO2 排出削減量約 10％達成の見通しを得る。 
研究開発項目(b) 高炉ガス（BFG）からの CO2 分離回収技術開発 
・分離回収エネルギー改善としての、吸収形態改善と分極影響の緩和の両技術の改善に新規技術を見

出す事で､分離回収エネルギー1.6GJ/t-CO2 達成への目途を得る。 
【最終目標(2022 年度)】 
研究開発項目(a) 高炉からの CO2 排出削減技術開発 
・高炉からの CO2 排出約 10%減の実現性を技術的に最大化する技術の見通しを得る。 
・高炉の実機部分確性「全周羽口吹込み」試験は上記 CO2 削減技術開発の 状況をみながら、フェー

ズⅡ－STEP2 の開始以降に行い、上記目標達成に資する。 
研究開発項目(b) 高炉ガス（BFG）からの CO2 分離回収技術開発 
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・CO2 分離回収コスト 2,000 円/t-CO2 を実現可能な技術の充実を指向し、分離回収エネルギー
1.6GJ/t-CO2 を達成し、CO2 排出削減量約 20%の技術に資する。 

事業の計画内容 

主な実施事項 2018fy 2019fy 2020fy 2021fy 2022fy  

① 鉄 鉱
石 還 元
へ の 水
素 活 用
技 術 の
開発 

① -1. 水
素 活 用プ
ロ セ ス 技
術開発 

      

①-2. 高
炉の微粉
炭 お よ び
還 元 ガ ス
の燃焼挙
動の調査 

      

②COG 改質技術開
発       

③高性能粘結材製
造技術の開発       

④CO2 分離回収技
術開発       

⑤未利用低温排熱
活用技術開発       

⑥試験高炉によるプロ
セス技術開発       

⑦実高炉部分検証に
よるプロセス技術開発       

⑧全体プロセスの評
価・検討       

事業費推移 
  

会計・勘定 2018fy 2019fy 2020fy 2021fy 2022fy 
総額 

(百万円) 

総 NEDO 負担額 830 1341 2020 2100 2000 8291 

開発体制 

経産省担当原課 製造産業局金属課金属技術室 

プロジェクト 
リーダー 

日本製鉄株式会社 製銑技術部長 荒木 恭一 2017.4～現在 

プロジェクト 
マネージャー 

NEDO 環境部 主査 春山 博司 
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委託先 
（助成事業の場合
「助成先」とするなど適
宜変更） 
（組合が委託先に含
まれる場合は、その参
加企業数及び参加企
業名も記載） 

【委託先】 
日本製鉄（株）、JFE スチール（株）、（株）神戸製鋼所、日鉄エンジニア

リング（株）、日鉄日新製鋼（株）（2018～2019 年度） 
【再委託先】 
 （一財）電力中央研究所 
【共同実施先】 
 北海道大学、京都大学、九州大学、（公財）地球環境産業技術研究機構 

情勢変化への 
対応 

2018 年度に開始したフェーズⅡーSTEP1 において、2019 年度までに３回の試験高炉操業を行い、高
炉からの CO2 削減量 10％の目途を得ている。また、COG 改質による水素だけでは削減量に限界があるこ
とが分かってきた。 
一方、2018 年 11 月に日本鉄鋼連盟は長期温暖化対策ビジョン「ゼロカーボン・スチールへの挑戦」を発
表し、COG 改質による水素ではなく、外部らの水素を利用した高炉における更なる水素還元比率アップを
Super COURSE50 として掲げている。 
以上の背景から、COURSE50 において Super COURSE50 の要素を一部取り入れ開発を継続すること
とした。具体的には、さらに可能な限り（≧10％）水素還元比率を高めるために、2022 年度まで試験高
炉における試験を継続することとした。また、当初、2020 年以降に実施を予定していた、高炉の実機を部
分的に改造した試験(実機部分確性「全周羽口吹込み」については、CO2 削減技術開発の状況をみなが
ら、フェーズⅡ－ＳＴＥＰ２の開始（2023 年度）以降に行うこととした。 

評価に関する 
事項 

事前評価 2017 年度 フェーズⅠ―STEP2 前倒し事後評価実施  担当部 環境部 

中間評価 2020 年度 中間評価実施 

事後評価 2022 年度 事後評価実施 

３．研究開発成果
について 

研究開発項目(a) 高炉からの CO2 排出削減技術開発 
・常温水素系ガスの羽口吹込み操作で、高炉からの CO2 排出量の約 10％削減が達成可能である
ことを実験(試験高炉)と理論(数学モデル)の両面から実証した。 
研究開発項目(b) 高炉ガス（BFG）からの CO2 分離回収技術開発 
・理論限界に近い分離回収所要エネルギー原単位を目指し、新吸収液開発に着手し､ラボ連続試
験装置においてこれまでの最高性能のエネルギー原単位 1.63GJ/t-CO2 を達成した。 
・実排ガスの性状調査により、耐久性を考慮した排熱回収設備構成を提示した。 

投稿論文 「査読有」10 件、「査読無」1 件、「その他外部発表」139 件 

特 許 
「出願済」10 件、「登録」0 件、「実施」0 件（うち国際出願２件） 
特記事項： 

その他の外部発表 
（プレス発表等） 

プレスリリース（記者発表）： 2019 年 3 月 13 日 

４.成果の実用化・
事業 化に向 け
た取組及び見
通しについて 

①成果の実用化・事業化に向けた戦略 
・水素高炉：フェーズⅡでの実証終了後、2030 年ごろの商業 1 号機の建設に向けて、具体的なエ
ンジニアリングを行う。  
・CO2 分離回収：高炉以外での実用化を進めながら、製鉄所導入に向けたエンジニアリングを行う。  
・コスト低減、経済性の確保のために本 PJ 計画変更（試験高炉研究継続、水素活用還元技術の
深化による水素使用量低減）を行う。  
・数学モデルの活用により、実証高炉(100t/d)を行わずに実証研究を推進することで、本 PJ 計画変
更による実用化計画の遅れを防止と開発費用の削減を図る。  
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②成果の実用化・事業化の見通し 
・実用化・事業化の課題は技術確度の向上と CO2 削減コストの低減であり、その解決（必要水素
量低減など）を目指して PJ の計画変更を実施した。 

５．基本計画に 
関する事項 

作成時期 2013 年 3 月 作成 

変更履歴 

2016 年 2 月 改訂（STEP2 の内容に修正） 
2017 年 2 月 改訂（フェロコークス活用製銑プロセス技術開発を追加） 
2018 年 1 月 改訂（水素還元活用製鉄プロセス技術（フェーズⅡ―STEP1）
の内容に修正、フェロコークス活用製銑プロセス技術開発の実施期間を 5 年から 6
年に変更） 
2018 年 10 月 改訂（基本計画名称、研究開発項目名称及びプロジェクトマネ
ージャーを修正、研究開発スケジュールの誤記修正） 
2019 年 1 月 改訂（研究開発項目 2.の名称の変更） 
2020 年 2 月 改訂（研究開発の内容、別添 研究開発計画を修正） 
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プロジェクト用語集 

 

＜プロジェクト全般＞ 

NO 用語 意味・説明 

1 COURSE50 本プロジェクト略称（下記英文名称の略称） 

CO2 Ultimate Reduction System for Cool Earth 50 

 

＜① 鉄鉱石還元への水素活用技術の開発、⑥試験高炉によるプロセス技術開発＞ 

NO. 用語 意味・説明 

1 高炉 鉄鉱石を主原料、コークスを主還元材として溶鉄を製造する縦型炉で

ある。現在は内容積 4,000m3 から 5,000m3 のものが主流であり、一日

に約 10,000t 以上製造可能である。炉の上から鉄鉱石、コークスを投

入し、羽口と呼ばれるノズルから約 1,200℃の熱風を吹き込み、コーク

スと酸素が反応することによりを約 2,000℃の一酸化炭素を発生させ

る。この CO が炉内を上昇する過程で鉄鉱石を昇温・還元・溶解し、約

1,500℃の溶銑（カーボン飽和鉄）が製造される。還元に使用された

CO は、いずれすべて CO2 となり、系外に排出される。 

2 還元材 酸化鉄である鉄鉱石から酸素を奪うためのもので、高炉では石炭系、

水素系の物質が使用される。 

3 コークス 高炉で主に使用される還元材。石炭を乾留して製造する。溶銑 1t を

製造するために約 350kg のコークスが使用される。コークスは還元材

としてだけではなく、炉内を通過する還元ガス（一酸化炭素）の通り道

（通気）を確保するためのスペーサー、熱を確保するための発熱材の

役割も担っている。したがって高炉を操業するためには、溶銑 1t を製

造するためには 250kg 程度のコークスは最低限必要であるといわれて

いる。 

4 微粉炭 高炉で補助的に使用される還元材。羽口から直接炉内に吹き込まれ

る溶銑 1t を製造するために約 150kg の微粉炭が使用される。コーク

スを製造するためには高価かつ希少な資源である粘結炭が必要であ

るが、微粉炭としては相対的に安価な石炭が使用可能である。 

5 シャフト部 高炉の炉体は炉の上部から 3 つに区分され、下向きに広がった部分

を“シャフト部（炉胸部）”、一番炉径の広がった部分を“ベリー部（炉腹

部）”、炉下部にすぼまった部分を“ボッシュ部（朝顔部）”と称する。そ

の更に下部に、熱風を吹き込みノズルである羽口が設置されている。

現在の 5,000m3 の高炉では約 40 本設置されている。 

6 ベリー部 

7 ボッシュ部 

8 羽口 

9 レースウエイ 羽口から高速で吹き込まれた送風エアにより形成される、コークスが

流動、旋回、燃焼する領域。約 1m 程度の狭い領域であるが、この領

域でコークスや微粉炭、改質 COG の酸化還元反応が行われる。この

領域を通過したガスは、すべてコークスに還元され、一酸化炭素や水

素となる。 



ⅱ－2 
 

10 ブローパイプ 高炉内に熱風を吹き込むために羽口に接続する送風用の管。 

11 GRI-mech ガス燃焼における化学反応機構を解析するモデル。約 60 の化学種と

300 以上の素反応が含まれている。UCB(Berkeley 大学)のホームペー

ジにて提供されている。 

12 改質 COG の改質度 COG ガス中の CH4 のうち水蒸気などとの改質反応によって CO や H2

に改質された割合。 

13 荷重軟化試験 実高炉での装入物（焼結鉱など）の挙動と特性を測定する装置。 

実高炉では荷重を受けながら、昇温、還元が進むので、荷重、温度、

ガス条件など高炉の条件を模擬して実験される。測定項目は、還元

反応の進み具合、層の収縮、通気抵抗などである。 

14 還元率 高炉装入物（焼結鉱）などの反応の進み具合を評価する指標。反応

前に含まれる還元されるべき酸化鉄中の酸素量に対する、奪われた

酸素量の比率で求める。(100%還元率は還元終了の意味) 

15 ガス利用率（ηCO, ηH2) 下方から上昇する還元ガス（CO, H2)が、還元に利用されて CO2, H2O

にそれぞれになった比率を表す指標。ηCO = CO2/(CO+CO2)･100 で算

出される。 

16 熱保存帯 

化学保存帯 

上方から常温の装入物が降下し、下方から高温の還元ガスが上昇す

る（＝向流反応）高炉において、熱のやり取りがバランスする位置を熱

保存帯と呼ぶ。一般的には 950℃付近である。一方同部位付近では

ウスタイト(FexO)-鉄(Fe)平衡になり、見かけ上ウスタイトから鉄への還

元が進行しない化学保存帯が形成される。そこでは熱および反応が

見かけ上変化しない。この還元が平衡している点（温度とガス組成）を

還元平衡点（Ｗ点）と呼ぶ。 

17 W 点（還元平衡点） 

18 シャフト効率 高炉操業において理想操業からのずれの程度を表す指数。鉄鉱石の

還元の進行度合いを、還元平衡点（W 点）への到達度で示した指標を

シャフト効率と定義する。すなわち鉄鉱石の還元進行はシャフト効率

100％以上にはならない。 

19 熱流比 固体の熱容量と気体の熱容量との比で表される値。固体が奪う熱量

とガスが持ち込む熱量の比で、（固体の粒子の流量）×（固体粒子の

比熱）と（ガスの粒子の流量）×（ガス粒子の比熱）、で示される。上記

の熱保存帯は、熱流比が 1 となる領域であるとも解釈できる。 

20 BIS 炉 上方から常温の装入物が降下し、下方から高温の還元ガスが上昇す

る（＝向流反応）状況を模擬することができる高炉シミュレータ。実試

験では装入物（焼結鉱）を反応管内に固定し、電気炉を移動させて向

流反応を模擬する。断熱制御によって、反応に伴う吸熱反応の影響も

含めた評価が可能であり、熱保存帯温度の測定やカーボンソルーショ

ンロス反 応の定量 が可能 である。BIS 炉 は Blast furnace inner-

reaction simulator の意。 

21 還元粉化 焼結鉱が還元される初期の段階で粉化する現象。焼結鉱中のヘマタ

イトが還元されマグネタイトになるとき体積膨張を起こすため，焼結鉱

が粉化するといわれている。 
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22 水性ガスシフト反応 CO と水蒸気(H2O)から CO2 と H2 を生成する反応。 

CO+H2O⇒CO2+H2 

23 体積破壊 巨視亀裂が原因となる破壊 

24 混合拡散現象 充填層内で互いに隣り合って流れているガスが、層内を移動する過程

で一部が混じり合う現象 

25 圧力損失 ガス流れの上流と下流に現れるガスの静圧差 

26 移流項 運動量収支式における運動量の湧き出しを表す項 

27 Peclet 数 物質収支式を無次元化した時に現れる拡散係数を含む無次元数 

28 ボッシュガス 羽口前で吹き込まれた熱風で炉内のコークスが燃焼して発生したガス

のこと。 

29 出銑比 1 日当たりの出銑量を高炉の炉内容積で割った値。 

30 原単位 “銑鉄１トン当たり”という意 

31 炉熱調整 出銑温度を一定値に保つための操業諸元操作 

32 直接還元 コークスなどの固体炭素による酸化鉄の還元。CO による酸化鉄の還

元であっても生成した CO2 がカーボンソリューション反応を生ずれば結

果として直接還元となる。水素についても、還元の結果生成した H2O

が固体炭素との水性ガス化反応を生ずれば直接還元となる。 

33 間接還元 酸化鉄の CO や H2 による還元反応 

34 カーボンソリューション

ロス反応 

コークスなどの固体炭素と CO2 との反応。C+CO2→2CO 

35 水性ガス化反応 コークスなどの固体炭素と H2O との反応。C+H2O→CO＋H2 

36 LKAB LKAB（Luossavaara Kiirunavaara Aktiebolag）。スウェーデン国営の鉄

鉱石生産大手であり、試験高炉を保有。 

 

＜② コークス炉ガス（COG）改質技術の開発＞ 

NO. 用語 意味・説明 

1 COG コークス炉ガスの英訳である Coke Oven Gas の略。コークスを製造す

る過程でコークス炉から発生するガスで水素(50～60％)、メタン（25～

30％）を含む可燃性ガスであり、主に製鉄所内の燃料用途に用いられ

ている。また、COG 中には不純物として、石炭由来のアンモニア、硫化

水素、シアンなどが高濃度に含まれる。 

2 ドライ化 タール（5 に記載）など（COG 中ではミスト状で存在と推定）を水素、一

酸化炭素、メタン等のガス成分に変化させること。通常 COG はター

ル、油分を含むためウェットな状態に対し、変化後のガスにはそのよう

な成分がなくドライな状態のため、ウェットなガスからドライなガスへ変

化することを指す。 

3 ドライガス化 ドライ化と同義 

4 増幅 本研究では、特に水素等のガス成分の体積を増やすことを指す。 

5 タール 石炭を熱分解した際に発生し、炭素が５個以上含まれた常温で液体

の有機化合物であって、鎖式炭化水素や脂環式炭化水素からなる混

合物を指し、例えば、ナフタレン、フェナンスレン、アントラセン、ピレン
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等のベンゼンが複数個結合した芳香族が主成分である。また、上記

以外にキノリン、インドール、カルバゾール、ジベンゾフラン、ジベンゾチ

オフェンの六員環又は五員環に窒素、酸素、硫黄等の異種元素を含

むヘテロ化合物も含まれる。 

6 上昇管 コークス炉の炭化室上面に設置された COG をドライメーン（32 に記

載）へ導くガス管。尚、この上昇管の中間部分でアンモニア水を噴霧し

て高温の COG を約 100℃程度まで冷却すると共に、ガス成分と油・固

形成分とを分離可能にする機能を有する。また火落ち判定孔と呼ば

れる孔が備えられ、乾留の終了時点を目視で判定できる。 

7 乾留 非酸化性雰囲気下で加熱すること。本研究では、石炭のコークス炉内

での加熱を指す。 

8 活性点 触媒上において触媒作用が行われる特定の部分のことである。例え

ば、特定の配列を持った格子面や、結晶面上でのステップ、キンク、

点欠陥、転位の末端など、配位不飽和度の高い原子やその集団であ

ることが多い。 

9 素反応 一つの化学反応式で表される化学反応は、実際には複数の化学反

応から成り立っていることが多い。ただ一つの反応段階からのみなっ

ている化学反応、すなわち、それ以上の反応段階に分けて考えること

ができない化学反応のことを指す。 

10 ダスト 本研究では、石炭の微粒子のことで、空気中で浮遊する程度の粒径

の粉末を指す。 

11 耐久性 触媒の性能の安定性を意味し、具体的にはどの程度の時間（期間）

触媒性能が維持されるかを指す。 

12 改質 一般的には、価値に乏しい化合物を付加価値の高い化合物に変換す

ることを意味し、本研究では、COG 中タールを水素、一酸化炭素、メタ

ンなどのガス成分に変化させることを指す。 

13 仕切弁 コークス炉上昇管から実 COG を抽気／閉止するための開閉弁。本研

究では、800℃を超える高温に耐え、且つ、タール等固着性のある成

分を含んだガスに対して開放／閉止が可能な弁を指し、現状では両

機能を兼ね備えた製品は世の中に存在しない。 

14 触媒槽 固体触媒を充填する反応槽 

15 押出機 コークス炉からコークスを押し出す装置。押し出す装置のほかにコーク

ス炉の蓋取り装置と、押出後新たに装入された石炭の上部を平らに

均すレベラーを備え、炉団に平行に敷かれたレール上を走行する。 

16 トラスデッキ 鋼材の接点を接合し、三角形を基本にして組んだ構造形式を有した

鋼材を床にした橋梁物を指す。 

17 固相晶析法 触媒反応機能を有する金属を予め金属酸化物にその金属の一部と

置換させて固溶した状態を形成する。そして、還元雰囲気に曝すこと

により、固溶していた触媒反応機能を有する金属が酸化物表面に微

細な粒子状となって析出することにより、金属表面積の大きな触媒を

製造することが可能な方法。 
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18 固定層 固体触媒を反応下でも動かないように充填した状態 

19 活性化処理 本研究では、17 で記載した固相晶析法で製造した触媒を還元雰囲気

下に曝して金属微粒子を表面に析出させる作業 

20 シフト反応 若干の発熱を伴う次式の反応である。 

CO＋H2O⇔CO2+H2 

炭化水素からの水蒸気改質や部分酸化による水素製造において、水

素の収率を高めるために用いられ、低温ほど反応が進みやすい。 

21 確性試験 研究室レベルの小さな規模の装置で確かめられた性能を、より大規

模の装置で確認するための試験 

22 スクラバー ガスを洗浄することを意味し、本研究では、触媒で改質された高温で

一部タールを含んだガスを、水により洗浄してタールをガスから分離、

且つ、ガスを冷却する装置を指す。 

23 油バブラー 本研究では、油を張った油槽へガスを通すことにより、ガスに随伴して

いたダスト等を除去する装置を指す。 

24 誘引通風機 ガスを入口から吸引し、出口へ誘導する装置であり、いろいろな機種

があるが、例えば羽根の付いた円盤を高速で回転させる方式などが

ある。 

25 フレアスタック 予め可燃性ガスを燃料に燃焼した状態へ有害ガスを通して周囲の空

気と共に燃焼させて無害化して大気放散する装置を指す。 

26 増幅率 対象ガスの反応前体積に対する反応後の体積の比を指す。例えば、

水素増幅率とは、（反応後水素体積）／（反応前水素体積）で表され

る。 

27 被毒 触媒反応は触媒表面の活性点上で進行する。その際、反応ガス中に

不純物（硫黄成分等）が存在すると、不純物が活性点に強固に吸着

することにより、触媒反応の進行が阻害されること。 

28 タール分解率 本研究では、[１－（出口ガス中に残存するタール質量）÷（入口ガス

中に存在するタール質量）]×100 として計算されるパーセント表示で

表され、ガス中に存在するタールの触媒接触による分解割合を指す。 

 

＜③ 高性能粘結材製造技術の開発＞ 

NO. 用語 意味・説明 

１ 

 

ア ス フ ァ ル ト ピ ッ チ

(Asphalt pitch, ASP) 

石 油 系 の減圧 蒸 留 残渣油 を常 圧 無 触 媒下 、過熱 水 蒸 気 （500～

700℃）で熱処理して得られるピッチ。軟化点が 150～200℃と高く、コ

ークス製造時の流動性補填剤として用いられる。 

2 間 接 引 張 試 験

（Tensile strength） 

圧壊強度 

(compressive 

strength） 

圧縮強度を試験するときに用いる円筒形の供試体を横に置いて、円

筒の側面に垂直方向の荷重をかけると横方向に一様な引張りの力が

働いて、真ん中で割れるように破壊する現象を利用したもの。間接的

に引っ張るところから、間接引張試験、割れて裂けるところから割裂試

験とも呼ばれる。引張応力の計算式は σ＝2P/πdl（σ：応力 P：荷重 

d：直径 l：円柱の長さ） 

3 円形度（Roundness） どれだけ円に近いかを表すパラメータ                             
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24
l
AR  

上式において R は円形度，A は面積，l は周囲長を示す。 

4 ギースラープラストメー

ター法（Gieseler 

plastmeter） 

流動性試験方法（JIS M8801 に規程）。攪拌棒が挿入されている金属

製るつぼ（内径 21.4mm, 深さ 35.0mm）に 425μm 以下とした試料 5g を

充填し、金属浴中にて 3 oC/min で昇温する。攪拌棒上のドラムプーリ

と同径でかつ同心に指示針を備えたダイヤルプーリとを同調させ、こ

の指示針の目盛り盤（360 ℃, 100 等分）の動きを温度とともに 1 分ご

とにプロットする方法。測定を指示針が停止するまで続け、温度とダイ

ヤルの読みの関係を片対数グラフで示す。 

5 乾式消火設備 

(Coke dry quencher, 

CDQ） 

コークス炉より押し出される赤熱コークスを不活性ガスにより冷却する

乾式消火装置。赤熱コークスの顕熱は上記として回収・利用される。

一方で、散水による消火装置を湿式消火装置（Wet quencher）という。 

6 芳香族指数 

(Aromaticity index) 

全炭素量に対する芳香族炭素の割合 

7 芳 香 族 縮 合 度 指 数

（ Ring condensation 

index） 

芳香環の水素数と水素置換可能な位置数との総和と、芳香族炭素の

比であり、芳香環の縮合度の尺度 

8 置換指数(Substitution 

index） 

芳香環の置換可能な位置数に対し、実際に置換構造をとっている数

の割合 

9 高性能粘結材 

(High-Performance 

Caking additive，HPC） 

石炭由来の 2 環芳香族を溶剤とし，石炭を熱時抽出して溶液成分と

未溶解成分を固液分離した後，溶剤を分離回収して得られる溶剤脱

灰炭のこと。 

10 再固化温度

（Resolidification 

temperature, RT） 

ギースラープラストメーター法において、攪拌棒が止まったときの温

度。 

11 最高流動度温度

（Maximum fluidity  

temperature, MFT） 

ギースラープラストメーター法において、最高流動度を示したときの温

度 

12 最高流動度 

（ Maximum fluidity, 

MF） 

ギースラープラストメーター法において、攪拌棒が動き始めてから、止

まるまでの温度域における最大の流動度。 

13 シャッター試験 

（Shatter test） 

落下強度試験。25kg のコークスを高さ 2m のところから 4 回落下させ、

その破壊度でコークスの品質を評価する方法(JIS K 2151 に規程) 

14 

 

全膨張率 

（Total dilatation, TD） 

ディラトメーター法（JIS M8801 に規程）150μm 以下の石炭に 10%の水

を加えて混ぜたものを成型器に入れ、所定の圧力で最小直径 6mm、

1/50 テーパー付き、長さ 60±0.25mm の棒状に成型する。これを内径

8mm の細管に入れ、その上に 150g の荷重がかかるようにピストンを

のせて、300 ºC に予熱された電気炉に挿入する。3 ºC /min で昇温し、

収縮及び膨張によるピストンの変位を回転ドラム式記録計に記録す
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る。曲線より、軟化開始温度、最大収縮温度、最大膨張温度、収縮

率、膨張率を求める。 

15 動的粘弾性測定

（Dynamic Mechanical 

Analysis） 

弾性、粘性を併せ持つ高分子の力学的特性を分析する方法。弾性に

相当する貯蔵弾性率（E’)と粘性に相当する損失弾性率（E”)、また E”

と E’の比であり、振動吸収性を反映する損失正接（tanδ）の温度依存

性、周波数依存性を測定することで、試料の分子内構造に起因する

転移やその温度について情報が得られる。 

16 ドラム試験機 ドラム強度指数の評価に用いられる。ドラムは内径、長さがともに

1,500mm で、内面に高さ 250mｍの羽根が 6 枚垂直に設置され、1 分

間に 15±1/2 回転できる回転装置が取り付けられている。 

17 ドラム強度指数 

（Drum index） 

上記ドラム試験機にて、ドラム内に 25mm 以上または 50mm 以上のコ

ークス 10kg をいれて 15rpm で 30 回転または 150 回転させたのち、篩

で篩分けして、ふるい上質量のもとの試料に対する百分率で、各回転

に対する強度を表す。（JIS K2151 に規程） 

18 熱 間 反 応 性 指 数 （RI, 

CRI） 

コークスの CO2 反応性評価方法。1100ºC、CO2 ガス流通下、2 時間反

応後の重量減少百分率で表す。 

19 ナノインデンテーション

法 

（Nanoindentation） 

材料表面のナノメートル領域に対し，超微小荷重で圧子を押し込み，

荷重-変位曲線の解析から硬さや弾性率等の力学的性質を測定する

方法。 

20 軟化開始温度 

（Softening 

temperature, ST） 

ギースラープラストメーター法において、攪拌棒が連続的に動き始め

て、1.00ddpm に達したときの温度。 

21 反 応 後 強 度 （ RSI, 

CSR） 

コークスを高温で CO2 ガスと反応させた後、室温で規程の条件により

測定したコークス強度。粒度 20ｍｍのコークス 200g を 1,100℃で CO2

と 2 時間反応させた後、室温で I 型ドラム 30rpm, 9.5mm 篩上重量）に

より回転強度を測定する。 

22 BSU Bench Scale Unit の略 HPC 連続製造設備 

23 平 均 反 射 率 、湿 式 反

射 率 （ Reflectance in 

oil, Ro） 

研磨試料を屈折率 1.518 の油浸油につけ、試料表面での偏光の反射

光の強さと入射光の強さを反射顕微鏡を用いて測定したもの。ビトリ

ニットニットの平均最大反射率は、石炭化度の指標であり、原料炭配

合の重要な指標として用いられる。 

24 マセラル（Maceral） 微細組織成分。石炭の組織成分を構成する微細組織成分で、3 つの

グループ（ビトリニット、エクジニット、イナーチニット）に大別され、さらに

それぞれ 3～5 のマセラルに分類される。JIS M 8816 に規程。 

25 ワイブルプロット 

（Weibull plot） 

物体の体積と強度との関係を定量的に記述するための確率分布。ば

らつきを含めた強度の優位性を議論するのによく用いられる手法。 

 

＜④ CO2 分離・回収技術開発＞ 

NO. 用語 意味・説明 

1 

 

BFG Blast Furnace Gas（高炉ガス）の略。鉄鉱石とコークスを充填した高炉

に熱風を吹き込むことにより副生するガス。主成分は、N2, CO2, CO, 
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H2。 

2 

 

CO2 ローディング 吸収液に吸収された CO2 の量を示す指標（g/L 等）。吸収液中のアミ

ン等 の吸 収 成 分 １モルあたりの CO2 モル数 で表 わすことも多 い

（mol/mol-アミン）。 

3 

 

⊿ローディング LA と RA の CO2 ローディング差。 

4 

 

LA/RA LA：Lean Amine の略。再生塔を出て吸収塔に供給される CO2 吸収前

のアミン液。 

RA：Rich Amine の略。吸収塔より出て再生塔に送られる CO2 吸収後

のアミン液。 

5 

 

L/G Liquid-to-Gas Ratio（液ガス比）の略。気液接触させる場合の液供給

量とガス供給量との比（L/Nm3 等）。 

6 

 

化学吸収 ガス中の特定成分を化学反応を伴って液に吸収させる操作。 

7 

 

反応熱／吸収熱 化学吸収に伴って発生する熱。通常は、ガス中の成分が液中に溶解

する熱と液中での反応により生成する熱との合計を意味する。 

8 

 

平衡曲線 特定の反応におけるパラメータ間の平衡関係を示す線。 

9 

 

操作線 実際のプロセスにおけるパラメータ間の関係を示す線。 

10 

 

物質収支 Material （または Mass）Balance（MB）。ある化学反応の系において、

系に投入された物質の量と系から得られた物質の量との収支。 

11 

 

熱収支 Heat Balance（HB）。ある化学反応の系において、系に投入された熱

量と系から得られた熱量との収支。 

12 

 

吸収塔 ガスと液とを接触させ、ガス中の特定成分を液に吸収させるための

塔。 

13 

 

充填物 気液の接触面積を増して物質移動速度を高める目的で、吸収塔や再

生塔に挿入されるもの。規則充填物・不規則充填物等がある。 

14 

 

再生塔または放散塔 吸収液を再生する塔。吸収液が吸収したガス中の成分を、温度や圧

力を変えて液から追い出す。 

15 

 

リボイラ 蒸留塔や再生塔の下部に熱を与えるための熱交換器。 

16 

 

還流水 再生塔上部から出たガスを冷却することにより凝縮した、水を主成分

とする液。通常、再生塔上部へ戻す。 

17 

 

熱量原単位 CO2 回収プロセスにおいて、CO2 単位量を回収するのに消費する熱量

（GJ/t-CO2 等）。 

18 

 

TOC Total Organic Carbon（全有機炭素）の略。有機化合物由来の炭素。

液中濃度は、条件が異なる酸化前処理で、Total Carton（TC、全炭

素）と Inorganic Carbon（IC、無機炭素）とを CO2 として測定し、その差
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から求める（mg/L 等）。 

19 

 

第一種圧力容器 労働安全衛生法の施行令で定める、高圧で使用される容器。定期的

な検査等の義務を負う。 

20 アミン 

 

アンモニアの水素原子を炭化水素基で１つ以上置換した化合物の総

称。置換数が１つであれば１級アミン、2 つであれば 2 級アミン、3 つで

あれば 3 級アミンという。また、炭化水素基が水酸基（-OH）を持つも

のをアルカノールアミンという。 

21 反応熱 化学反応に伴って出入りする熱量（エンタルピー変化）。吸収液の

CO2 放散反応は吸熱であり、その熱量が分離回収エネルギーの約半

分を占める。 

22 遷移状態 化学反応の過程で原系から生成系へ変化する時に通る最もエネルギ

ーの高い状態。原系と遷移状態のエネルギー差が反応の活性化エネ

ルギーに相当し、それが小さいほど反応は速く進行する。 

23 計算化学 化学分野で用いる原子・分子レベル計算の総称であり、量子力学に

基づく分子軌道法、密度汎関数法（これらを量子化学計算手法と呼

ぶ）と、古典力学に基づく分子動力学法、分子力学法に大別される。

量子化学計算は、実験値などのパラメータを用いず第一原理的に化

学反応や物性の解析と予測を行う手法。 

24 COSMO-RS 法 量子化学計算による溶質分子と溶媒分子の表面電荷をもとに、統計

的手法により溶液中の自由エネルギーを算出する手法。 

25 分子動力学 分子動力学法（ぶんしどうりきがくほう、Molecular Dynamics method、

MD 法、単に MD、古典 MD とも言う）：2 体（或いはそれ以上）の原子

間ポテンシャルの下に、古典力学におけるニュートン方程式を解い

て、系の静的、動的安定構造や、動的過程（ダイナミクス）を解析する

手法。 

27 二相系吸収液 CO2 吸収や昇温により液／液相分離を起こす吸収液 

28 混合溶媒系吸収液 溶媒である水の一部を有機溶媒で代替した吸収液 

29 PSA Pressure Swing Adsorption の省略形，圧力スイング吸着法。固体へ

のガス吸着量が圧力およびガス種類によって異なる性質を用いて、混

合ガスを分離する方法。 

30 サイクルタイム 一つの吸着塔が、吸着／洗浄／脱着の 3 工程を行うための時間。各

工程に要する時間は、サイクルタイムの 1/3 の時間となる。 

31 Crank-Nicholson 法 微分方程式の解を得るための差分法の一種。各時刻で方程式系を

解く必要があるので煩雑な場合が多いが、常に数値的に安定で収束

する特徴がある。 

32 吸着オフガス PSA の吸着工程にて PSA 出口より流出するガス 

33 ゼオライト 結晶性アルミノケイ酸塩の総称。結晶種により異なる数Åの均一な細

孔を持ち、交換可能な陽イオンを含有し、その種類によっても性質が

異なる。洗剤ビルダーや吸着剤、触媒として広く利用されている。 

34 活性炭 ヤシ殻などの炭素質を水蒸気や薬品により賦活した物。比表面積が
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1,000m3/g を越えるものもある。吸着剤や消臭剤、触媒担体などとして

広く用いられている。 

35 四重極子 例えば二個の＋と－の重心があり、その双極子モーメントが０の場合

でも、電荷分布が球対称から外れた場合には有限の電場が形成され

る。これを電気四極子、あるいは四重極子という。 

36 CCS CO2 分離回収・貯留技術（Carbon dioxide Capture and Storage） 

37 膜分離法 膜両面の圧力差で処理対象ガスを通過させ、ガスの種類によるその

透過速度の差で分離する技術。化学吸収法や物理吸着法に比較し

て新しい技術であり、様々な分離膜の開発が進められている。 

38 チルドアンモニア法 化学吸収法の一種で、吸収塔で 0～10℃に冷却された炭酸アンモニ

ウムとアンモニアによって CO2 を吸収し、再生塔で反応によって得られ

た重炭酸アンモニウムスラリーを 120℃程度に加熱して CO2 を放散す

る分離方法。 

39 イオン液体法 イオン液体は、常温、溶媒なしで液体（イオン）状態を保つ溶融塩であ

り、CO2 の選択的溶解性が高いことから、CO2 分離回収技術への応用

が期待されている。 

40 ULCOS Ultra-Low CO2 Steelmaking の略。欧州で展開されている低炭酸ガス

排出型製鉄プロジェクトの総称 

41 モデル製鉄所 高炉 2 基体制、粗鋼 800 万 t/年規模の仮想製鉄所。 

42 代表製鉄所 モデル製鉄所から派生したエネルギーバランスに特徴を有する仮想

製鉄所のこと。製鉄所の構成は同一であるが、コークス比や溶銑配

合率といった主要な操業条件が異なり、排ガスの発生量などが変化

する。 

43 IGCC Integrated coal Gasification Combined Cycle の略。石炭をガス化して

利用する発電方式のこと。 

44 EOR Enhanced Oil Recovery の略。地下に取り残された原油を更に回収す

る方法のことで、石油増進回収法と呼ばれる。その一つに CO2 を圧入

する方式があり、代表的な CCS 手法の一つである。 

 

＜⑤ 未利用排熱活用技術の開発＞ 

NO. 用語 意味・説明 

1 ヒートポンプ エネルギーを投入することにより温度差を作り出す装置。動作原理に

より、圧縮式・吸収式・化学ヒートポンプ等に分けられる。 

2 改質 化学物質の組成・性質を改良することであり、特に燃料の組成を化学

反応により変える事を指す。 

3 水素透過膜 水素分離膜とも言う。水素を選択的に透過する膜であり、パラジウム

等の金属、セラミックス、樹脂等が用いられる。分離すべき 

4 潜熱蓄熱 融解熱や気化熱などの転移熱を利用して熱の出し入れをする。顕熱

蓄熱に比べ高密度の蓄熱が可能（重量当たりの蓄熱量が大きい）。 

5 PCM Phase Change Material の略：相変化物質。その融点程度の温度の用

途の潜熱蓄熱に利用することができる。 
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6 製鋼スラグ 製鋼の精錬工程で発生するスラグ。転炉系スラグと電気炉系スラグが

ある。転炉系スラグには脱炭工程で発生する脱炭スラグ（転炉スラグ）

と脱りん、脱硫、脱珪等の予備処理工程で発生する溶銑予備処理ス

ラグがある。 

7 転炉スラグ風砕システ

ム 

溶融転炉スラグを空気流で吹き飛ばして粒状化し、粒状化したスラグ

および高温となった空気から熱を回収して、蒸気を製造するプロセス。 

8 CDQ Coke Dry Quenching の略:コークス乾式消化設備。コークス炉から出

た赤熱コークスを投入し、循環ガス（N2 ガス）と熱交換して、コークスの

顕熱を回収する設備。800℃以上に昇温した循環ガスからボイラーで

高温高圧の水蒸気を製造する。 

9 水冷ロール間接冷却

技術 

内部を水冷した金属製ロールに溶融スラグを接触させて、連続的に凝

固する技術。 

10 製鋼スラグのエージン

グ 

出荷前にスラグを屋外に山積みし、適当な期間大気中に保持すること

あるいは蒸気等によってスラグを安定なものにする処理方法。製鋼ス

ラグには、フリーライム CaO が存在し、膨張崩壊の原因となる。フリー

ライムの水和反応を進行させてしまい、Ca(OH)2 とすることで膨張崩壊

性のないものにすること。 

11 ポルトランダイト 水酸化カルシウム Ca(OH)2 のこと 

12 ピンチテクノロジー 熱回収システムの解析及び設計手法のこと。英国マンチェスター理工

科大学のボド・リンホフ教授の研究グループを中心に 1970 年代後半

から開発が始まった。第１世代といわれるピンチテクノロジーは「プロセ

ス製造設備」を対象に解析が行われ、第 2 世代になり、ボイラー、ター

ビンや蒸気ヘッダーなどから構成される「蒸気システム」または「エネル

ギーシステム」とも称される工場のインフラ部分を対象として適用され

ている。 

13 SSSP Site Source and Sink Profile の略、工場全体のプロセス流体の加熱と

プロセス流体の冷却の需要曲線を描くことによって、工場全体の熱需

要を明らかにすると共に、同時に用役の選択と配分を同じグラフ上に

書き込むことで、用役とプロセス流体のマッチング状況を確認できる解

析手法。 

14 プロセス流体 原料や製品などの流体で製品の品質維持のために運転条件が変更

できない流体。（SSSP 解析での定義） 

15 用役流体 プロセスシステムの単位操作に必要な熱エネルギーを燃焼ガス、蒸気

や熱エネルギーを除却する冷却水や回収蒸気などで運転条件が変更

できる流体。（SSSP 解析での定義） 

16 改善計画（ﾀｰｹﾞｯﾄ） SSSP 解析より、改善の可能性を検討し、理論的に達成可能な目標値

を求める作業のこと。 

17 熱複合線 複数の流体が持つ温度と熱量の情報を、同じ温度区分の熱量を統合

することによって１本の線図で判りやすく示したもの。 

18 究極条件 将来技術革新にて未回収のプロセス廃熱から熱回収を拡大した理想

的な扱いを想定した条件。（SSSP 解析での定義） 
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19 カリーナサイクル 1985 年米国の科学者カリーナによって考案された高効率発電サイク

ルである。多成分混合流体を作動流体として使用し、その特性をうまく

利用して熱源の熱を最大限に利用し高出力を得ようとするものであ

る。多成分系の混合流体を作動流体として使用することにより、発電

効率を従来より 20％以上高めることが可能な新しい熱サイクル。 

20 プロセスシミュレータ 物性（物質の性質）データと現象の数学モデルを利用して、計算機上

で対象プロセスを模擬することにより、その設計や運転方法について

の検討を効果的に実施するためのソフトウエア。 

21 低位熱発電システム 工場の 100℃前後やそれより低い温度領域の排熱を高濃度アンモニ

ア水と蒸発器で熱交換し、熱サイクルの熱源とするシステム。 

本サイクルは、カリーナサイクルに近いシステムであるが吸収凝縮器

などの工夫をしているシステム。富士石油殿は石油精製に伴う低温の

廃熱を有効活用する目的でこの低位熱発電システムを導入している。 

22 ランキンサイクル 非可逆熱サイクルの一種で、蒸気タービンの理論サイクル。 

23 熱交換器 温度の高い物体から低い物体へ効率的に熱を移動させる機器。液

体、気体などの流体を扱うものが多い。熱の段階的利用や回収による

省エネルギーのため、積極的な導入が求められている。 

24 蒸発器 種々の水溶液から水分を気化して除去する装置。今回の低位熱発電

システムでは、作動流体であるアンモニア・水がこの蒸発器において

熱源と熱交換することで、液体から気液混相状態となる。 

25 吸収凝縮器 圧縮機より吐き出された高温・高圧の冷媒ガスを水や空気などで冷却

して、凝縮（液化）させる熱交換器のこと。 

26 HTRI 

 

世界的に広く使用されている熱交換器設計の専用プログラム。社名

（Heat Transfer Research Inc.）がプログラム名となっている。 

27 高炉水砕スラグ 高炉から生成する溶融スラグに多量の圧力水を噴射することにより急

冷した砂状のスラグのこと。 

28 温水ヒートポンプ ゼオライトの吸着熱を利用して容器内の温度を上昇することにより容

器に導入した水を蒸気化させる技術。 

29 熱容量流量比 熱交換器において、高温側流体の比熱[J/kg/K]と流量[kg/s]の積

（単位は[W/K]）を、低温側流体の比熱と流量の積で除した無次元数

であり、熱交換性能を評価する際のパラメータの一つである。 

30 マイクロ熱交換器 伝熱プレートに数十～数百μm 程度の微細な流路パターンを刻み、そ

のプレートを積層してプレート表裏面で熱交換をおこなうプレート式熱

交換器の一種であり、体積あたりの伝熱面積が一般的な熱交換器と

比較して大きいのが特徴。 

31 温度効率 

（高温側温度効率） 

熱交換器の性能を評価する指標の一つ。高温側温度効率と低温側

温度効率の 2 種類があるが、本プロジェクトでは高温側温度効率を単

に温度効率と称し、高温側流体の熱交換器入口温度と出口温度の差

を、高温側流体の入口温度と低温側流体の入口温度の差で除した値

（もしくはその百分率）で定義される。 

32 D/H 熱回収炉の炉体の形状を表す指標の一つ。炉体の直径（D）と高さ(H)
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の比率であり、CDQ では炉内コークスの均一荷下がりの関係から

D/H=0.8～1.0 程度に設定されている。 
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Ⅰ．事業の位置付け・必要性について 

 
１．事業の背景・目的・位置づけ 

１．１ 事業の背景 

地球温暖化問題は、予想される影響の大きさや深刻さから、人類の共通の最も重要な問題の一

つとなっており、世界が持続的な経済成長を維持しながら解決していくため、世界各国が協調、

連携し、国際会議の場で様々な議論が為されてきた。その結果、地球温暖化問題に対処するため、

気候変動枠組条約が 1997 年 5 月に採択され、その究極の目的を達成するための長期的・継続的

な排出削減の第一歩として、先進国の温室効果ガスの削減を、法的拘束力を持つものとして約束

する京都議定書が 1997 年 12 月に採択された。京都議定書は 2005 年 2 月に発効した。 

わが国では 2005 年 4 月に京都議定書目標達成計画が策定され、2008 年から 2012 年までの第 1

約束期間における温暖化ガス排出量を 1990 年に対して 6％削減する約束を履行するための取組

みを実施した。鉄鋼業界では自主目標を設定し、第 1 約束期間において 10％CO2 削減を目標とし

た取組みを実施しこれを達成した。 

2013 年度からは低炭素社会実行計画に引き継がれている。また、2020 年以降の温室効果ガス

削減に向けたわが国の約束草案は 2013 年度比で 26％を削減することとなっており、更なる CO2

削減を目指すためには、従来の省エネルギー技術の開発による効率向上だけでは限界があり、CO2

発生量を減らすと同時に CO2 を分離回収する革新的な技術開発が必要となる。 

 

わが国の鉄鋼業は、原料である鉄鉱石を石炭コークスで還元して銑鉄を製造する高炉法による

製造プロセスを採用しており、多くの CO2 を排出し、製造業及び建設業部門の CO2 排出量の 50％

を占め、わが国全体で 13％を排出している（図Ⅰ-1-1）。さらに、図Ⅰ-1-2 に一貫製鉄所の製造

プロセスを示すが、鉄鋼業の中において高炉法による製鉄プロセスは、鉄鋼業の約 70％の CO2 を

排出しており、高炉法による一貫製鉄所での CO2 排出量を削減することは、喫緊の課題である。 

 
図Ⅰ-1-1 わが国の鉄鋼業における CO2 排出の現状 

環境省「2018 年度温室効果ガス排出量」、国立環境研究所「温室効果ガスインベントリオフィス」より作成 
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図Ⅰ-1-2 一貫製鉄所の製造プロセス 

出典：「環境調和型製鉄プロセス技術の開発／水素還元活用製鉄プロセス技術開発(フェーズ-

STEP2)」(前倒し事後評価)事業原簿【公開】 

 

しかしながら、わが国の鉄鋼業は 1973 年以降、二度にわたる石油ショックを経験し、省エネ

ルギー化を推進してきた結果、1971 年から 1989 年の 20 年間で 1973 年のピーク時と比較し 20％

のエネルギー削減を達成し、既に世界最高水準に達しており、排熱や副生ガスの利用による省エ

ネルギーも極限に達している。図Ⅰ-1-3 にこれまで鉄鋼業で実施してきた省エネの状況を、図Ⅰ

-1-4 にわが国の鉄鋼業（高炉・転炉法）で鉄 1 トンを作るのに必要なエネルギー原単位を 100 と

したときの国際比較（2015 年）を示す。また、国際エネルギー機関（IEA）が 2014 年に作成した、

導入障壁を全く考慮しないで、最先端技術を導入した場合の削減理論値の試算結果を図Ⅰ-1-5 に

示す。これによると省エネルギー設備の導入が格段に進んでいるわが国の鉄鋼業の削減ポテンシ

ャルは最も低く世界最小と評価されている。 
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図Ⅰ-1-3 鉄鋼業の省エネルギーへの取り組みの推移 

出典：（一社）日本鉄鋼連盟；「鉄鋼業の地球温暖化対策への取組 低炭素社会実行計画実績報

告」、2015 年 1 月 
 

 
図Ⅰ-1-4 鉄鋼業（高炉・転炉法）のエネルギー原単位の国際比較 

出典：地球環境産業技術研究機構(RITE) 「2015 年時点のエネルギー原単位の推計」 

(鉄鋼部門-転炉鋼) 
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図Ⅰ-1-5 鉄鋼業のエネルギー消費量削減ポテンシャルの国際比較 

出典：『Energy Technology Perspective 2014』国際エネルギー機関（2014 年 5 月発表） 

注 ：棒グラフ（左軸）は BAT（Best Available Technology） を適用した場合のエネルギー消費量の削減ポテ

ンシャル  丸印（右軸）は粗鋼トン当たりの削減ポテンシャル 

 

このように、わが国の鉄鋼業は 1970 年代のオイルショック以降、省エネルギー化を推進し、

排熱や副生ガスの利用による省エネルギーも極限に達しており、現状技術の延長上では効率向上

による大幅な CO2 削減を望めないことから、更なる温室効果ガス削減のためには新たな革新的な

技術開発を推進する必要が求められている。 

このような背景のもと、コークス製造時に発生する高温の副生ガス（コークス炉ガス（COG））

に含まれる水素およびこの COG を改質して水素を増量し、これらの水素を鉄鉱石の還元材として

利用することでコークス使用量を削減し、高炉からの CO2 排出量を削減する技術開発と、製鉄所

内で未利用の排熱をエネルギー源として利用し、高炉ガス（BFG）から CO2 を分離回収する技術開

発により、CO2 発生量の大幅な削減を目指す「環境調和型製鉄プロセス技術開発（COURSE50）(注

1)」が検討された。2008 年 3 月に全世界の温室効果ガス排出量を現状に比べて 2050 年までに半

減するという長期目標実現に向け、「Cool Earth－エネルギー革新技術計画」が策定された。この

中で COURSE50 は重点的に取り組むべき 21 のエネルギー革新技術の中において、「コークスの代

わりに水素を還元材とする技術及び二酸化炭素分離回収技術により排出を抑制する革新的製鉄プ

ロセス（2008 年度から基礎研究、2013 年度から実証試験を行い、水素製造や二酸化炭素分離回収

貯留に係るコスト状況を踏まえ、まずは 2030 年までに製鉄所での排出量を約 30％削減する技術

を確立し実機化を目指す）」として取り上げられている。さらに、2013 年からの低炭素社会実行

計画、2020 年以降の温室効果ガス削減に向けたわが国の約束草案を構成する技術の一つとして位

置づけられている。 

 (注 1)COURSE50：本プロジェクト略称（CO2 Ultimate Reduction in System for Cool Earth 50

の英文略称）  

 
１．２ 事業の目的 

（１）プロセスの選択 

大型高炉による銑鋼一貫プロセスである日本における対策ということを勘案し、高炉法による

製鉄プロセスの技術開発を対象とする。2030 年までに技術開発を完了させ、その後高炉の設備更
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新に合わせ順次設備導入を行い、最終的に 2050 年までに対策完了となるスケジュールを前提と

する。 

 

（２）高炉に適用する技術の選択 

CO2 発生量の削減のために高炉に適用する技術の選択については、表Ⅰ-1-1 に示す様な対策技

術マップが挙げられる。脱炭素に向けた還元方法としては、水素を活用することとなる。水素源

の選択としては、①天然ガスの活用、②コークス炉副生ガスの所内活用、③電力の間接活用・水

の電気分解が挙げられるが、③電力の間接活用については量確保の困難さ、①天然ガスの活用は、

炭素を含有する水素源の外部調達という位置づけであるが、熱量当たりの CO2 排出係数の視点で

は、②の副生ガスの所内活用が自家調達での水素源として最有力候補となる。 

次に炭素系還元材を使用する部分の対策としては発生する高炉ガス中の CO2 ガスを後で分離除

去する方法で対処する。以上を総括すると、コークス炉副生ガスの還元材利用などの高炉送風操

作と高炉ガス中の CO2ガスの分離回収がシナリオとなる。 

 
表Ⅰ-1-1 高炉に適用可能な技術 

(1)炭素以外の鉄鉱石類還元材の利用 (2)炭素による還元→排出 CO2 の分離・回収 

水素の活用 

 ・天然ガス 

 ・副生ガスの所内活用（COG 改質等） 

 ・電力の間接活用（水の電気分解） 

高炉ガスからの分離 

 ・化学吸収法 

 ・物理吸着法 

 ・他 

 
以上から、図Ⅰ-1-6 に本技術開発の概要を示す。 

 

図 Ⅰ-1-6 技術開発の概要 

 

本技術開発では、コークス製造時に発生する高温のコークス炉ガス（COG）に含まれる水素およ

び COG 改質して水素を増幅し、コークスの一部代替に当該水素を用いて鉄鉱石を還元する技術を

開発する。また、高炉ガス（BFG）から CO2 を分離するため、製鉄所内の未利用排熱を活用した革
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新的な CO2分離回収技術を開発する。これらの技術開発により CO2 排出量の約 3 割削減を目標に、

低炭素社会を目指す。 

 

これらの技術開発においてフェーズ-STEP1（2008～2012 年度（5 年間））として要素技術開発を

実施し、フェーズⅠ‐STEP2（2013～2107 年度（5 年間））にて要素技術を組合せたパイロットレ

ベルの総合実証試験を行った。フェーズⅡ-STEP1 では、実用化開発を行い、最終的に製鉄所にお

ける現状の全排出レベルに比較して約 30％の CO2 削減を可能にする技術の確立に資する。図Ⅰ-

1-7 に本技術開発（フェーズⅡSTEP1）の位置づけを示す。 

 

図Ⅰ-1-7  COURSE50 フェーズⅡ STEP1 の位置付け 

 

本事業を構成する技術の基本的なプロセス設計の考え方は以下の通りである。尚、更なる将来の「高

水素比率時代」には、プロセス自体の変貌も十分ありえるものである。 
 
（３）高炉からの CO2排出削減量の規模観 

本技術における高炉からの CO2 排出削減の狙いは図Ⅰ-1-8 に示すとおりである。H2 による鉄鉱

石還元反応は吸熱反応であり、この熱を補う必要がある。このため、高炉ガスの送風操作や原料

条件の最適化などによって、H2 と CO による間接還元を向上させて直接還元を低下させることに

より、炭素消費量を削減する、すなわち CO2排出削減をするものである。STEP1 における基礎検討

結果から、炭素消費量の削減目標レベルを約 10％とした。 
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図Ⅰ-1-8 COURSE50 高炉の狙い 

 

（４）高炉ガス CO2分離回収による CO2削減量の規模観 

BFGガス中の CO2は製鉄所全体の約 70%を占めるが、高炉炉頂段階では、ガス組成として CO 22%、

CO2 22%程度であり、高炉ガス中の CO2としては、70%＊0.5=35% 程度が除去される財源はある。

そういう意味では、例えば CO2 吸収液の再生エネルギーが充分あれば、バランス上は、当該技術

で 35%の CO2削減が可能となる。 

 
図Ⅰ-1-9 製鉄所の未利用顕熱の活用規模 

出典：「環境調和型製鉄プロセス技術の開発／水素還元活用製鉄プロセス技術開発(フェーズⅡ-

STEP2)」(前倒し事後評価)事業原簿【公開】 

 
しかしながら、CO2吸収液の再生エネルギーを製鉄所内の未利用エネルギーに求めると、その供
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給ネックが発生する。自然エネルギー等の再生可能エネルギーより低コストで回収できる未利用

排熱を最大限活用することを前提として、その具体的量を調査した結果が、図Ⅰ-1-9 であり、未

利用排熱のうちで利用可能な量は、排出 CO2の 20%を分離・回収できるものと設定している。 

 

１．３ 事業の位置付け 

わが国では、石油ショックやエネルギー・環境問題の高まり等の課題について、時代の要請に

応える形で、1973 年以降、エネルギー技術関連計画を策定しており、図Ⅰ-1-10、図Ⅰ-1-11 に、

エネルギー関係技術開発ロードマップにおける、わが国におけるエネルギー技術開発に関するこ

れまでの取組を示す。 

 

 
図Ⅰ-1-10 我が国におけるエネルギー技術開発に関するこれまでの取組 その１ 

出典：「環境調和型製鉄プロセス技術の開発／水素還元活用製鉄プロセス技術開発(フェーズⅠ-

STEP2)」(前倒し事後評価)事業原簿【公開】 
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図Ⅰ-1-11 我が国におけるエネルギー技術開発に関するこれまでの取組 その２ 

出典：「環境調和型製鉄プロセス技術の開発／水素還元活用製鉄プロセス技術開発(フェーズⅠ-

STEP2)」(前倒し事後評価)事業原簿【公開】 

 
本事業は、これまでの取組も含め、下記の様に位置づけされている。 

 
 (1)Cool Earth50 

COURSE50 は、2008 年 3 月に全世界の温室効果ガス排出量を 2050 年までに現状に比して半減す

るという長期目標実現に向け、策定された「Cool Earth－エネルギー革新技術計画」に、図Ⅰ-1-

12 の様に効率の向上と低炭素化の両面から重点的に取り組むべき 21 の技術の一つとして選定さ

れている。 
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図Ⅰ-1-12 Cool Earth 50 における重点的に取り組むべきエネルギー革新技術 

出典：経済産業省「Cool Earth－エネルギー革新技術計画」 

 
(2)環境エネルギー技術革新計画 

2008 年 5 月に閣議決定された環境エネルギー技術革新計画では、温室効果ガス排出低減のた

め、2030 年以降の中長期的対策に必要な技術で削減効果の大きな革新技術の一つとして、コーク

スの一部代替に水素を利用する水素還元製鉄が記載されている。環境エネルギー技術革新計画は、

2013 年に改訂されたが、2030 年ごろ以降で実機化・普及が見込まれる主要技術として、環境調和

型製鉄プロセスが明記されている。 

更に、2008 年 7 月に閣議決定された低炭素社会づくり行動計画でも、開発を推進すべき項目の

一つとして「コークスの代わりに水素を還元材とする技術及び二酸化炭素分離回収技術により排

出を抑制する革新的製鉄プロセス（2008 年度から基礎研究、2013 年度から実証試験を行い、水素

製造や二酸化炭素分離回収貯留に係るコストの状況を踏まえ、まずは 2030 年までに製鉄所での

排出量を約 30％削減する技術を確立し実機化を目指す）」と明記されている。 

 

(3)エネルギー関係技術開発ロードマップ 

上記以外にも、東日本大震災後の 2014 年 4 月に改訂されたエネルギー基本計画に基づき 2014

年 12 月に策定された「エネルギー関係技術開発ロードマップ」にも、戦略的に技術開発を推進す

るべき技術として図Ⅰ-1-13 の様に消費のサプライチェーンの一つとして、「環境調和型製鉄プロ

CO2 
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セス」が記載されている。また、環境調和型製鉄プロセスは、エネルギー関係技術開発ロードマ

ップに図Ⅰ-1-14 の様に記載されており、本プロジェクトに関連する二酸化炭素の分離・回収技

術は、図Ⅰ-1-15 に開発すべき技術として明記されている。 

 

(4)イノベーションプログラム 

2005 年度以降、経済産業省の全ての研究開発プロジェクトは、政策ごとに 7 つの「イノベーシ

ョンプログラム」の元に体系化が図られた。本事業は「環境安心イノベーションプログラム」の

「地球温暖化防止新技術」と、「エネルギーイノベーションプログラム」における「総合エネルギ

ー効率の向上」に登録されている。 

 

以上の様に、本プロジェクトは、日本のエネルギー政策、低炭素化に向けた政策の中で重要な

位置づけとなっている。 

 

 
図Ⅰ-1-13 エネルギー関係技術開発ロードマップにおける技術課題全体の整理図 

出典：経済産業省「エネルギー関係技術開発絵ロードマップ」 



I－12 
 

 

図Ⅰ-1-14 環境調和製鉄プロセスのロードマップ 

出典：経済産業省「エネルギー関係技術開発絵ロードマップ」 

 



I－13 
 

 

図Ⅰ-1-15 二酸化炭素回収・貯留のロードマップ 

出典：経済産業省「エネルギー関係技術開発絵ロードマップ」 
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２． NEDO の関与の必要性・制度への適合性 

 

２．１ NEDO が関与することの意義 

本プロジェクトは、1.で述べたような国際的にわが国の地球温暖化対策に資する技術開発であ

り、国の政策として開発すべき技術として様々な資料に記載されているものである。そもそも、

地球温暖化対策は、短期的には政策的に大きく振れることが予想され、長期的な視野から実施す

べきである。 

つぎに、水素による還元割合を高め、コークス使用量削減や省エネルギーによる二酸化炭素排

出量を削減する技術は、革新的な技術であり、長期の技術開発が必要である。したがって、水素

による鉄鉱石還元メカニズムの解明等の基礎的な研究と、高炉法プロセスの知見を活用すること

で、長期的視野からの技術開発が必要であり、国が基盤的な研究支援を行うと共に、わが国の高

炉法プロセスに知見を有する民間企業の力を結集して推進すべきプロジェクトである。 

また、COURSE50 が取り組む二酸化炭素の高炉からの排出削減および分離・回収技術は、地球温

暖化を抑制することで国民全般の利益に資することとなり、公共性は高いが、鉄鋼業にとって、

二酸化炭素の高炉からの排出削減及び分離・回収する技術を実機化しても直接的な利益を生むこ

とがない上に、高炉からの排出削減および分離・回収のためのコストが必要となる。これは、実

機化することで総合的な利益を生む従来の省エネルギー技術とは異なり、民間企業が技術開発の

ために投資に躊躇することに繋がる。 

以上から、長期的な視野から国の政策として必要な技術であると共に、民間のみでは開発期間、

効果の面で実施が困難であり、また、民間に力を結集して技術開発を行うには、NEDO が資金負担

を行い、実施すべき事業である。 

 
２．２ 実施の効果（費用対効果） 

本プロジェクトの CO2 削減効果は、製鉄所で発生する CO2 のうち約 30％を削減するという挑戦

的な目標である。更に将来的には更なる削減（65～80%）へ向けた取組みが必要と考える。このた

めには、水素還元技術を含めた脱石炭還元を目指すことになるが、本プロジェクトはその先駆け

となるものであり、化石燃料に依らない水素や電気が社会に多量に安定して供給される基盤が形

成された場合には、更なる CO2排出量の削減が可能になるものと期待される。 

 

本プロジェクトは当初 10 年間を基礎研究と方向性を定める第一ステップ（フェーズⅠ及びフ

ェーズⅡの内、フェーズⅠの STEP1 と STEP2)とし、その後のスケールアップを含む第二ステップ

のフェーズⅡ（STEP1 の 5 年間と STEP2 の 3 年間年）を経て、基本技術の確立を目指す。現時点

では、2030 年までに基本技術を確立して実機化を目指すこととしている。今後、進捗を見ながら

開発を早めることを検討していくが、いずれにしても、20 年の長期に渡る大規模な開発プロジェ

クトである。第一ステップの当初 5 年間の実績額は約 100 億円、フェーズⅠ(STEP2)については、

160 億円である。フェーズⅡでは、総額で約 120 億円が想定される。 

 

CO2 排出量の多い鉄鋼業において CO2 排出量の抜本的な削減に応えるためには、従来の製鉄プロ

セスを一新する革新的なプロセスを開発する必要があることから国内高炉 4 社の技術力を共通す

る施策目標の下に結集させ、早期実機化を念頭に置いた効率的な連携体制により運営することが

必要である。また、ここで掲げている CO2 の抜本的な削減目標は、本プロジェクトのみでは到達

不可能であり、周辺技術、社会システム、制度等、全ての環境整備を並行して進める必要があり、
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政府を始めとした関係者の協力と認識の共有化、共通化が必須である。 

 
 さらに、世界鉄鋼協会（WSA）や EU 共同プログラムとの連携により、欧州諸国の最新技術動向

を把握する等により本プロジェクトを効率よく実施する。鉄鋼業界では、旧 IISI（現 WSA）での

セクトラルアプローチの一環として、2003 年より世界の鉄鋼メーカーによる 2050 年に向けた CO2

の抜本的な削減に向けて議論を重ねてきた。今回のテーマの絞り込みについても、こうした場で

の議論結果が生かされている。さらに、今後も地球規模での鉄鋼プロセスからの CO2 発生量削減

へ向け、世界各地の鉄鋼協会、企業と連携を図りつつ、研究開発を進めていく予定である。また、

今回の開発と連携の効果が期待できる欧州の開発プログラムとはわが国鉄鋼業界が個別により深

い連携を図るべく進めている。 

更に、今回取り組む BFG からの高効率 CO2 分離回収技術や COG 改質水素による鉄鉱石還元など

は、世界でも最先端の画期的な技術である。こうした日本独自の先行技術と、欧州の技術を融合

させる効果は相互にとって極めて効果的であると考えられる。 

 

以上のことからも、本プロジェクトは極めて高い挑戦的な技術ではあるが、実機化によって、

日本の CO2 排出を約 4%削減可能であり、極めて大きな CO2 削減効果が得られるとともに、世界に

対して日本の技術をアピールでき、且つ将来的には海外への技術的な支援も可能であることから、

投資としての意義は非常に高く、得られるメリットは多方面に渡って大きいと考えられる。 

  



Ⅱ-1 

Ⅱ．研究開発マネジメントについて 

 

１．事業の目標 

 

（１）フェーズⅡ-STEP1 の課題と研究開発方針 

COURSE50 の技術開発課題は、①高炉からの CO2排出削減技術開発と②高炉ガスからの CO2分離回収技術

開発に大別される（図Ⅱ-1-1 参照）。前者については、コークス製造時に発生する高温の副生ガスおよび

そのガスを改質して水素を増幅し、それらの水素を利用して鉄鉱石を還元する技術を開発することである。

後者は、高炉ガスから CO2を分離するために、新たな吸収液開発、物理吸着技術開発を行い、併せて製鉄

所内の未利用排熱を活用して、CO2 分離のためのエネルギーを削減する技術を開発することにある。フェ

ーズⅠにおいては、表Ⅱ-1-1に示した主要目標を掲げて研究を実施し、COG羽口吹込みとシャフト吹込み

の統合操作で､約 10%削減が原理的に可能であることを実験(試験高炉)と理論(数学モデル)の両面から実

証した。フェーズⅠの研究成果を踏まえ、フェーズⅡ-STEP1 では、2030年頃の実用化を目指し、CO210%削

減をより確実にする実機適合技術の開発・検証が重要課題である。 
 

 

 
図Ⅱ-1-1 COURSE50 事業の目標 
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表Ⅱ-1- 1 フェーズⅠ到達レベルとフェーズⅡにおける課題 

 
以上の課題解決に向けて、フェーズⅡ-STEP1の開発方針は以下のとおりである。すなわち低炭素製鉄を

具現化していくために、①高炉からの CO2 排出削減技術については、実験と理論の両面から高炉から CO2

を 10%削減するプロセス操作を総合的に検証･評価し､水素を活用した還元反応制御技術を確立する。また、

②高炉からの CO2分離回収技術については、環境保全と経済性を考慮し、更なる高効率・低コスト技術を

追求する。 

 

（２）フェーズⅡ-STEP1 の目標 

 

【中間目標(2020年度)】 

研究開発項目(a) 高炉からの CO2排出削減技術開発 

・高炉からのCO2排出削減量約 10％達成の見通しを得る。 

研究開発項目(b) 高炉ガス（BFG）からの CO2分離回収技術開発 

・分離回収エネルギー改善としての、吸収形態改善と分極影響の緩和の両技術の改善に新規技術を見出す

事で､分離回収エネルギー1.6GJ/t-CO2 達成への目途を得る。 

 

【最終目標(2022年度)】 

研究開発項目(a) 高炉からの CO2排出削減技術開発 

・高炉からのCO2排出約 10%減の実現性を技術的に最大化する技術の見通しを得る。 

・高炉の実機部分確性「全周羽口吹込み」試験は上記 CO2削減技術開発の 状況をみながら、フェーズⅡ

－STEP2の開始以降に行い、上記目標達成に資する。 

研究開発項目(b) 高炉ガス（BFG）からの CO2分離回収技術開発 

プロジェクト開発目標 COURSE50フェーズⅠ
(2008～2019)

COURSE50 フェーズⅡ-STEP1
(2018～2022)

主な開発成果 開発課題

①【水素活用還元技術】

高炉からCO2排出量約10%
削減する 技術を確立する

COG羽口吹込みとｼｬﾌﾄ吹込みの
統合操作で､約10%削減が原理的
に 可 能 で あ る こ と を 実 験 ( 試 験
高炉)と理論(数学モデル)の両面
から実証した．

2030 年 頃 の 実 用 化 を 目 指 し 、
CO210%削減をより確実にする実機
適合技術の開発・検証が重要課題．

②【CO2分離回収技術】

高炉ガスからCO2排出量
約20%削減する 技術を
確立する

・高性能な化学吸収液、物理吸着
剤を開発、ﾊﾟｲﾛｯﾄﾌﾟﾗﾝﾄ 試験を
通じてCO2分離回収 効果を実証．

・ 高 性 能 な 排 熱 回 収 熱 交 換 器
を開発．

これらにより、高炉ガスからCO2
20%削減と分離回収ｺｽﾄ≦2,000円
/t-CO2達成の見通しを得た.

・吸収液の性能向上により、分離回収
エ ネ ル ｷ ﾞ ｰ 1.6GJ/t-CO2 達 成 へ の
目途を得て、分離回収ｺｽﾄ≦2,000
円/t-CO2の技術確度を高める．

・熱交換器付着物を効率よく除去する
ことで、熱交換性能の維持を図り、
実用に耐えうる熱交換器システムを
構築する．
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・CO2分離回収コスト 2,000 円/t-CO2を実現可能な技術の充実を指向し、分離回収エネルギー1.6GJ/t-CO2

を達成し、CO2排出削減量約 20%の技術に資する。 
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２．事業の計画内容 

 

２．１ 研究開発の内容 

フェーズⅠ－ＳＴＥＰ２の成果を踏まえて、本技術開発においては、①試験高炉と 3次元高炉数学モデル

の活用で、送風操作の可能性を最大限追及する。②実機部分確性でしか検証できない全周羽口吹込み試験

については、上記 CO2削減技術開発の状況をみながら、フェーズⅡ－ＳＴＥＰ２の開始以降に検証試験を

実行する方針。基本的には、実機検証が不可欠な領域に限定して、実機部分確性試験を実施する計画であ

る。 

 
研究開発項目(1) 高炉からの CO2排出削減技術開発 
① 鉄鉱石還元への水素活用技術の開発 
 フェーズⅠ－ＳＴＥＰ２においては、3次元高炉数学モデルの適用により、水素系ガスの羽口吹込、シャフ

ト吹込の比較のみならず、コークス反応性の影響評価、高被還元性焼結鉱評価、一部ガスCOG改質シャフト吹

込効果評価など、COURSE50高炉内の多くの現象を精度良く効率的に評価した実績を有している。フェーズⅡ－

ＳＴＥＰ１においては、鉄鉱石還元への水素活用技術の可能性拡大という趣旨で、熱バランス的に難しい領域

への挑戦となるため、3次元高炉数学モデルによるプロセス推定・評価が重要となる。更に、フェーズⅡ－Ｓ

ＴＥＰ２の開始以降に計画する実高炉を使用した実機部分確性のための全周羽口吹込試験の場合は、変動要因

も多くなる条件下での検討となるため、3次元高炉数学モデルによる客観的プロセス成立条件の提示は極めて

重要となる。これらのニーズに対して、モデル側としては、水素還元反応モデルの精向上を図る。又、それら

を受けてのスケールアップ検討においては、具体的な検討精度を上げる方針で推進する。 

 

② 高炉の微粉炭および還元ガスの燃焼挙動 

 これまで､還元ガス吹込みを併用した微粉炭 150kg/t レベルでの全周羽口吹き込みの実績は無い。実高

炉においては還元材比低下に加えて安定操業の維持が重要になるが、微粉炭の燃焼率低下は未燃チャーの

増加により高炉内の通気性悪化を招く可能性があることから、還元ガス吹込み併用時の微粉炭の燃焼状況

を把握する必要がある。また､試験高炉と実高炉では内容積のみならず、吹込みに関連する設備も相違が

あり、ランス形式に関しては試験高炉がシングルランスに対し実高炉ではダブルランス、羽口径に関して

は試験高炉ではφ50mmに対し実高炉ではφ120mm程度が想定される。さらに、炉内に形成されるレースウ

ェイ（微粉炭の炉下部での最終ガス化領域）に関しても、試験高炉では奥行 300mm程度に対し、実高炉で

は 1500mm 程度が想定される。このような相違を踏まえ、次フェーズでは試験高炉で得られた知見を活用

しつつも、実高炉条件での燃焼挙動の検討が必要となる｡さらに、試験高炉操業では操業条件はほぼ一定

であったが、実高炉操業を想定した場合、微粉炭、還元ガス吹込み量、微粉炭燃焼性（成分）、送風条件

（送風量、酸素濃度、送風温度）等もある特定条件では無く、複数のケースに対応した検討が必要となる。

加えて、実機展開時の設備安定稼働維持の観点から、吹込みランスの温度等を複数の操業条件において把

握する。 

 

③ 試験高炉によるプロセス技術開発 

 試験高炉はフェーズⅠ－ＳＴＥＰ２においては、送風操作及び原料操作の組み合わせで4回の本操業試験を実

施し、計画通りの成果が得られた。今後は、水素還元の効果を見極めるため、試験高炉を用いた試験操業におい

て、送風操作（純水素ガスを含む各種還元ガス吹込み）及び原料操作等を行って、各種還元ガスの使用量の効率

化を含め、操業操作の多様性を追求する。 
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④実高炉部分検証によるプロセス技術開発 

 実用化に向けて、COURSE50 高炉のコークス使用量低下に伴う通気抵抗増加に起因する不確実現象を検

証・評価するため、実高炉を用いた実機部分確性「全周羽口吹込み」試験は、鉄鉱石還元への水素活用技

術の開発ならびに試験高炉によるプロセス技術開発の開発状況をみながら、フェーズⅡ－ＳＴＥＰ２の開

始以降に計画・実施し、高炉からの CO2排出削減量約 10%達成に資する。 

 

⑤コークス炉ガス（COG）改質技術開発 

 水素還元に用いる水素を製鉄所内から供給する方法として、フェーズⅠで確立したコークス炉で発生す

る副生ガス(COG)から水素を増幅する技術を、実機に適用するためのエンジニアリングを検討する。本事

業では、試験高炉での検討により、最適改質COG組成が変わる可能性がある場合には、フェーズⅠ－ＳＴ

ＥＰ２で建設した 50Nm3/h 規模の BP2 設備を用いて、高炉吹込み最適改質 COG 製造の検証を行う。また、

実 COGの改質技術をコークス炉や高炉周辺の実機に適用するためのエンジニアリング検討を行う。並行し

て、長期使用した BP2設備を解体し、触媒炉内耐火物、触媒反応筒、部分酸化炉内耐火物等の主要設備の

材料解析等を行い、材質選定の妥当性、留意点等を抽出する。 

⑥コークス改良技術開発 

 コークス改良技術開発はフェーズⅠにおいては、COURSE50 高炉で要求される「強度」や「反応性」を備

えたコークスの作り込み技術確立を完了したが、フェーズⅡにおいては、コークス改良に不可欠な高性能

粘結材である HPC の製造プロセスのスケールアップに資する技術の開発に着手する。HPC の流動特性は、

温度依存性が大きく、プロセスの流量/温度管理特性を維持・管理する技術を確立することを指向する。 

 

研究開発項目(2) 高炉ガスからの CO2分離回収技術開発 

①CO2分離回収技術開発 

①-1化学吸収法によるCO2分離エネルギー・コストの削減技術開発 

本テーマにおいては、高炉ガス(BFG)からのCO2分離回収コスト2,000円/t-CO2(｢分離回収法開発ロードマップ 

(CCS2020)｣に示された目標)を十分に可能とする技術を確立するため、吸収液再生温度の大幅低減による未利

用排熱の利用拡大を図るとともに、分離回収のためのエネルギーを一層低減可能な高性能吸収液を開発する。

化学吸収液の再生熱エネルギーについては、すでに2.0GJ/t-CO2を下回る世界最高水準には到達しているが、

「誘電率が70%に改善、吸収形態も熱的に有利なバイカーボネイト化して到達可能な理論限界」に漸近した

1.6GJ/t-CO2を達成目標とする。 

 
 尚、化学吸収法のスケールアップについては、実機規模に対しては高さ方向のスケールアップは行わず、

塔径アップで対応する為、基本的には、スケールアップ目的の実炉部分確性まで実施する必要性を採用し

ていない。 
 
①-2物理吸着法のコスト低減とスケールアップ検証 

物理吸着についてはフェーズⅠ－ＳＴＥＰ２でエンジニアリング検討技術まで完了しているので、フェーズ

Ⅱでの新規の開発課題は無い。 

 

①-3分離技術総合プロセス技術開発 

化学吸収と物理吸着の最適組み合わせを評価するシステムは完成し、10ケースの最適化検討も完了している

ので、フェーズⅡにおいては、本システムを活用して、プロセスの最適化等、具体的検討に適用してゆく。 
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②未利用排熱活用技術の開発 

フェーズⅠ－ＳＴＥＰ２までの開発で、種々の排熱源や、その利用方法について、モデル製鉄所や代表製鉄

所での最適使用方法についても検討が進捗し、製鋼スラグ顕熱回収技術のように、エンジニアリング検討まで

完了したものもある。フェーズⅡに対して残された課題は、スケールアップと、熱交換器部分における耐久性

対策である。但し、スケールアップについては、未利用排熱活用設備の場合、数倍以上基本ユニットの能力向

上では無く、基本基数増対応であるので、本質的な課題は存在しないと思料する。一方、熱交換器部分の耐久

性対策は、重要な開発課題として、総合的に取り組んでゆくべき課題である。 

②-1未利用排熱活用技術開発（低品位排熱の熱回収技術の調査と開発） 

 未利用排熱活用設備の場合、数倍以上基本ユニットの能力向上では無く、基本基数増対応であるので、

実用化に際しての、個別エンジニアリング課題は存在するが、本質的なスケールアップ課題を意識する必

要は無いと判断している。既存フィンチューブに対するマイクロ熱交換器の優位性も確認されており、良

好な特性を維持し続けるかが、最大の課題となる。 

 
製鉄実排ガス環境下での低温高効率熱交換器の開発、設計、評価と実用化のためのプロセス課題を追及する。

基本的な考え方としては、熱交換部の汚染の極小化条件をハード/ソフト両面で推進するとともに、熱交換部

にいたるまでの「未利用排熱熱源」の清浄度の改善や、熱交換部の定期メンテ方法等、総合的な対策を推進す

る必要があり、予算規模は大きくないものの、粘り強く取り組むべき課題として、然るべき時間をかけて課題

解決を推進する。 

 

研究開発項目(3) 全体プロセスの評価・検討 

①全体最適化 

高炉からの CO2排出削減技術開発は、1) 鉄鉱石還元への水素活用技術の開発 2) 水素の安価製造技術の

開発（COGのドライ化・増幅技術開発）によって構成される。また、CO2分離回収技術開発は、1) 高炉ガ

ス中の CO2分離回収技術 2) CO2分離回収のための製鉄所排熱利用技術によって構成される。この両者を併

せて、効率的に事業目標を達成する手段を確立することを目的として、フェーズⅠで基本構成が完成した

「モデル製鉄所・物質熱収支モデル」に対して、各要素技術の進捗や、プロセス改善を織り込んだ境界条

件に対して、物質熱計算を行い、全体プロセスの総合最適化を検討し、最終的に製鉄所における現状の全

排出レベルに比較して約 30％の CO2削減を可能にする技術の確立に資する。 

 

研究開発項目は表Ⅱ-2- 1のサブテーマに分割して実施することとする。 

表Ⅱ-2- 1 研究開発項目 

開発技術 開発技術内容 

鉄鉱石還元への 

水素活用技術の

開発 

SG1-1.水素活用プロ

セス技術開発 

高炉３次元数学モデルによる試験操業設計・解析で、 

試験高炉操業による検証を支援するとともに、 

水素還元反応モデルの精査でスケールアップ精度の向上を図

る。 

SG1-2. 高炉の微粉

炭および還元ガスの

燃焼挙動の調査 

COURSE50 特有の複合ランスに対し、微粉炭燃焼率､レースウ

ェイ内条件等を測定し､操業条件影響を評価する。 
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SG2.COG 改質技術開発 触媒を用いた COG 改質技術において、最適 COG 組成の変更

対応を行うと伴に、実機化に対するエンジニアリング検討

を行う。 

SG3 高性能粘結材製造技術の開発 

高性能粘結材溶融物の円滑なハンドリングの為には、 
粘性を決定する主要因の温度制御が重要であるが、 
その温度制御条件を左右するプロセスの粘結材供給方法、 

熱供給方法および機器構造の関係を総合的に開発する。 

SG4 CO2分離回収技術開発 

化学吸収液の再生熱消費原単位改善の為に 
①吸収形態をｶﾙﾊﾞﾒｰﾄ系からﾊﾞｲｶｰﾎﾞﾈｲﾄ系に転換 
②誘電率の低減によるエネルギー緩和 
の２大方針にて、ブレークスルーを図る。 

SG5 未利用低温排熱活用技術開発 

高効率熱交換器の初期特性維持の目的で 
①未利用排熱源に含まれる汚染源を精査する事で、汚染物

の付着に対する事前除去、蓄積条件の緩和等を総合的に検

討する。 
②付着が無視できない状況に対して、間歇的に付着除去の

手段を検討する。 

SG6 試験高炉によるプロセス技術開発 

フェーズⅠ－ＳＴＥＰ２で確認できた送風操作と原料操作

の組み合わせによる CO2削減約 10%のレベルに対して、直接

還元を抑制する手段に関する送風操作の多様性を追求す

る。具体的には、送風ガス種、送風方法に関してフェーズⅠ

-ＳＴＥＰ２と異なる組み合わせを指向する。更に、3 次元

数学モデルと試験高炉の組み合わせにおいて、送風操作の

多様性検証を行う中で、スケールアップに資するガス流れ

の知見等の蓄積も図る。 

SG7 実高炉部分検証による 

プロセス技術開発 

COURSE50 高炉のコークス使用量の低下に伴う通気抵抗増加

に起因する不確実現象を検証・評価するため、実高炉を用い

た実機部分確性「全周羽口吹込み」試験をSG1ならびに SG6

の開発状況をみながら、フェーズⅡ－ＳＴＥＰ２の開始以

降に計画・実施し、高炉からの CO2排出削減量約 10%達成に

資する。 

SG8 全体プロセスの評価・検討 
上記のような個別プロセス技術の改善に即して、その変化

が製鉄所全体プロセスに及ぼす影響を総合評価する。 
 
以下に個々の技術開発の実施項目を記述する。 
 
①鉄鉱石還元への水素活用技術の開発 
①－１水素活用プロセス技術開発 

１２ｍ３規模試験高炉における送風操作および装入物操作による実験検証と同時に、高炉３次元数学モデルの

精度向上を図り、試験高炉規模で高炉からのＣＯ２排出量削減約１０％を確立する。その知見に基づき、実高

炉を対象とした操業諸元設計および操業解析を実施し、高炉からのＣＯ２排出量削減約１０％の操作方法を検
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証する。 

（１）高炉３次元数学モデルによる試験操業設計・解析  

還元ガス吹込み方法の最適化、装入原料の被還元性の向上等により、水素還元の効果を最大限に享受する技術

を確立することを目的とし、以下の検討を行う。高炉３次元数学モデルによる１２ｍ３規模試験高炉の操業設計、

操業解析を実施し、実高炉の操業設計に必要となる還元ガスの吹込み方法、装入原料性状の影響を検証する。加

えて、上記で得られた知見に基づき、フェーズⅡ－ＳＴＥＰ２の開始以降に計画する実機部分確性試験の操業設

計（還元ガス全周羽口吹込み）を行う。 

（２）水素還元反応モデルの高精度化 

酸化鉄の還元はＦｅ２Ｏ３→Ｆｅ３Ｏ４→ＦｅＯ→Ｆｅと段階的に進むが、過去に実施された酸化鉄(特にＦｅ２

Ｏ３とＦｅ３Ｏ４)の還元実験は、高炉内で還元反応が進行する温度と対応していないことが多く、還元挙動を正

確に表現しているとは言えない。そこで、高炉内において各段階の還元反応が進行する温度域にて、種々の水素

濃度下における酸化鉄の段階還元実験を行い、Ｆｅ２Ｏ３→Ｆｅ３Ｏ４段階、Ｆｅ３Ｏ４→ＦｅＯ段階における酸化

鉄の水素還元速度を定式化することにより、高炉３次元数学モデルの推定精度の向上を図る。 

 

①－２高炉の微粉炭および還元ガスの燃焼挙動の調査 

本サブテーマは下記２つの研究開発課題に分けて実施する。 

1）微粉炭及び還元ガス燃焼時の燃焼安定性評価 

・フェーズⅠにて導入した燃焼試験炉を使用して微粉炭吹込み量、模擬 COG 等の還元ガス吹込み量､およ

び送風温度や酸素濃度等の送風条件等を変更した実験を実施し､微粉炭燃焼率､レースウェイ内温度・ガス

組成､レースウェイ形状等を測定し､操業条件がこれらに及ぼす影響を整理する｡ 

・試験高炉または実高炉スケールで微粉炭吹込み量、模擬 COG 等の還元ガス吹込み量､および送風温度や

酸素濃度等の送風条件等を変更した計算を実施し､操業条件が還元材燃焼安定性に及ぼす影響を整理する｡ 

2）レースウェイ内の微粉炭・還元ガス燃焼反応に関する数値解析の研究開発 

・実高炉を想定して微粉炭吹込み量、COG等の還元ガス吹込み量､および送風温度や酸素濃度等の送風条件

を変更した非定常固気混相乱流燃焼・ガス化数値解析を実施し､微粉炭燃焼率やレースウェイ内温度等を

予測する｡操業条件変更の影響を、上記 1)で述べた燃焼試験炉実験と､これを対象としたモデル（試験燃焼

炉対象のレースウェイ数値モデル）計算との対比により評価し、この試験燃焼炉用モデルを実高炉用に拡

張する。 

 

②コークス炉ガス（COG）改質技術の開発 

本プロジェクトのフェーズⅠ－ＳＴＥＰ１（2010年度から2012年度）及びＳＴＥＰ２（2013年度）において、

実コークス炉からの実COGを用いた30Nm3/h規模のベンチプラント（BP1）試験を行い、水素増幅率＞2、耐久性

＞24hの性能を記録、実ガスでの触媒改質技術の有効性を示すことに成功した。また、フェーズⅠ－ＳＴＥＰ

２（2014年度から2017年度）では、高炉吹込みガス組成を製造可能な無触媒部分酸化反応を新たに追加し、触

媒の長時間耐久性評価が可能な、50Nm3/h規模のベンチプラント（BP2）を建設、各種試験を行い、水素増幅率

＞2及び改質運転＞500hを達成、改質COG中の残メタン濃度を＜5%にできる技術を開発した。改質設備の規模は

ほぼ実機レベルであり、これ以上のスケールアップ検討は不要であるため、基本プロセスの開発は完了した。 

残された課題として、本研究で開発した設備を多数、コークス炉や高炉の実機周辺に組み込むためのエンジニ

アリング検討がある。またそのためにBP2の解体研究を行い、長期試験後の設備内部の状況を確認、材質選定

の妥当性、留意点等抽出を図る必要がある。本事業では、触媒反応と無触媒部分酸化反応を用いた、COGの改

質による高炉吹込み最適ガス製造の検証、BP2型設備を実機に適用するためのエンジニアリング検討を行う。 

(1)触媒を用いたCOG改質技術の最適化 
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試験高炉での検討により、最適な改質COG組成が変わる可能性があり、その場合には、フェーズⅠ－ＳＴＥＰ

２で建設した50Nm3/h規模のBP2設備を用いて、高炉吹込みに最適な改質COGの製造技術の検証を行う。 

(2)COG改質技術の実機適用のためのエンジニアリング検討 

COGの触媒と部分酸化による改質技術は確立できたため、コークス炉や高炉の実機周辺に適用するためのエン

ジニアリング検討を行う。 

(3)BP2設備の解体研究 

実機適用のためのエンジニアリングを検討するに当たり、長期使用したBP2設備を解体し、触媒炉内耐火物、

触媒反応筒、部分酸化炉内耐火物等の主要設備の材料解析等を行い、材質選定の妥当性、留意点等を抽出する。 

 
③高性能粘結材製造技術の開発 

(3)-1 溶融粘結材連続排出技術の開発 

1）溶融粘結材物性把握による連続移送・排出装置仕様の獲得 

 溶融状態にある粘結材の粘度を直接測定することの出来る高温対応型粘度計を設置し，溶融粘結材の粘

度推算式を導いて連続押出機器の仕様を決定する。連続押出機器の仕様を決定するために必要な溶融粘結

材の粘度は 200ºC以上の高温域であることと，溶剤残留量を変化させる機能が必要であるため，専用の高

温対応型の粘度計を製作する。導入した粘度計から残存溶剤量や温度条件別に実測データを取得し，溶融

粘結材の粘度推算式を導く。この粘度推算式を基に現有の高性能粘結材連続製造装置（石炭処理量

0.3ton/day）に組み込む連続移送・排出装置を設計、製作し、試運転を通して溶融状態にある高性能粘結

材の移送過程での溶剤分離や安定的な連続排出性能を確認する。本連続移送･排出装置を含む高性能粘結

材連続製造装置にて製造される高性能粘結材利用によるコークスの特性や実炉への適用性を評価する。 

2）溶融状態高性能粘結材の分子運動性に関する研究 

溶剤を分離する過程での高性能粘結材の粘度変化についてmobile分子の量的質的変化を高温 1H-NMRを

用いて評価し、温度や溶剤残留量の変化に対する溶融粘結材の粘度と分子運動性の関係性を把握する。 

3）溶融状態高性能粘結材の熱履歴に伴う分子構造変化に関する研究 

溶剤回収工程の残留溶剤量が変化する過程における高性能粘結材の分子量分布や化学構造を起点に分子構造

変化を調べ，溶融粘結材の粘度との関係性を把握する。 

 
④CO2分離回収技術開発 

本テーマにおいては、高炉ガス(BFG)からの CO2分離回収コスト 2,000円/t-CO2(｢分離回収法開発ロード

マップ (CCS2020)｣に示された目標)を深化する技術を確立するため、本プロジェクトのフェーズⅠ－ＳＴ

ＥＰ２の研究開発成果をもとに、混合溶媒系吸収液を中心として吸収液性能の更なる向上を目指すととも

に、実用化研究開発を実施する。 

 

⑤ 未利用排熱活用技術の開発 

「環境調和型製鉄プロセス技術開発（COUSE50）」における主要な研究開発項目の一つとして、高炉ガス

（BFG）からのCO2分離回収技術開発が挙げられる。開発が進められているCO2分離回収技術の主要な手段

の一つは化学吸収法であり、そこで用いられる吸収液の再生プロセスには多量の熱エネルギーが必要とな

る。この熱エネルギー供給のため新たに化石燃料を使用することは、本プロジェクトの目標である CO2削

減の観点からは望ましくなく、また経済性の観点からも問題が多い。そこで本テーマでは、製鉄所におけ

る未利用排熱を回収し、CO2分離回収に必要なエネルギーを供給するための技術開発を目的とする。 

 
１） 製鉄排ガスによる伝熱面の汚損状態の調査及び対策の検討 
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製鉄排ガス中に含まれるスケールや粉じん等の固形異物や微量残留したコールタール等の液状異物に関して、

熱交換器に対する性能低下要因の観点から排ガス性状調査を行い、伝熱面に対するコールタール等の異物付

着量に関する知見を得る。また異物付着量を熱交換器性能の観点から評価する指標を検討し、熱交換器の設計

や性能予測に適用する。それらを用いて、熱交換器伝熱面の汚損を低減可能な条件について検討し、低温排ガ

ス顕熱回収用の高性能熱交換器の設計に反映するための知見を得て、実機化を見据えたスペックを明らかにす

る。 

 
２） 性能を長時間維持可能な熱回収システムの検討 

排熱回収量を長時間維持させるためには熱交換器本体の検討に加えて、その周辺機器まで含めた熱回収シ

ステムの検討が必要と考えられる。そこでそのような周辺機器としてストレーナの設置、熱交換器の並列化、オンラ

イン洗浄装置の設置等の可能性を検討し、これらを含めて熱交換性能を長時間維持させる熱回収システムを提

案する。さらに提案したシステムに基づいて排熱回収コストを算出する。 

 
⑥試験高炉によるプロセス評価技術開発 

フェーズ I－ＳＴＥＰ１（2008 年から 2012年）の要素技術開発、フェーズ I－ＳＴＥＰ２ (2013 年か

ら 2017 年)の総合技術開発により、水素を活用した高炉からの CO2排出削減に関して、基礎実験、試験高

炉による操業試験、ならびに高炉 3 次元数学モデルによる理論解析を通して、高炉からの CO2 排出量約

10％削減可能な高炉プロセス操作を実証し、将来の国内高炉の CO2削減課題に対する技術の方向性を把握

した。 

そこでフェーズ II－ＳＴＥＰ１では前記検討結果を活用した実用化開発に入る。実機適用性の観点か

ら、水素還元の効果を最大限に享受する高炉プロセス操作を見極めるため、試験高炉による水素を活用し

た鉱石還元技術の総合最適化の図り、実用化開発に必要なスケールアップのための基本データを取得する。 

 

フェーズⅠ－ＳＴＥＰ2 で確認できた送風操作と原料操作の組み合わせによる CO2 削減約 10%のレベルに

対して、直接還元を抑制する手段に関する送風操作の多様性を追求する。具体的には、送風ガス種、送風

方法に関してフェーズⅠ－ＳＴＥＰ2 では確性していない組み合わせを指向し、特に水素投入量の影響お

よび投入ガス種類による影響を見極める。更に、3 次元数学モデルと試験高炉の組み合わせにおいて、送

風操作の多様性検証を行う中で、スケールアップに資するガス流れの知見等の蓄積も図る。 

 

⑦全体プロセスの評価・検討 

 本技術開発では、実用化に向けて、試験高炉スケールでは評価が困難な COURSE50 技術実機適用時のコ

ークス使用量の低下に伴う通気抵抗増加に起因する不確実現象を検証・評価するため。実高炉を用いた実

機部分確性「全周羽口吹込み」試験を鉄鉱石還元への水素活用技術の開発ならびに試験高炉によるプロセ

ス技術開発の開発状況をみながら、フェーズⅡ－ＳＴＥＰ２の開始以降に計画・実行し、高炉からの CO2

排出削減量約10%達成に資する。 

 
⑧全体プロセスの評価・検討 

製鉄プロセス全体の最適化を検討し、製鉄所からの CO2 排出量 30%削減を可能にするための技術確立に対して、

総合的な評価・検討を行う。特に、地球温暖化課題の状況変化を的確に反映し、それに対応すべくプロジェクトの

運営を行い、プロジェクトの最終動向についての総合的な判断を行う。 
 
 以上のサブテーマ毎の計画に基づく研究開発スケジュールの概要は図Ⅱ-2-1に示すとおりである。 
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図Ⅱ-2-1 フェーズⅠSTEP2 研究開発の全体スケジュール 

 

開発テーマ 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

6.試験高炉によるプロセス

   技術開発

1.鉄鉱石水素還元技術開発

3.高性能粘結材製造技術の開
発

2.コークス炉ガス（COG）改質技
術の開発

4.CO2分離・回収技術開発

5.未利用排熱回収技術開発

高炉

から
の

CO2
排出

削減

高炉
ガス

の
CO2

分離・
回収

7.全体プロセス評価・検討

粘性計測

操業及び解体調査

試験装置改造 検証試験 性能評価

吹込みハード検討

対象炉検討・設備条件調査

操業設計・操業解析（数学シミュレーション）

事前設計

新吸収液開発

ラボ総合

検証
スケールアップ

検討
付着特性ラボ調査 付着対策設計

全体プロセス評価検討（開発結果反映）

2030年対応方針の再整理 次ステップ検討
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２．２ 研究開発の実施体制 

 

本プロジェクトは、以下に示す（社）日本鉄鋼連盟内に設置された COURSE50 委員会の研究組織（委託

先の高炉メーカー4社及び日鉄エンジニアリング（株）で構成）が、NEDOの委託により研究開発を実施し

ているものである。但し、日本鉄鋼連盟及びCOURSE50 事務局は、NEDO委託の対象外となっている。従い、

本プロジェクトにおいては、COURSE50 の研究開発・管理体制を活用し、NEDO 及び経済産業省が毎月の

COURSE50 定例会議に参画することで実施状況の把握、情報の共有を図り、研究開発を推進している。 

 

図Ⅱ-2-2 に研究開発の実施体制を示す。日本鉄鋼連盟内に下記の組織を置き、NEDO 及び経済産業省と

も密接な関係を維持しつつ、プロジェクト全体の目標、並びに各サブテーマの目標を達成するための体制

を構築している。 

日本製鉄（株）荒木製銑技術部長に研究開発責任者（プロジェクトリーダー）を委嘱しその下で技術分

野別に 8つのサブテーマを作り、参加会社がそれぞれの研究テーマを担当している。また、フェーズⅡで

は各要素技術をより総合的に連携して推進するために、サブテーマ間の情報が相互に把握して課題の解決

をする WGや会議体を設置した。 

図Ⅱ-2-3に委託先および再委託/共同実施先を示す。再委託/共同実施先については、それぞれが担当し

ている SGを記載した。 

本技術開発では、NEDOと 5社が委託契約を結び研究開発を実施している。日本の高炉メーカー4社の全

てが参加し、日本鉄鋼業界の英知を結集した実施体制である。また、日鉄エンジニアリングは、高炉設備

技術分野で高いレベルであり試験高炉建設に当たって先導的な役割を担うことができる。いずれの研究テ

ーマも基礎検討及びプロセス評価プラント規模試験からの取り組みであり、基礎・基盤研究については、

この技術分野の最先端の研究を進めている大学及び産総研、RITE の公的研究機関との産学連携により理

論面での研究開発を促進している。 
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図 Ⅱ-2-2  研究開発の実施体制 

 
図 Ⅱ-2-3 委託先及び再委託/共同実施先 

NEDO

（株）神戸製鋼所
・開発テーマ：3、8

ＪＦＥスチール（株）
・開発テーマ：1-2、8

日鉄エンジニアリング（株）
・開発テーマ：6、7、8

日本製鉄(株)
・開発テーマ：1-1、2、4、
5、6、7、8

国立大学法人 北海道大学
・開発テーマ：3

（一財）電力中央研究所
・開発テーマ：1-2

国立大学法人 九州大学
・開発テーマ：1-1

共同実施
再委託

国立大学法人 京都大学
・開発テーマ：3

共同実施

共同実施

共同実施

（公財）地球環境産業技
術研究機構
・開発テーマ：4

委託

連名契約

開発テーマ

１

鉄鉱石還元への水素活用技術の開発 ４ CO2分離・回収技術開発

１-１ 水素活用プロセス技術開発 ５ 未利用低温排熱活用技術開発

１-２ 高炉の微粉炭および還元ガスの燃焼挙
動の調査 ６ 試験高炉によるプロセス技術開発

２ COG改質技術の開発 ７ 実高炉部分検証によるプロセス技術開発
３ 高性能粘結材ハンドリング技術の開発 ８ 全体プロセスの評価・検討
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２．３ 研究の運営管理 

 
 研究の運営管理体制を図Ⅱ-2-4に示す。その内容は以下のとおりである。 

図Ⅱ-2-4 研究の運営管理 

 
NEDO 内に技術検討委員会を設置し、専門的知見を有する外部有識者の方々から目標達成に向けた助言

を得ることによって、より効率的に、かつ客観的な御意見に基づいて研究開発を進めている（表Ⅱ-2-2）。 

 
表 Ⅱ-2-2 技術検討委員会 委員 

委員長 亀山 秀雄 東京農工大学 名誉教授 

委員 伊藤 公久 早稲田大学 基幹理工学部 応用数理学科 教授 

委員 小林 秀昭 東北大学 流体科学研究所 複雑流動研究部門高速反応

流研究分野 

教授 

委員 巽 孝夫 国際石油開発帝石株式会社 経営企画本部 事業企画ユ

ニット 

シニアコーディ

ネーター 

委員 月橋 文孝 東京大学大学院 新領域創成科学研究科（～2020 年 3 月） 教授 

委員 長坂 徹也 東北大学大学院環境科学研究科 金属フロンティア工学専

攻 

教授 

 
本プロジェクトでは毎月実施の「全体プロセス評価・検討 WG」、「サブテーマフォロー会議」に経済産業

省関係者及び NEDO 関係者が参画することにより、本プロジェクトの進捗と方向性の確認、技術内容の議

論、情報交換を行い、効率的なプロジェクトの推進を図っている。 

 

ＣＯＵＲＳＥ５０委員会：PJ全体の進捗確認･最終意思決定

NEDO
PM

技術検討委員会
外部有識者の意見を
ＰＪ開発管理に反映

実施者主催NEDO主催

企画運営会議：PJ全体のﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ

ＰＬ

知財会議
知財･共同契約管理
対外報告企画会議
報告対応･情報発信

全体プロセス最適化連携会議
高炉開発とCO2分離開発の合同会議

アドバイザリーボード会議
外部有識者の意見を

開発方針･内容に反映
委員長：葛西東北大教授
委員：八木東北大名誉教授

清水九州大学前教授
有山東北大名誉教授
埜上東北大教授
山地RITE所長

全体プロセス評価･検討会議
サブテーマを統括してプロセス全体の

最適化･実用化検討を協議

成果報告会：各年度の研究成果報告

各サブテーマ
担当者会議
ﾃｰﾏ間連携会議

サブテーマ進捗会議
各サブテーマの進捗確認と
今後の進め方を協議

サブテーマ
リーダー会議
ｻﾌﾞﾃｰﾏ間の連
携強化
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＜COURSE50委員会＞ 

日本鉄鋼連盟内に設置し、実施会社におけるプロジェクト全ての業務の統括を行う。2 回／年開催して

いる。 

 
表 Ⅱ-2-3  COURSE50 委員会委員 

委員長 日本製鉄 代表取締役副社長 谷本 進治 

副委員長 JFE スチール 専務執行役員 大河内 巌 

委員 神戸製鋼所 執行役員 坂本 浩一 

日鉄エンジニアリング 執行役員 製鉄プラント事業部長 岩槻 昭彦 

 
＜プロジェクトリーダー（PL）体制＞ 

より効率的なプロジェクトの推進を図るため、研究開発の現場において指示・指導・調整の任にあたり、

研究開発計画原案の策定、研究開発の実施における方向付け、研究成果のとりまとめ等の役割を担ってい

る。 

1)プロジェクト全体の計画立案および進捗管理 

2)プロジェクト会議（企画・運営会議、全体プロセス評価・検討WG）の運営 

3)対外報告・広報 

4)国際連携（技術交流など） 

5)その他（プロジェクトが必要とした事項） 

 
表 Ⅱ-2-4  プロジェクトリーダー体制 

PL 日本製鉄 製銑技術部長 荒木 恭一 

副 PL JFE スチール 理事 技術企画部企画グループリーダー 長谷 和邦 

PL 補佐 日本製鉄 技術開発企画部上席主幹 宇治澤 優 

副 PL 補佐 JFE スチール 技術企画部主任部員 石渡 夏生 

 
＜アドバイザリーボード＞ 

主としてサブテーマ「製鉄プロセス全体の評価・検討」に対して各技術分野の外部有識者の意見を反映

させることを目的として、フェーズⅠに引き続き設置した。 

 
表 Ⅱ-2-5  アドバイザリーボード委員 

リーダー 東北大学大学院環境科学研究科 教授 葛西 栄輝 

東北大学 名誉教授 八木 順一郎 

九州大学 前教授 清水 正賢 

東北大学 名誉教授 有山 達郎 

東北大学大学院工学研究科 教授 埜上 洋 

地球環境産業技術研究機構 研究所長 山地 憲治 

 
＜企画・運営会議＞ 
プロジェクトに関する実施会社の意思決定のための会議。1回／4ヶ月の頻度で開催。 
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＜全体プロセス評価・検討 WG（サブテーマ 7）＞ 

1 回／月の頻度で開催し、各サブテーマ間の調整やサブテーマとは別に様々な視点でプロジェクト全体

の最適化を検討。出席者は PL体制メンバー、各社WG委員、経済産業省、NEDO。 

 

＜サブテーマ進捗会議＞ 

1回／月開催して各テーマの進捗状況、実験計画について議論。出席者はPL体制メンバー、全体プロセ

ス評価・検討WG 委員、経済産業省、NEDO。 

各サブテーマについて、1 回／3 ヶ月の頻度で進捗報告・議論を行い、研究の方向性や研究促進に反映

できる体制を構築。 

 

＜成果報告会＞ 

1回／年開催し、全てのテーマの 1年間の進捗状況を報告、議論している。出席者は、実施者、NEDO、

経済産業省の関係者全員。開催実績は直近では2019年 3月 12日である。 

 
＜知財会議＞ 

プロジェクトを推進するための実施会社の情報の取り扱い、成果の取り扱いなどについて各社間の協議

および協定書原案の策定、国内および外国における産業財産権の取得の推進、体外的な契約の協議などを

行う。また、知財戦略WGを設置して、各サブテーマに適した知財権の確保を特許出願（国内、外国）、ノ

ウハウ取得などの方策について検討して、具体に有効な戦略的な産業財産権の取得を推進している。 

 

＜サブテーマ間の連携＞ 

サブテーマを跨る技術課題を解決させるために、サブテーマリーダー会議、各サブテーマ担当者会議を

設けて連携強化を進めている。また、サブテーマ7に係わる重点的な課題については、試験高炉WG、プロ

セス評価 WG、新規技術創出研究 WGを設けて、専門性を有しているメンバーによって検討する体制とし、

検討結果を全体プロセス評価・検討 WG（サブテーマ 7）に適宜報告することとした。 
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２．４ 研究開発成果の実機化に向けたマネジメントの妥当性 

 
本プロジェクトは、地球温暖化防止のために実施するもので、COG 改質増量水素による一部水素還元を

含む高炉法製鉄プロセスと、これまで製鉄所内で未利用の排熱を回収して得たエネルギーにより高炉ガス

から CO2を分離回収するプロセスを、実生産設備へ適用することを求められており、現状プロセスからCO2

排出量の 30%削減を目指している。開発は、基礎研究（フェーズⅠ）とスケールアップ実証（フェーズⅡ）

の大きく 2 つのステップが想定されており、フェーズⅠは 10 年間、フェーズⅡは 8 年間の研究期間を設

けている。また、基礎研究（フェーズⅠ）は、更に各開発要素の基礎、ベンチスケール試験を行う前半の

5年間を STEP1とし、開発した各要素を組合せ検証する後半の 5年間を STEP2 としている。 

現在、NEDOの委託事業として実施している事業はフェーズⅡの前半の5年間（STEP2）である。2030年ま

でに技術開発を完了して、CO2 貯留技術が確立すること、経済合理性が成立することを前提条件として、

2030年頃に一号機を実機化する目標を掲げている。 

 

 本プロジェクトは、フェーズⅠ-STEP1から実機化技術の開発を完了するまでに 20年と長期に亘るので、

プロジェクトマネジメントも長期的な視点が重要となる。このため、実機化に向けた対応として、以下の

マネジメントを実施している。 

（１）実機化に向けた技術開発課題の抽出とその実施 

実際の研究開発スケジュールでは、コークス炉ガス（COG）改質技術の開発の重点化や CO2分離回収技術

の検証等を着実に行うことに加えて、新たに試験高炉を活用した総合評価試験を実施する。これにより、

これまで実験室レベルで取組んできた要素技術の検証を行うとともに今後の課題の把握を行う。また、並

行して高炉シミュレータの確度を高める。フェーズⅡにおいては、高炉操業シミュレーション技術の精度

向上により、試験高炉の操業結果の解析や評価によって予定するスケールアップ試験において設計期間の

短縮化を図り、実証期間の短縮化によって実機実証機の建設開始時期を早期化することにより、2030年に

1基の稼動を目指す。 

 
（２）全体プロセス評価・検討 WGの設置 

｢高炉からの CO2排出削減技術｣、｢高炉ガスからの CO2分離回収技術｣が約 30％の CO2削減にどの程度寄

与するのかを明確にし、各要素技術の開発目標との整合性をとり全体調整を行っている。また、製鉄所全

体について総合的に評価検討を行っており、全体最適化によるサブテーマの目標設定やサブテーマの成果

によって変わり得るシナリオ代替などの検討、中間目標達成に向けての検討も行っている。 

今後、最終目標及び COURSE50 最終目標の達成に向けた検討を実施するとともに、さらに、フェーズ 2以

降の実施シナリオ等の検討も実施していく予定である。 

 
（３）知財戦略の策定と知財権の確保 

本プロジェクトは、2030年以降の実機化を目標とすることから、要素技術開発ステージであるフェーズ

Ⅰでは、現行プロセスに応用できる可能性があるものを優先して出願し、それ以外の技術はその実機化が

想定される時期を勘案して、その時期や可否をそれぞれ判断して活動を進めてきた。一方で、COURSE50 の

成果を欧州や中国、韓国等の海外に開示して日本の技術力を積極的にアピールしていくことも重要であり、

そのために COURSE50技術を知財権として確実に担保する必要がある。 

フェーズⅡでは実用化開発のステージであることを踏まえ、特許提案を強化していく必要があると考え

る。 

また、本プロジェクトの実施者は、NEDO知財方針に基づき、知財合意書として本研究開発の内容、当事
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者間の業務分担、当事者が相互に開示する営業上及び技術上の情報の取り扱いその他必要となる事項につ

いて定める研究開発協定書を締結し、本研究開発を推進している。また、知財会議を整備し、海外への技

術流出防止を意識した知財戦略を策定している。 

さらに、全当事者は、共有成果に基づいて産業財産権の出願をしようとする場合、あらかじめ当該

出願の是非、是とする場合の出願内容、その他必要となる事項について、当該プロジェクット体制に

企画・運営会議を組織し、全当事者間でその都度協議の上決定する等の手順を定め、出願内容等を審

議すると共に出願効率化を図っている。また、成果を公表する場合は、対外報告ルールに則り実施す

ることとする。 

 

（４）他分野の情報収集 

製鉄プロセスのコア技術以外の領域については、外部の技術情報を調査して導入可能性を追求すること

を推進している。また、他プロジェクトとの交流による情報収集及び情報交換に関しては、鉄鋼メーカー

（日本鉄鋼連盟）による世界の鉄鋼協会、鉄鋼企業等の CO2削減プログラム実施状況調査、情報交換結果

を反映し、本プロジェクトでは技術開発対象外の CO2 貯留についても NEDO で実施のプロジェクトの情報

収集を行い、今後の検討に反映させていく予定である。さらには、CO2 発生量削減に関する戦略と技術の

世界的な流れを注意深く精査して、世界の事情の変化に柔軟に対応することに寄与する。 
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３．情勢変化への対応 

 

本プロジェクトのフェーズⅡ-STEP1 は、フェーズⅠにおける要素技術の研究成果に基づいて実

用化に向けた開発を実施するものである。フェーズⅡ-STEP1 における 8 つのサブテーマを総合技

術として構築するためには、各課題の研究進展および世界の技術開発動向によって軌道修正すべ

きアプローチもあると思われるので、幅広い視野にたった課題認識を持って全体システム最適化

を図りつつ研究開発を推進している。 

2018 年度に開始したフェーズⅡ-STEP1 において、2019 年度までに 3回の試験高炉操業を行い、

高炉からの CO2削減量 10％の目途を得ている。また、所内水素(コークス炉ガス COG) 利用だけで

は CO2 削減効果に限界があることが分かってきた。 

一方、2018 年 11 月に日本鉄鋼連盟は長期温暖化対策ビジョン「ゼロカーボン・スチールへの

挑戦」を発表し、将来に向け更なる CO2 削減を目指して、所内水素でなく、外部水素を利用した

高炉法による水素還元の拡大技術 Super COURSE50 を掲げている。図Ⅱ-3-1 に鉄鋼分野における

技術開発ロードマップを示す。 

以上の背景から、CO2排出量 10％削減の実現性を高めるため、また Super COURSE50 に繋がる技

術を獲得するため、2022 年度まで試験高炉を継続活用し、水素使用量の効率化と水素還元の拡大

を狙った新たな要素技術開発に取り組むこととした。また、当初、2020 年以降に実施を予定して

いた高炉の実機を部分的に改造した試験（実機部分確性「全周羽口吹込み」)については、CO2 削

減技術開発の状況をみながら、フェーズⅡ-STEP2 の開始（2023 年度）以降に行うこととした。 

 

 
図Ⅱ-3-1 鉄鋼分野における技術開発ロードマップ 

出典：日本鉄鋼連盟長期温暖化対策ビジョン「ゼロカーボン・スチールへの挑戦」 
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４．評価に関する事項 

 

４．１ フェーズⅠ－STEP2 の前倒し事後評価の概要（総合評価） 

 環境安心イノベーションプログラム及びエネルギーイノベーションプログラムとして是非官民

一体となって推進すべき研究開発である。製鉄業において、現業レベルから大幅な CO2 削減を実

現しつつ国際競争力を有する革新的技術を開発するための要素技術も的確に抽出されており目標

設定も妥当である。マネジメント体制もオールジャパン体制を敷いて有機的に連携して推進して

おり、各項目とも世界でもトップレベルの成果で、最終目標を大幅にクリアしている点は大いに

評価できる。また、一部開発プロセスは実機稼働、CO2削減に寄与している。 

 フェーズⅠで設定した目標は十分に達成したが、未利用排熱活用技術の実機化への技術的見通

しが、まだ十分に明確ではない。また、知的財産とノウハウの棲み分け戦略はできているが、一

部、開発項目では特許出願が少ない。今後、基本特許だけでなく周辺特許も積極的に出願するこ

とが望まれる。 

 今後、実機化を目指して、さらなる研究開発を進めていただきたい。また、本事業成果は大い

に世界に誇ることができるものであるので、今後積極的に国民並びに世界に向けてその成果を発

信して欲しい。また、世界市場の大きな変化に対しては求められる技術も変化することから、全

体プロセスの設計変更も必要であることを認める体制で進めることが望まれる。 

 費用対効果の算出は、今後本事業成果が実用化できるかの判断基準となるものなので、もっと

厳格に行うべきである。 
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４．２ 前倒し事後評価評価への対応 

プロジェクト全体に関する指摘事項への対応は表 Ⅱ-4-1 のとおりである。全ての対応を基本

計画書に反映し、それぞれ担当する SG および WG で対応している。 

 
表 Ⅱ-4-1  フェーズⅠ-STEP2 前倒し事後評価での指摘事項への対応 

 
  

評価項目 分科会での指摘事項 指摘事項対する対応

事業の位置付け・必要性

費用対効果の算出は、今後本事業成
果が実用化できるかの判断基準となる
ものなので、もっと厳格に行うべきであ
る。

基本計画の全体プロセスの評価・検討に、
「本事業の実現化を図るために、本事業適
用時の市場規模、コークス投入量低減によ
るコスト削減など経済的効果を詳細に検討
する」を追加した。主にＳＧ８で対応。

研究開発マネジメント
製鉄所全体のエネルギー収支を慎重に
検討し、プロセス成立性を明確に示す
ことが必要。

基本計画の全体プロセスの評価・検討に、
「また、商用高炉とＣＯＵＲＳＥ５０高
炉の熱物質収支を比較し、プロセスの成立
性・妥当性を検討する」を追記した。主にＳ
Ｇ８で対応。

研究開発成果 基本特許だけでなく周辺特許も積極
的に出願することが望まれる。

基本計画の全体プロセスの評価・検討に、
「その際に技術優位性の確保を図るように
強固な特許網を構築するために知的財産
マップを作成し、基本特許を中心とした抜け
漏れのない周辺特許出願を効果的に進め
る。」を追記した。知財管理ＷＧで対応。

成果の実用化に向けた取組
及び見通し

プロセスの実用化に向けた開発におい
て、20％CO2の回収に必要な熱エネ
ルギーの確保が最も重要。熱回収プロ
セスの実用化に積極的に取り組む必要
がある。

基本計画の未利用排熱活用技術の開発
に、「本技術の水平展開を図り、他分野へ
の早期実用化に取り組む」を追記した。主に
ＳＧ５、ＳＧ８で対応。
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Ⅲ．研究開発成果について 

 

1． 事業全体の成果 

1.1 概要 

図Ⅲ-1-1 に示すように、本プロジェクトは 2008 年からの 5 ヶ年の要素技術開発(フェーズⅠ

STEP 1)、2013 年からの 5 ヶ年の総合技術開発(フェーズⅠSTEP 2)を計画通り実施してきた。 

フェーズⅠにおいては 10 m3 規模試験高炉を主体とした水素還元と CO2 分離回収を組合せたパ

イロットレベルの総合技術開発などを行うことによって、COG および循環高炉ガスの羽口もしく

はシャフトからの吹込みなどの統合操作で､高炉の CO2 排出量の約 10%が原理的に削減可能である

ことを実験(試験高炉)と理論(数学モデル)の両面から実証した。また、未利用排熱を活用した高

炉ガス CO2 分離回収技術についても、高性能な化学吸収液・物理吸着剤を開発、パイロットプラ

ント試験を通じて CO2 分離回収効果を実証した。同時に高性能な排熱回収熱交換器を開発するこ

とで、高炉ガスから 20%の CO2 削減と分離コスト≦2,000 円達成に目処を付けた。本プロジェクト

ではこれらの技術開発により CO2排出量の約 3 割を削減することを目標としている。 

2018 年からのフェーズⅡSTEP1 においては試験高炉での常温水素多量吹き込みなどにより、高

炉からの CO2 排出量の約 10%削減を達成するとともに、CO2 新吸収液および最適触媒の開発や、高

効率の未利用排熱回収技術の開発により、CO2 分離回収コスト 2,000 円/t-CO2 を実現する技術の

確度向上を図り、分離回収エネルギー1.6GJ/t-CO2 を達成する。 

その後、フェーズⅡの実機化開発を経て、2030 年頃までに１号機の実機化、最終的に高炉関連

設備の更新のタイミングを踏まえて、2050 年頃までに普及を目指す。 

 

 
図Ⅲ-1-1．本事業の開発ステップ 
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1.2 成果概要 
1.2.1 中間目標と達成状況および最終目標の達成の可能性 

 

表Ⅲ-1-1 中間目標の達成状況と今後の課題と解決方針 

研究開発項目 中間目標 成果 達成度 

研 究 開 発 項 目

(a) 高炉からの

CO2 排 出 削 減

技術開発 

・高炉からの CO2 排出削減量

約 10%達成の見通しを得る。 

 

・常温水素系ガスの羽口吹込み操作で、高炉

からの CO2 排出量の約 10％削減が達成可能

であることを実験(試験 高炉)と理論(数学モ

デル)の両面 から実証した。 

○ 

研 究 開 発 項 目

(b) 高 炉 ガ ス

（ BFG ） か ら の

CO2 分 離 回 収

技術開発 

・分離回収エネルギー改善と

しての、吸収形態改善と分極

影響の緩和の両技術の改善

に新規技術を見出す事で､分

離 回 収 エ ネ ル ギ ー 1.6GJ/t-

CO2 達成への目途を得る。 

・理論限界に近い分離回収所要エネルギー原

単位を目指し、新吸収液開発に着手し､ラボ

連続試験装置においてこれまでの最高性能

のエネルギー原単位 1.63GJ/t-CO2 を達成し

た。 

・実排ガスの性状調査により、耐久性を考慮し

た排熱回収設備構成を提示した。 

○ 

◎；大きく上回って達成、○；達成、△；達成見込み、×；未達 

 
 

表Ⅲ-1-2 研究成果の最終目標の達成可能性 

研究開発項目 現状 
最終目標 

（2022 年度末） 
達成見通し 

研 究 開 発 項 目 (a) 

高炉からの CO2 排

出削減技術開発 

実用化に向けて高炉の

水 素 活 用 還 元 技 術 の

選択肢拡大のため、常

温 水 素 系 ガ ス の 羽 口 

吹 込 み 単 独 操 作 で 、

12％の CO2 削減が達成

可 能 であることを実 験

(試験高炉)と理論(数学  

モデル)の両面から立証

し、高炉からの CO2 排

出削減量約 10% 達成

の見通しを得た。 

・高炉からの CO2 排出約 10%

減の実現性を技術的に最大

化する技術の見通しを得る。 

・高炉の実機部分確性「全周  

羽口吹込み」試験は上記 CO2  

削減技術開発の状況をみな

がら、フェーズⅡ－STEP2 の

開始以 降に行い、上記目 標

達成に資する。 

試験 高炉 を継続活用 した実

機適合化技術の開発により､

最 終 目 標 を達 成 できる見 込

み。 

 

研 究 開 発 項 目 (b) 

高炉ガス（BFG）か

らの CO2 分離回収

技術開発 

・新吸収液を開発し、ラ

ボ連続試験において、

熱量原単位 1.63 GJ/t-

CO2 に到達し､最終目標

達成の目途を得た。 

・CO2 分離回収コスト 2,000 円

/t-CO2 を実現可能な技術の

充実を指向し、分離回収エネ

ル ギ ー 1.6GJ/t-CO2 を 達 成

し、CO2 排出削減量約 20%の

技術に資する。 

新吸収液で既に達成目途を

得ており、更なる組成最適化

や触媒 添加等により、最終

目標を達成できる見込み。 
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1.2.2 サブテーマ毎の成果概要 

 
研究開発項目(1) 鉄鉱石還元への水素活用技術の開発  

 

(a) サブテーマ①鉄鉱石還元への水素活用技術の開発 

(a-1) 水素活用プロセス技術開発 

 高炉 3 次元数学モデルを用いて第 5 回～第 7 回試験高炉の操業設計・操業解析を実施し、羽口から

の水素系還元ガス吹込み量の増加により、高炉工程における CO2 排出量 10%超削減を確認した。また、

試験高炉操業解析を通じて上記数学モデルの精度を向上させた。 

 

(a-2) 高炉の微粉炭および還元ガスの燃焼挙動の調査 

燃焼試験炉を使用して微粉炭吹込み量、模擬 COG 等の還元ガス吹込み量､および送風温度や酸素濃度

等の送風条件等を変更した実験を実施し､微粉炭燃焼率､レースウェイ内温度、ガス組成､およびレース

ウェイ形状等を測定し､操業条件がこれらに及ぼす影響を整理した｡さらに試験高炉または実高炉スケ

ールで微粉炭吹込み量、模擬 COG 等の還元ガス吹込み量､および送風温度や酸素濃度等の送風条件等を

変更した数値計算を実施し､操業条件が吹込みランス温度等の羽口周辺設備に及ぼす影響、および還元

材の燃焼性に及ぼす影響を整理した。試験高炉の操業条件におけるランスの安全性を評価し、試験高炉

の操業設計に寄与した。 

 

(b)サブテーマ②コークス炉ガス(COG)改質技術の開発 

実施計画の通り、2018～2020年度については開発を行っていない。 

 

(c)サブテーマ③高性能粘結材製造技術の開発 

 水素還元高炉に対応した高強度且つ最適なコークス反応性を両立するコークス製造に必要となる高

性能粘結(HPC)製造プロセスの工業的製造技術を確立する事を目的とし、HPC 連続移送・排出装置を石

炭処理量 0.3t/d の連続 HPC 製造試験装置（BSU）に付属する溶剤回収設備（フラッシャー蒸留設備）の

後段に導入し、HPC 連続移送・排出試験から安定移送・排出および溶剤回収が可能であることの目途を

得た。 

 

(c-1) 溶融粘結材連続排出技術の開発 

・溶融粘結材連続排出技術の開発 

 溶剤回収工程において安定的に HPC を移送しながらプロセス循環用溶剤を回収する装置設計指針を

策定するためには HPC の粘度式を精度良く獲得する必要があり、溶剤回収工程の温度範囲で HPC 粘度

を実測するための高温対応型粘度測定装置を製作した。本装置による HPC 粘度実測から HPC 粘度の温

度、溶剤濃度、滞留時間に対する依存性に関する実験式を獲得した。HPC 粘度を基に加熱式二軸スクリ

ューニーダー方式を採用した HPC 連続移送・排出装置を設計、製作し、BSU 装置を導入し、HPC 連続製

造試験から安定移送・排出が可能である事を実証すると共に、プロセス循環用溶剤を回収できる目途を

得た。 

・溶融状態高性能粘結材の分子運動性に関する研究 

溶剤回収工程の溶融 HPC に含まれる軟化溶融成分量の、溶剤量、温度、滞留時間など制御因子条件によ

る変化を把握し、溶融 HPC の粘度推算式の精度向上を目的とし、温度変化に対する HPC の 1H-NMR によ

る溶融 HPC 中の溶融成分量の比較を行った。溶剤回収工程で想定される加熱条件では温度上昇に対し
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て分子運動性が増加し、最大温度からの温度低下時には分子運動性の低下が可逆性を示し、HPC 粘度の

温度依存性と分子運動性の関係性を整理した。 

・溶融状態高性能粘結材の熱履歴に伴う分子構造変化に関する研究 

HPC の分子量分布、化学構造変化と溶融 HPC 粘度の関係性を把握し，溶剤回収工程の加熱条件による粘

度変化メカニズム解明に活用することを目的とし、加熱条件が HPC の溶剤分別組成に与える影響を評

価した。HPC を溶剤回収工程加熱条件で処理した場合も化学構造に大きな変化が生じない事が分かり、

溶剤回収工程加熱条件において HPC 粘度が滞留時間に影響を受けない点を HPC 化学構造の観点から整

理した。 

 

(d)サブテーマ④CO2分離・回収技術開発 

(d-1) 高性能吸収液の開発 

 新規の混合溶媒系吸収液を検討し、CAT-LAB小型連続試験装置を用いて性能評価の結果、分離回収

エネルギーはフェーズⅠ最高性能を凌駕する高性能を確認した。本吸収液は、安全性や腐食性等の実

用面でも特段の問題はないことを明らかにした。また、実用吸収液に対し、CO2吸収速度の向上効果を

発現する水溶性触媒を開発した。 

 

(e)サブテーマ⑤未利用排熱活用技術の開発 

(e-1) 未利用低温排熱回収技術開発 

・製鉄所の実排ガス性状を調査し、熱交換器汚損物質の性状を把握した。汚損物質揮散条件のラボ試験

での調査により、実機での熱交換器操業条件では熱交換器への汚損物質の付着が大きく低減される可

能性を示し、実排ガスを用いた試験装置を考案し製作を行った。 

・実排ガスを用いた熱交換器性能評価の際に問題となる粒子状の汚損物質を事前除去するための装置

を検討した。 

・実証試験で用いる熱交換器の構造を数値解析で検討を行い、製作コスト低減および性能維持が可能

な熱交換器構造を示した。 

 
(f)サブテーマ⑥ 試験高炉によるプロセス技術開発 

 2018~2019 年度の２年間に 3 回操業試験を実施した。試験設備に関しては、水素系ガス吹込量の増加

設備改造(300→360Nm3/h)を実施した。試験の結果、水素系ガス吹込みで＞10%の CO2削減効果を確認し、

再現性があることも明らかにした。また、H2吹込量の増加に伴う富化酸素量の増加に起因する炉頂温度

の低下は、羽口前温度の低下で制御可能であることを明らかにした。 

(f-1) 試験高炉による水素還元総合最適化開発 

 H2吹込量と水素還元量には相関があることを明確化した。また、水素還元量の増加は吹込みガス種に

は依存せず、同じ H2量であれば水素系ガスと COG で同じ水素還元量になることを見出した。 

 

(g)サブテーマ⑦実高炉部分検証によるプロセス技術開発 

 (g-1) 実機部分確性「全周羽口吹込み」試験の検討 

COURSE50 において、当初は 2020 年以降に高炉の実機を部分的に改造した試験（実機部分確性「全周

羽口吹込み」）を実施予定であり、エンジニアリングを実施し、CO2 削減効果及び実機化に必要な設備

構成･概算コストを把握した。 

一方で、試験高炉では 10％を達成しており、さらに可能な限り水素還元比率を高めるために、外部

水素を使用することし、研究方針の変更を行った。 
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(h)サブテーマ⑧全体プロセスの評価・検討 

 (h-1) 全体プロセス評価・検討 

粗鋼生産量 800 万㌧/年のモデル製鉄所を前提に、製鉄所全体の物質・エネルギー収支モデルを用い

て、試験高炉で開発中の各種水素系ガス吹込み技術の高炉適用時の CO2 削減効果を解析した結果、CO2

分離回収技術導入による CO2削減 20%と併せて製鉄所全体で PJ 目標約 30%削減可能との見通しを得た。 

2030 年頃の実機 1 号機の実現性を技術的に最大化させるべく、より少ない水素で高炉 10%CO2削減を

実現する新たな要素技術開発方針を提示した。 
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1.2.3 知的財産等の成果概要 

 表Ⅲ-1-3 には 2020 年３月末段階での研究開発成果（成果発表、特許出願）を示す。 

件名 件数 

1.特許出願件数 10 

2.査読有論文発表数 10 

3.査読無論文発表数 １ 

4.その他外部発表 139 
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Ⅳ．実用化・事業化に向けた取組及び見通しについて 

 
(1) 成果の実用化・事業化に向けた戦略 

【成果の実用化・事業化の戦略】  

・水素高炉：フェーズⅡでの実証終了後、2030 年ごろの商業 1 号機の建設に向けて、具体的なエ

ンジニアリングを行う。  

・CO2 分離回収：高炉以外での実用化を進めながら、製鉄所導入に向けたエンジニアリングを行う。  

・コスト低減、経済性の確保のために本 PJ 計画変更（試験高炉研究継続、水素活用還元技術の深

化による水素使用量低減）を行う。  

・数学モデルの活用により、実証高炉(100t/d)を行わずに実証研究を推進することで、本 PJ 計画

変更による実用化計画の遅れを防止と開発費用の削減を図る。  

  

【想定する市場の規模・成長性等】  

・全世界の粗鋼生産の 7 割は高炉転炉法で作られている。昨今、水素   還元技術の提案がなさ

れているが、実用化は 2050 年以降であり、今後も、先進高炉技術（既存、製鉄所における CO2削

減技術）の市場   は存在する。 

 

(2) 成果の実用化・事業化に向けた具体的取組 

【実用化・事業化活動の実施者】  

・本開発の成果は日本鉄鋼連盟を中心に国内高炉メーカーにより実用化・事業化される。  

・知財権確立と導入国からの対価を前提とし、国外へ技術提供も模索していく。  

  

【実用化・事業化の計画及びマイルストーン】  

・本実証研究のマイルストーンに加えて、2030 年ごろの商業 1 号機、2050 年の国内普及を実用

化・事業化に向けたマイルストーンとして検討を行う。 

 

(3) 成果の実用化・事業化の見通し 

【実用化・事業化に向けての課題とその解決方針】  

・実用化・事業化の課題は技術確度の向上と CO2 削減コストの低減であり、その解決（必要水素

量低減など）を目指して PJ の計画変更を実施した。  

  

【研究成果のニーズと経済性の確保】  

・水素還元などのゼロカーボン技術は開発期間が長期にわたるため、本成果は早期の CO2 削減ニ

ーズを満たすものである。  

・本 PJ の計画変更（試験高炉研究継続、水素活用還元技術の深化）により、CO2削減コスト低減、

経済性の確保を模索。（今後の鉱石・石炭・鋼材の価格動向、炭素税などの負担増、グリーン電力・

水素価格の低下などを加味して、経済効果の最大化を検討。）  

  

【波及効果】 ・CO2 分離回収技術は製鉄以外の分野で早期商用化を進める。  
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（添付資料１） 

  Ｐ１３０１２  

  

｢環境調和型プロセス技術の開発｣基本計画 

  

環境部、省エネルギー部 
  
1. 研究開発の目的・目標・内容  

(1) 研究開発の目的  

本事業の目的は高炉法による一貫製鉄所のＣＯ２発生量を抜本的に削減し、地球温暖化防止

に貢献するため、高炉からのＣＯ２の発生量を減少させる技術、及び発生したＣＯ２を分離・

回収する技術を開発することである。  

鉄鋼業は我が国産業部門の中でＣＯ２発生量の約３９％、国全体の約１４％を占める（２０

１３年度）最大のＣＯ２排出業種であり、その中でも特に排出量の多い高炉法による製鉄プロ

セスにおいては地球温暖化対策として抜本的なＣＯ２排出量の削減が求められている。  

しかしながら、我が国の鉄鋼業についてみると、製鉄技術は既に世界最先端の水準にあり、

廃熱や副生ガスの利用による省エネルギーも極限に達しているため、ポスト京都議定書に向

け世界規模でのＣＯ２削減を実現するためには、革新的な製鉄プロセス技術開発が必要とされ

ている。２００７年５月に発表された地球温暖化に関する総理のイニシアティブ「美しい星５

０（Ｃｏｏｌ Ｅａｒｔｈ ５０）」においても、示された三原則の一つとして「省エネなどの

技術をいかし、環境保全と経済発展とを両立すること。」が提言されており、「革新的技術開発」

の一例として本技術開発が位置付けられているところである。  

上記のイニシアティブを踏まえて２００８年３月、全世界の温室効果ガス排出量を現状に

比べて２０５０年までに半減するという長期目標実現に向け、経済産業省において「Ｃｏｏｌ 

Ｅａｒｔｈ － エネルギー革新技術計画」が策定されている。 その中において革新的製鉄プ

ロセスは効率の向上と低炭素化の両面から、ＣＯ２大幅削減を可能とする「重点的に取り組む

べきエネルギー革新技術２１｣の一つとして位置付けられている。  

また、その後に策定された環境安心イノベーションプログラム基本計画(２０１０年４月)、

及びエネルギー基本計画（２０１４年４月）に基づくエネルギー関係技術開発ロードマップ

（２０１４年１２月）においても、革新的技術のひとつとして「環境調和型製鉄プロセス」が

選定された。 

本技術開発においては、これまで水素還元活用プロセスとして、コークス製造時に発生する

高温のコークス炉ガス（ＣＯＧ）に含まれる水素を増幅し、コークスの一部代替に当該水素を

用いて鉄鉱石を還元する技術、及び高炉ガス（ＢＦＧ）からＣＯ２を分離するため、製鉄所内

の未利用排熱を活用した革新的なＣＯ２分離回収技術の開発に取り組んできた。これらの技術

開発においてフェーズⅠ－ＳＴＥＰ１（２００８～２０１２年度（５年間））として要素技術

開発を実施した。フェーズⅠ－ＳＴＥＰ２（２０１３～２０１７年度（５年間））において要

素技術を組合せたパイロットレベルの総合実証試験を行った後、フェーズⅡ－ＳＴＥＰ１（２
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０１８～２０２２年度（５年間））、フェーズⅡ－ＳＴＥＰ２（２０２３～２０２５年度（３年

間））での実用化開発を経て、最終的に製鉄所における現状の全排出レベルに比較して約３

０％のＣＯ２削減を可能にする技術の確立に資する。  

一方、フェロコークス技術の開発は、資源対応力強化のための革新的製鉄プロセス技術開発

（２００９～２０１２年度（４年間））において要素技術開発を実施し、既に実証段階に到達

しているプロセスである。本プロセスでは、一般炭と低品位鉄鉱石の混合成型・乾留により生

成された金属鉄の触媒作用を利用して還元を低温で行い、還元効率を飛躍的に高めた革新的

塊成物（フェロコークス）を使用することで投入するコークス量を削減できる省エネ技術開発

である。本プロセス技術で得た知見や成果を、水素還元活用プロセスの中に取り込むことで省

エネ、ＣＯ２削減効果を最適化できるメリットを享受できることから、２０１７年度より、フ

ェロコークス技術の開発を加えて一体化することにした。本プロセスでは、今後、フェロコー

クス製造量３００ｔ/ｄの規模の中規模設備を建設し、フェロコークス製造技術を確立すると

ともに、中規模設備で製造したフェロコークスを溶銑製造量１０，０００ｔ/ｄの実高炉に連

続的に長期装入したときの高炉の還元材比や操業安定性（特に通気性）に及ぼす影響を確認し、

最終的に製銑プロセスのエネルギー消費量を１０％削減する技術の確立に資する。  

 

(2) 研究開発の目標  

研究開発項目 1. 水素還元等プロセス技術の開発(フェーズⅡ－ＳＴＥＰ１) 

①アウトプット目標  

【フェーズⅠ－ＳＴＥＰ１中間目標（２０１０年度）】 

 最終目標を達成するための主要構成技術の目途を得る。 

 

【フェーズⅠ－ＳＴＥＰ１最終目標（２０１２年度）】 

① 高炉からのＣＯ２排出削減技術開発 

・水素などによる鉄鉱石還元メカニズムと反応制御の基礎技術を確立する。 

・水素の増幅率を 2 倍とするコークス炉ガス（ＣＯＧ）改質技術を確立する。 

・水素還元高炉用のコークス強度（ドラム強度）ＤＩ≧８８を満足する高強度コークス

製造技術を確立する。 

② 高炉ガス（ＢＦＧ）からのＣＯ２分離回収技術開発 

・高炉ガス（ＢＦＧ）からのＣＯ２分離回収コスト２，０００円/／ｔ－ＣＯ２（「分離回

収法開発ロードマップ（ＣＣＳ２０２０）」に示された目標）を可能とする技術の見通

しを得る。 

 

【フェーズⅠ－ＳＴＥＰ２中間目標(２０１５年度)】  

(a) 高炉からのＣＯ２排出削減技術開発  

・ 水素還元の効果を最大限とするための技術をラボレベルで検討し実現性、有効性に

対するめどを得て具体的な実証試験の計画を立案する。  

・ １０ｍ３規模試験高炉の建設を完了させる。  

・ 触媒を用いてＣＯＧに含まれるタールや炭化水素を水素に改質する技術において高

炉への吹き込みガス用としての改質反応の最適化、改質触媒の活性劣化対策技術の
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確立を図る。  

・ メタン改質等の総合的に改質向上に資する要素技術のめどを得る。  

(b) 高炉ガス（ＢＦＧ）からのＣＯ２分離回収技術開発  

・ ＣＯ２分離回収コスト２，０００円／ｔ－ＣＯ２を実現可能な技術の充実を指向し再

生温度、分離回収エネルギーの低減などの技術開発のめどを得る。  

  

【フェーズⅠ－ＳＴＥＰ２最終目標(２０１７年度)】  

(a) 高炉からのＣＯ２排出削減技術開発  

・ １０ｍ３規模試験高炉により高炉からのＣＯ２排出量を削減する技術を確立する  

(b) 高炉ガス（ＢＦＧ）からのＣＯ２分離回収技術開発  

・ 高炉ガス（ＢＦＧ）からのＣＯ２分離回収コスト２，０００円／ｔ－ＣＯ２(｢分離回

収法開発ロードマップ（ＣＣＳ２０２０）｣に示された目標)を可能とする技術を確

立する。  

 

【フェーズⅡ－ＳＴＥＰ１中間目標(２０２０年度)】  

(c) 高炉からのＣＯ２排出削減技術開発  

･ 高炉からのＣＯ２排出削減量約１０％達成の見通しを得る。 

(d)  高炉ガス（ＢＦＧ）からのＣＯ２分離回収技術開発  

･ 分離回収エネルギー改善としての､吸収形態改善と分極影響の緩和の両技術の改善

に新規技術を見出すことで､分離回収エネルギー１．６ＧＪ/ｔ―ＣＯ２達成への要

素技術を構築する｡ 

【フェーズⅡ－ＳＴＥＰ１ 最終目標（２０２２年度）】  

(c) 高炉からのＣＯ２排出削減技術開発  

・高炉からの CO2 排出約 10%削減の実現性を技術的に最大化する技術の見通しを得る。 

  

高炉の実機部分確性用の「全周羽口吹込み」の試験は、CO2 削減技術開発の状況をみな

がら、フェーズⅡ－STEP2 開始(2023 年度)以降に行い、上記目標達成に資する。 

(d) 高炉ガス（ＢＦＧ）からのＣＯ２分離回収技術開発  

･ＣＯ２分離回収コスト２，０００円/t－ＣＯ２を実現可能な技術の充実を指向し､分離

回収エネルギー１．６ＧＪ/ｔ－ＣＯ２を到達し､ＣＯ２排出削減量約２０％の技術に

資する｡ 

 

②アウトカム目標  

２０３０年に実用化開始を目指し､製鉄所における現状の全排出レベルに比較して総合
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的に約３０％(１８５万 t-CO２/年､２０３０年に初号機１基で適用時を想定)のＣＯ２削減

可能な技術を確立することで､地球温暖化防止に貢献する｡また、コークス投入量の削減に

より２９億円規模／年の経済効果が見込まれる。(炭素税等、条件が変化した場合の規模) 

これらの運転実績を踏まえて、２０５０年までに国内で稼働中の高炉２７基に適用した

場合で、ＣＯ２削減４，９９０万 t -ＣＯ２/年､コークス投入量の削減により８００億円規

模／年の経済効果を見込む。また、高炉を水素還元活用型に更新するための改造市場とし

て２兆７,０００億円規模を見込む。さらに、鉄鋼の海外生産及び海外製品の輸入を抑制し、

国内高炉を操業することにより、鉄鋼業（製造業）の国内総生産市場１８兆円維持に貢献

する。(炭素税等、条件が変化した場合の規模) 

 

   ③アウトカム目標に向けた取組      

本事業で開発した新型高炉（水素還元活用＋ＣＯ２分離回収）の国内導入と並行して、海

外への展開についても検討する。 

また、本事業で開発した技術優位性の高い要素技術（高炉内３次元シミュレーション技

術、高効率熱交換技術、ＣＯ２分離回収技術等）を他の産業界へ水平展開し、社会貢献を進

める。そのため、要素技術の対外発表を積極的に進めると共に、関連分野技術のベンチマ

ーキングを行ったうえで、協業を含めたオープンイノベーションに取り組む。 

 

研究開発項目２．フェロコークス技術の開発 

①アウトプット目標  

   【中間目標（２０２０年度）】 

（a）フェロコークス製造中規模設備（以下「中規模設備」という。）での製造技術実証 

a－１ ラボ・中規模設備での比重・粒度が異なる原料の均一混合技術の確立 

a－２ 複数本羽口を有する中規模設備での乾留技術の確立 

・混合・撹拌シミュレーションモデルのプロトタイプを完成させ、混合均一性の計算

ができることを確認する。 

・３００ｔ／ｄの実証設備を建設し、連続一貫製造の負荷運転を実施する。 

・フェロコークスが設計どおりできることを確認する。 

指標１：原料の均一混合技術の確立（個体３種類、液体１種類の混合）混合度９５以上

（ラボ実験） 

指標２：乾留後塊成物のドラム強度：ＤＩ１５０／１５≧８０（ラボ実験） 

  （b）一般炭,低品位原料使用時の製造技術 

     ・使用可能な一般炭２銘柄及び低品位鉄鉱石２銘柄の選定を完了させる。 

     ・一般炭と低品位鉄鉱石、及び（d）で製造した固形新規バインダーを用い、ラボスケ



添付 1－5 
 

ールの成型試験を行い、各配合比率等の成型条件を確立する。 

    指標：成型物の強度（ I 型ドラム強度）：ＩＤ３０／１５≧８５（ラボ実験） 

（c）実高炉でのフェロコークス長期使用、効果検証 

・ラボ検討に基づきフェロコークスを実炉に装入するための適切な装入方法を提示す

る。 

・フェロコークスの高炉への装入設備の設置を完了させる。 

指標：フェロコークスの実高炉への装入量３ｋｇ/ｔ程度で、安定して装入できることを

確認する。 

（d）新バインダー強度発現実証 

・中規模設備に供し得る新規固形バインダーを試作する。 

・液体新規バインダーの試作をおこない、タブレットスケールで所定の冷間強度を確保

できることを実証する。 

・フェロコークスブリケットの冷間強度予測モデルのプロトタイプの作成を完了する。

バインダー及び鉄鉱石を配合した塊成物をモデル物質として強度評価を実施し、モデ

ル計算結果との比較を実施する。 

指標：液体新規バインダーの製造オプションの提示。 

（e）フェロコークス導入効果の検証  

・中規模設備で製造したフェロコークスの高温性状の調査を実施する。 

・（d）で開発した新規固形バインダーと新規液体バインダーを用いてラボスケールで作

成したフェロコークスの反応速度を調査し、反応モデルに組み入れる。 

 

  【最終目標(２０２２年度)】 

（a）中規模設備での製造技術実証 

a－１ ラボ・中規模設備での比重・粒度が異なる原料の均一混合技術の確立 

a－２ 複数本羽口を有する中規模設備での乾留技術の確立 

・生産量３００ｔ／ｄで長期間安定稼動が可能なことを実証する。 

・高炉装入に耐えうる乾留物の最適製造条件を確立する。 

・混合・撹拌シミュレーションモデルを用い、均一性を確保できる運転条件を提示す

る。 

指標１：原料の均一混合技術の確立（固体３種類、液体１種類の混合）：混合度９５以    

上   

指標２：乾留後塊成物のドラム強度：ＤＩ１５０／１５≧８０（＊） 

（＊）「資源対応力のための革新的製銑プロセス技術開発」において、フェロコークス

製造量２７．５ｔ／ｄ～３０ｔ／ｄとし、乾留炉操業３０日間で７４０ｔのフェロ

コークスを製造した際、目標強度 ＩＤ３０／１５＞８１以上の歩留りが９３．

５％であった。 
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（b）一般炭、低品位原料使用時の製造技術 

・ラボスケールでの試験結果から、原料（鉄鉱石、石炭）の絞込みを行う。これら原

料がフェロコークス用原料として適していることを検証する。 

指標：成型物の強度（ I 型ドラム強度）：ＩＤ３０／１５≧８５   

（c）実高炉でのフェロコークス長期使用、効果検証 

・高炉への長期装入試験を行い、高炉の還元材比や高炉操業の安定性に及ぼす影響を

評価する。また、製銑工程における省エネ効果に及ぼす影響を把握し、（e）の数値

シミュレーションと合わせ、目標の省エネ１０％を達成する。 

   指標：連続操業試験：３０日以上 

（d）新バインダー強度発現実証 

・新規固形バインダーの実証技術開発計画案を提示する。 

・所定の強度を実現しうる液体新規バインダー製造プロセス案を提示する。 

・フェロコークスブリケットの冷間強度予測モデルを提示する。 

指標：(a)及び(b)の達成に資するものであり、指標その他は(a)、(b)と同じ 

 

（e）フェロコークス導入効果の検証 

・フェロコークスの実高炉使用時の操業結果を数学モデルを用いて高精度にシミュレ

ートする。 

・中規模設備で製造したフェロコークスの反応速度を調査し、反応モデルを構築する。 

指標：評価方法の確立と省エネ効果(目標１０％)の確認 

（（e）の数値シミュレーションと（c）（実高炉でのフェロコークス長期使用、効果検証）

の結果と合わせ、目標の省エネ１０％を検証する）。 

  ②アウトカム目標  

２０３０年頃までに１,５００トン／日規模の実機５基を導入し、溶銑製造量２,０００

万トン／年（４００万ｔ/年高炉５基）に対して、省エネルギー効果量として原油換算量

で１９．４万ｋｌ／年、ＣＯ２削減量は８２万ｔ／年を見込む。また、フェロコークス原

料炭の一般炭への利用拡大を進めることにより、約２８０億円の経済効果を見込む。 

    ③アウトカム目標に向けた取組  

２０２３年頃までに、実高炉（１基）において、製銑プロセスのエネルギー消費量の

１０％削減する技術の確立を目指す。 

また、中規模設備（３００ｔ／ｄ）での製造技術の実証後、当該設備を増強し、実用化

する（２０３０年頃）。   

 

 (3) 研究開発の内容  

研究開発項目 1. 水素還元等プロセス技術の開発(フェーズⅡ－ＳＴＥＰ１) 

本技術開発(フェーズⅡ)では､ＣＯ２発生量を大幅に削減する､環境に調和した製鉄プロセ

スの開発として､世界最大規模の試験高炉と３次元高炉数学モデルの活用で、送風操作の可能
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性を最大限追求する。ＣＯ２分離回収技術においては､実証試験とマッチングできるＣＯ２分離

回収コスト２，０００円/ｔ－ＣＯ２以下を深化する技術を開発するため､高性能化学吸収液等

の開発､未利用排熱活用技術の適応研究を実施し､更なるコスト低減技術の構築を図る｡また、

フェーズⅡ－ＳＴＥＰ２においては、それまでの知見をベースに、高炉の実機部分確性用の

「全周羽口吹込み」の試験を実施する。  

本研究開発は､実用化まで長期間を要するハイリスクな｢基盤的技術｣、かつ大規模な検証が

必要なため、委託事業として実施する｡  

[委託事業] 

(a) 高炉からのＣＯ２排出削減技術開発  

フェーズⅡ全体の工程としては、２０１８年度～２０２２年度に１２ｍ３規模試験高

炉における送風操作及び装入物操作と合わせて、高炉３次元数学モデルの精度向上を行

い､試験高炉規模で高炉からのＣＯ２排出削減量約１０％を確立する｡２０２３年度以降、

その知見に基づき､実機設備の部分検証としての｢羽口全周吹込み｣設備の製作･施工･実

機検証を行う｡その内、フェーズⅡ－ＳＴＥＰ１では、以下を実施する。 

①  鉄鉱石還元への水素活用技術の開発  

･１２ｍ３規模試験高炉等による水素還元総合最適化技術開発  

還元ガス吹き込み方法の最適化､水素還元時におけるガス利用率維持のための操業要

因の解析などを実施し､水素還元の効果を最大限とする技術を確立する｡  

･水素還元に適した原料設計 

１２ｍ３規模試験高炉で高被還元性鉱石の対策品(フェーズⅠ－ＳＴＥＰ２の最終試

験結果を評価したうえでの対策品)での検証試験を行う｡ 

② コークス炉ガス（ＣＯＧ）改質技術の開発  

ＣＯＧ改質技術においては､フェーズⅠ－ＳＴＥＰ２で確性した｢触媒改質･部分酸化プ

ロセス｣の成果をベースに､シャフト吹き込みの熱･ガス流動制御視点で実機･実装に必要

なプロセスを検討する｡目標は､水素増幅率２倍を担保できるプロセスを確立することと

する｡ 

③コークス改良技術開発  

粘結材（ＨＰＣ）製造のスケールアップに資するベンチスケール連続装置の改造からス

タートする。連続製造設備の配管の温度管理精度向上による、輸送流体の閉塞防止技術

確立を目的とし、溶融状態ＨＰＣの熱分解および温度変化に伴う流動性の変化を粘度と

して精度良く定量的に推算する技術を確立した上で、安定的に流体輸送できる最大粘度
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５０，０００ｍＰａ・ｓを起点に溶融ＨＰＣハンドリングの最適な温度管理指標を確立

する。 

(b) 高炉ガスからのＣＯ２分離回収技術開発  

高炉ガス（ＢＦＧ）からのＣＯ２分離回収コスト２，０００円/ｔ－ＣＯ２を深化する技

術を確立、及び排熱とのマッチングのエンジニアリング検討を主体に取り組む。その内、

フェーズⅡ－ＳＴＥＰ１では、以下を実施する。 

①ＣＯ２分離回収技術開発  

製鉄所特有の仕様に適した独自性を明確にした上で、ＣＯ２分離回収技術として､化学

吸収法の熱消費原単位の極限低減を図る｡  

･化学吸収法によるＣＯ２分離エネルギー・コストの削減技術開発  

吸収形態改善と分極影響の緩和の両技術の改善に新規技術を見出し､その相乗効果発

揮を狙い､量子化学計算および連続分離回収実験による対策の集積評価で､１．６ＧＪ

／ｔ－ＣＯ２への到達に取り組む｡ 

② 未利用排熱活用技術の開発  

ＣＯ２分離回収に必要なエネルギーを製鉄所内の未利用排熱のエネルギー(熱又は電力

に変換)で賄うため､未利用排熱の活用技術を開発する｡ 高効率熱交換機のダスト等付

着対策として､ラボ評価を併用しつつ､閉塞対策のスケールアップにつなげる｡目標値

は温度効率６６％､耐久性７００時間とする。 

また、本技術の水平展開を図り、他分野への早期実用化に取り組む。 

(c) 全体プロセスの評価･検討  

試験高炉における操業結果を受けての高炉からのＣＯ２排出削減､及び高効率熱交換

機の最新特性を受けてのＣＯ２分離回収の双方と､所全体プロセス評価検討ＷＧのエネ

ルギーバランスを評価し､商用高炉のものと比較する。これにより、排出量３０％に資す

る可能性の組み合わせ検討を実施する｡ 

 また、本事業の市場への展開を図るために、ターゲットの明確化と技術優位性の獲得

を進める。ターゲットを明確にするため、経済性調査と技術本事業適用時の高炉改造に

係る市場規模、コークス投入量低減によるコスト削減など経済的効果を検討する。技術

優位性を獲得するために、強固な特許網構築を目指し、特許マップを作成・共有し、基

本特許を中心とし、抜け漏れのない周辺特許出願を効果的に進める。 

 

 

 研究開発項目２．フェロコークス技術の開発 
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本研究開発は、助成事業として実施する。  

助成事業（ＮＥＤＯ負担１／２） 

本研究開発は、フェロコークスを製造・使用することによって、製銑技術に革新をもたらす

もので、３００ｔ／ｄの規模でその製造プロセスの実現性を実証して、根本的にこれまでの

鉄鉱石と石炭の利用方法を革新するものである。 

 具体的には、フェロコークス製造量３００ｔ／ｄの規模の中規模設備を建設し、フェロコ

ークス製造技術を確立するとともに、中規模設備で製造したフェロコークスを溶銑製造量

１０，０００ｔ／ｄの実高炉に連続的に長期装入したときの高炉の還元材比や操業安定性

（特に通気性）に及ぼす影響を確認する。また、製銑工程全体の物質・エネルギーバランス

から、省エネ効果を評価する。さらに、操業安定性を鑑みながら、フェロコークス比の影響

を調査するとともに、結果の外挿及び数値シミュレーションから、フェロコークス比が３

３％のときの製銑工程の目標省エネ効果（１０％）を達成する。 

フェロコークス技術の開発におけるスケールアップの考え方としては、１０倍を基本とし

ている。最終的な実機は１，５００トン／日の製造能力であり、これは３００トン／日のユ

ニットを 5 つ並べた規模である。そのため、実機での技術課題は３００トン／日機で検討で

きることから、今回の実証は３００トン／日機で進める。本プロジェクトの前段である、「資

源対応力強化のための革新的製銑プロセス技術開発（２００９年度～２０１２年度）におい

ては、３００ｔ／ｄの１／１０である３０ｔ／ｄのパイロットスケールで評価、「革新的製銑

プロセスの先導的研究」（２００６年度～２００８年度）（委託）はラボ試験のため、１／１

００である３００ｋｇ/日のベンチスケールで評価を行なっている。 

 

（a）中規模設備での製造技術実証 

「資源対応力強化のための革新的製銑プロセス技術開発」におけるパイロット規模試験（３

０ｔ／ｄ）と実機（１５００ｔ／ｄ）の中間ステップとして、中規模設備でのフェロコーク

ス連続製造技術を確立するため、長期操業試験を行うべく、以下の研究を行う。 

a－１ ラボ・中規模設備での比重・粒度が異なる原料の均一混合技術の確立 

a－２ 複数本羽口を有する中規模設備での乾留技術の確立 

・生産量３００ｔ／ｄで長期間安定稼動が可能なことを実証する。 

・高炉装入に耐えうる乾留物の最適製造条件を確立する。 

・混合・撹拌シミュレーションモデルを用い、均一性を確保できる運転条件を提示す

る。 

指標１：原料の均一混合技術の確立（固体３種類、液体１種類の混合）：混合度９５以

上 

指標２：乾留後塊成物のドラム強度：ＤＩ１５０／１５≧８１（＊） 

(*)｢資源対応力のための革新的製銑プロセス技術開発｣において､フェロコークス製造

量２７．５ｔ／ｄ～３０ｔ／ｄとし､乾留炉操業３０日間で７４０ｔのフェロコーク

スを製造した際､目標強度ＤＩ１５０／１５＞８１以上の歩留りが９３．５％であっ

た｡ 
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 （b）一般炭,低品位原料使用時の製造技術実証 

「資源対応力強化のための革新的製銑プロセス技術開発」（２００９年度～２０１２年度）

におけるパイロット規模試験（３０ｔ／ｄ）で用いた石炭をベースに、更なる銘柄拡大（資

源制約の緩和）、低廉化を目的に研究を行う。 

・ラボスケールでの試験結果から、原料（鉄鉱石、石炭）の絞込みを行う。これら原

料がフェロコークス用原料として適していることを検証する。 

指標：成型物の強度（ I 型ドラム強度）：ＩＤ３０／１５≧８５ 

 （c）実高炉でのフェロコークス長期使用、効果検証 

「資源対応力強化のための革新的製銑プロセス技術開発」においては還元材比とともに重

要な操業管理指標である通気性の変化についての解析が課題として残されていた。本研究

では、高炉での長期操業試験を通して、フェロコークスの高炉操業に与える効果（還元材

比、通気性）の検証を行う。 

 ・高炉への長期装入試験を行い、高炉の還元材比や高炉操業の安定性に及ぼす影響を評価 

する。また、製銑工程における省エネ効果に及ぼす影響を把握し、（e）の数値シミュ 

レーションと合わせ、目標の省エネ１０％を達成する。 

   指標：連続操業試験：３０日以上 

（d）新バインダー強度発現実証 

過去の研究開発においてすでに既存固体バインダーと同等以上の性能を有する新規バイン

ダーが見出されその性能はパイロット規模試験（３０ｔ／ｄ）で確認されているが、さら

に、フェロコークス製造においてシャフト炉による乾留工程で副生するタールを回収し、

成型用バインダーとして循環使用するシステムの構築が課題として挙げられている。そこ

で本研究では、フェロコークス製造用バインダーの製造技術に関して以下の研究を行う。 

・新規固形バインダーの実証技術開発計画案を提示する。 

・所定の強度を実現しうる液体新規バインダー製造プロセス案を提示する。 

・フェロコークスブリケットの冷間強度予測モデルを提示する。 

指標：(a)及び(b)の達成に資するものであり、指標その他は(a)、(b)と同じ 

 

（e）フェロコークス導入効果の検証 

乾留炉の大型化、一般炭、低品位原料の使用、新規バインダーの使用が課題であり、開発し

た技術の適用可能性を検証する必要がある。そこで今回は、フェロコークスの高温性状評価

手法と高炉内反応シミュレーション技術の汎用性拡大技術を開発し、フェロコークスの使

用が高炉操業に与える影響を以下の研究で評価する。 

・フェロコークスの実高炉使用時の操業結果を数学モデルを用いて高精度にシミュレート

する。 
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・中規模設備で製造したフェロコークスの反応速度を調査し、反応モデルを構築する。 

指標：評価方法の確立と省エネ効果(目標１０％)の確認 

（（e）の数値シミュレーションと（c）（実高炉でのフェロコークス長期使用、効果検証）の

結果と合わせ、目標の省エネ１０％を検証する）。 

 

 

2. 研究開発の実施方式  

(1) 研究開発の実施体制  

水素還元等プロセス技術の開発(フェーズⅡ－ＳＴＥＰ１)についてはＮＥＤＯ環境部 

春山 博司を、フェロコークス技術の開発は、ＮＥＤＯ省エネルギー部 田村 順一をそれ

ぞれプロジェクトマネージャーとし、プロジェクトの企画、進行管理等を実施する。 

本研究開発は、ＮＥＤＯが単独ないし複数の、原則本邦の企業、研究組合、公益法人等の

研究機関（原則、国内に研究開発拠点を有していること。ただし、国外企業の特別の研究開

発能力、研究施設等の活用あるいは国際標準獲得の観点から国外企業との連携が必要な部分

はこの限りではない。）から、公募によって研究開発実施者を選定し、水素還元等プロセス技

術の開発については委託により、フェロコークス技術の開発は助成（助成率１／２以内）に

より実施する。  

共同で参加する各グループの有する技術ポテンシャルを最大限に活用して効率的な研究開

発の推進を図る観点から、ＮＥＤＯが委託先決定後に指名する研究開発責任者（プロジェク

トリーダー）を置き、その下に研究者を可能な限り結集して効果的な研究開発を実施する。 

なお、フェロコークス技術の開発については、研究責任者（プロジェクトリーダー）を置か

ない。  

  

(2) 研究開発の運営管理  

研究開発全体の管理・執行に責任を有するＮＥＤＯは、経済産業省及びプロジェクトリー

ダーと密接な関係を維持しつつ、本研究開発の目的及び目標に照らして適切な運営管理を実

施する。具体的には、必要に応じて、ＮＥＤＯに設置する委員会等、外部有識者の意見を運

営管理に反映させるほか、四半期に一回程度プロジェクトの進捗について委託先あるいは助

成先からの報告を受けること等を行う。  

委託事業については、欧州等の革新的製鉄プロジェクトの動向や国際展開を見据えた知財

管理を行う。海外における知財の確保を積極的に推進するために、本事業成果の導入時期（２

０３０年に初号機導入、２０５０年に国内全基への導入）を視野に入れた知知的財産戦略（ノ

ウハウ化／出願の要否、内容、分野、時期）の構築を進める。 

また、水素還元等プロセス技術の開発(フェーズⅡ)及びフェロコークス技術の開発の両事

業間の連携を図るために、上記委員会等への相互参加、及び技術交流会を開催し、中間評価

までに技術内容を議論・共有する。 

  

3. 研究開発の実施期間  

研究開発の実施期間は、２０１３年度から２０２２年度までの１０年間とする｡  



添付 1－12 
 

  

4. 評価に関する事項  

ＮＥＤＯは､技術的及び政策的観点から､研究開発の意義､目的達成度､成果の技術的意義及び将

来の産業への波及効果等について､外部有識者によるプロジェクト評価を実施する。水素還元活用

製鉄プロセス技術開発(フェーズⅠ-ＳＴＥＰ２)については、外部有識者による研究開発の中間評

価を２０１５年度、事後評価を２０１７年度に前倒しで実施。水素還元等プロセス技術の開発

（フェーズⅡ－ＳＴＥＰ１）については研究開発の中間評価を２０２０年度､事後評価を２０２２

年度に前倒し実施を予定しており､フェロコークス技術の開発については中間評価を２０２０年

度､事後評価を２０２３年度に実施する｡また､中間評価結果を踏まえ必要に応じプロジェクトの加

速･縮小･中止等見直しを迅速に行う｡なお､評価の時期については､当該研究開発に係わる技術動

向､政策動向や当該研究開発の進捗状況等に応じて､適宜見直すものとする。  

  

5. その他の重要事項  

(1) 研究開発成果の取扱い  

① 成果の普及  

得られた研究開発成果については、ＮＥＤＯ、実施者とも普及に努めるものとし、製鉄

プロセス以外への早期実用化が見込まれる技術については、技術の横展開を後押しする。 

② 標準化等との連携  

得られた研究開発の成果については、標準化等との連携を図るため、データベースへ

のデータの提供、標準情報（ＴＲ）制度への提案等を積極的に行う。  

③ 知的財産権の帰属  

委託研究開発の成果に関わる知的財産権については、「独立行政法人新エネルギー・産

業技術総合開発機構新エネルギー・産業技術業務方法書」第２５条の規定等に基づき、

原則として、すべて委託先に帰属させることとする。  

④ 知財マネジメントに係る運用  

本プロジェクトは、「ＮＥＤＯプロジェクトにおける知財マネジメント基本方針」を適

用するプロジェクトである。 

 

(2) 基本計画の変更  

ＮＥＤＯは、研究開発内容の妥当性を確保するため、社会・経済的状況、国内外の研究開

発動向、産業技術政策動向、第三者の視点から評価結果、研究開発費の確保状況、当該研

究開発の進捗状況等を総合的に勘案し、達成目標や研究開発体制等、基本計画の見直しを

弾力的に行うものとする。  

  

(3) 根拠法  

本プロジェクトは、国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構法第十五条一

号ハに基づき実施する。  
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6. 基本計画の改訂履歴  

(1) ２０１３年３月、制定  

(2)２０１６年２月、改訂  

ＳＴＥＰ２の内容に修正 

(3)２０１７年２月、改訂  

フェロコークス活用製銑プロセス技術開発を追加 

(4)２０１８年１月、改訂  

水素還元活用製鉄プロセス技術（フェーズⅡ－ＳＴＥＰ１）の内容に修正 

フェロコークス活用製銑プロセス技術開発の実施期間を５年から６年に延長 

(5)２０１８年１０月、改訂 

基本計画名称、研究開発項目名称及びプロジェクトマネージャーを修正。 

研究開発スケジュールの誤記修正。 

(6)２０１９年１月、改訂 

研究開発項目２.の名称の変更。 

(7)２０２０年２月、改訂 

研究開発の内容、別添 研究開発計画を修正。  
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別添 研究開発計画 

 

研究開発項目１． 水素還元等プロセス技術の開発（フェーズⅡ－ＳＴＥＰ１） 

 

 

（参考：フェーズⅡ－ＳＴＥＰ２）

 

開発テーマ 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

6.試験高炉によるプロセス

   技術開発

1.鉄鉱石水素還元技術開発

3.高性能粘結材製造技術の開

発

2.コークス炉ガス（COG）改質技

術の開発

4.CO2分離・回収技術開発

5.未利用排熱回収技術開発

高炉

から

の

CO2

排出

削減

高炉

ガス

の

CO2

分離・

回収

7.全体プロセス評価・検討

粘性計測

操業及び解体調査

試験装置改造 検証試験 性能評価

吹込みハード検討

対象炉検討・設備条件調査

操業設計・操業解析（数学シミュレーション）

事前設計

新吸収液開発

ラボ総合

検証
スケールアップ

検討
付着特性ラボ調査 付着対策設計

全体プロセス評価検討（開発結果反映）

2030年対応方針の再整理 次ステップ検討

開発テーマ 2023年度 2024年度 2025年度

1.鉄鉱石水素還元技術開発

3.高性能粘結材製造技術の開

発

2.コークス炉ガス（COG）改質技

術の開発

4.CO2分離・回収技術

　開発

5.未利用排熱回収技術

　開発

6.総合開発

7.全体プロセス評価・検討

高炉

ガス

の

CO2

分離・

回収

高炉

から

の

CO2

排出

削減

製造特性

評価
阻害要因対策 総合評価

試験結果解析

全周羽口

吹込設計

排熱とのマッチング検証

付着対策ロングランテスト

総合開発の評価

総合化

総合化

プロセス間ユーティリティ検討

製作 試験

触媒改質実機部分適用
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研究開発項目２．フェロコークス技術の開発 

 

  

2017 2018 2019 2020 2021 2022

中規模設備
フェロコーク
ス製造技術
実証
一般炭、低品
位原料使用
時の製造技
術

実高炉フェロ
コークス長期
使用検証

新バインダー
強度実証

フェロコーク
ス導入効果
の検証

中間評価

設計・建設 製造・実証

装入検討 使用、効果検証

製造実証 評価

実験室レベル
サンプル評価

中規模実証設備
サンプル評価
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添付４．特許論文等リスト 

(2019 年 3 月 31 日現在） 

 

【特許】 

番

号 出願者 出願番号 
国内 
外国 
PCT 

出願日 
公開 
出願 
取下 

名称 発明者 

1 

新日鐵住金(株)、
JFE スチール

(株)、(株)神戸製

鋼所、日新製鋼

(株)、新日鉄住金

エンジニアリング

(株) 

特願 2018-
172523 国内 2018 年 9 月 4

日 公開 高炉の操業方法 酒井 博 
他 

2 (株)神戸製鋼所、

北海道大学 
特願 
2018-202261 国内 2018 年 10 月 26

日 公開 コークスの製造方法 堺  康爾 
他 

3 

新日鐵住金(株)、
JFE スチール

(株)、(株)神戸製

鋼所、日新製鋼

(株)、新日鉄住金

エンジニアリング

(株) 

特願 
2019-026220 国内 2019 年 2 月 18

日 出願 
還元ガスの吹込み量

決定方法及び高炉の

操業方法 

酒井 博 
他 

4 
(公財)地球環境産

業技術機構、日本

製鉄(株) 
PCT/JP2019/ 
006457 PCT 2019 年 2 月 21

日 公開 
二酸化炭素の吸収剤

および二酸化炭素の

分離回収方法 

山本 信 
他 

5 

新日鐵住金(株)、
JFE スチール

(株)、(株)神戸製

鋼所、日新製鋼

(株)、新日鉄住金

エンジニアリング

(株) 

特願 
2019-080924 国内 2019 年４月 22

日 出願 

ガス吹込み条件の設

定方法及びガス吹込

み条件の設定方法の

プログラム 

西岡浩樹 
他 

6 同上 特願 
2019-080924 国内 2019 年 4 月 22

日 出願 解析対象領域の設定

方法 

西岡 浩

樹 
他 

7 同上 特願 
2019-080926 国内 2019 年 4 月 22

日 出願 補正係数の決定方法 西岡浩樹 
他 

8 

日本製鉄(株)、
JFE スチール

(株)、(株)神戸製

鋼所、日新製鋼

(株)、新日鉄住金

エンジニアリング

(株) 

特願 2019-
126568 
 

国内 2019 年 11 月 29
日 出願 高炉の操業方法 酒井 博 

他 
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9 同上 
PCT 
JP2020/0060
11 

PCT 2020 年 2 月 17
日 出願 

還元ガスの吹込み量

決定方法及び高炉の

操業方法 

酒井 博 
他 

10 
(公財)地球環境産

業技術機構、日本

製鉄(株) 

 
特願 2020-
56851 

国内 2020 年 3 月 26
日 出願 

二酸化炭素を含むガ

スから二酸化炭素を

分離回収するための

吸収液、及びそれを

用いた二酸化炭素の

回収方法 

松崎洋市 
他 

 
【論文】 

番号 発表者 タイトル 発表書誌名 査

読 
発表年月日 

1 荒木恭一 
他 

環境調和型製鉄プロセス技

術開発(COURSE50)の概況 
水素エネルギー協会会誌 無 2018年 4月 30

日 
2 東井隆行 

(RITE) 
CCS と二酸化炭素分離回収

技術（仮題） 
Journal of the Society of 
Inorganic Materials, 
Japan 

有 2019 年 11 月 

3 Y. 
Matsuza
ki, H. 
Yamada, 
F. A. 
Chowdh
ury,S. 
Yamamo
to, K. 
Goto 

Ab Initio Study on the 
Origin of Reduced 
Carbamate Stability in 
Sterically Hindered 
Amine: 2-amino-2-methyl-
1-propanol (AMP) 

Industrial & Engineering 
Chemistry Research 58, 
3549−3554 (2019). 

有 2019 年 2 月 7
日 

4 三 浦 孝

一、 
他 

Reduction and 
Gasification 
Characteristics of A 
Unique Iron Ore/carbon 
Composite prepared from 
Robe River and a Coal Tar 
Vacuum Residue 

ISIJ International 
(日本鉄鋼協会欧文誌） 

有 2019年 2月 12
日 

5 植田滋 
（ 東 北

大） 

Influence of atmosphere 
and basicity on softening 
and melting behaviors for 
the CaO-FeO-SiO2-Al2O3-
MgO system 

ISIJ International 
(日本鉄鋼協会欧文誌） 

有 2019 年 3 月 1
日 

6 Firoz 
Alam 
Chowdh

A screening study of 
alcohol solvents for 
alkanolamine-based CO2 

International Journal of 
Greenhouse Gas Control 

有 2020年 5月 26
日 
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ury 
(RITE)、
他 

capture 

7 西田亮一 
（RITE) 

Development of CVD silica 
membranes having high 
H2 permeance and steam 
durability and a 
membrane reactor for 
water gas sift reaction 

Membranes 誌 
名称：5TH POST 
 COMBUSTION 
CAPTURE 
CONFERENCE 

有 2019 年 10 月

31 日 

8 盛家晃太 Effect of Large Amount of 
Co-injected Gaseous 
Reducing Agent on 
Combustibility of 
Pulverized Coal by Non-
Contact Measurement 

ISIJ International 
(日本鉄鋼協会欧文誌） 

有 2020 年 1 月 4
日 

9 紫垣伸行 Precise estimation of 
equilibrium adsorption 
amounts of CO2-N2, CO-
N2, and CO2-CO mixed 
gases 

SN Applied 
Sciences(Springer) 

有 2020年 1月 31
日(見込み) 

10 樋口謙一 Improvement of reduction 
 behavior of sintered ores 
in blast 
 furnace through injecting 
 reformed coke oven gas 

ISIJ International 
(日本鉄鋼協会欧文誌） 
 

有 2020年 3月 31
日 

11 松 崎 洋

市、他 
Catalysis of CO2 
Absorption in Aqueous 
Alkanolamine Solution by 
Boron Compounds: A 
Combined Computational 
and Experimental Study 

Industrial & Engineering 
Chemistry Research 

有 in press 

 
【外部発表】 
(a) 学会発表・講演 
番号 発表者 タイトル 発表書誌名 査

読 
発表年月日 

1 柿内一元 
他 

Experimental Blast 
Furnace Operation －

Outline of Experimental 
Blast Furnace－ 

8th International 
Congress on the Science 
and Technology of 
Ironmaking 2018 (ICSTI 
2018) 

無 2018 年 9 月

25 日 
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2 中野 薫 
他 

Experimental Blast 
Furnace Operation for CO2 
ultimate reduction 

8th International 
Congress on the Science 
and Technology of 
Ironmaking 2018 (ICSTI 
2018) 

無 2018 年 9 月

25 日 

3 原 全史 
（ 九 州

大） 

組織の異なる焼結鉱の CO-
CO2-H2 混合ガス雰囲気下で

の還元挙動 

日本鉄鋼協会第 176 回秋季

講演大会 
無 2018 年 9 月

19 日 

4 山田秀尚 
(RITE) 

CO2 分離回収技術の開発（化

学吸収法、固体吸収法、膜分

離法） 

第 2 回 CCS フォーラム 無 2018 年 5 月

10 日 

5 殿村重彰 
他 

CO2 Ultimate Reduction in 
Steelmaking 
process(COURSE50 
Project) 

8th International 
Congress on the Science 
and Technology of 
Ironmaking (ICSTI 2018) 

無 2018 年 9 月 
25 日 

6 成瀬一郎 
( 名 古 屋

大) 

GASIFICATION 
BEHAVIORS OF 
PULVERIZED COAL CHAR 
WITH CO2 AND H2O AT 
HIGH TEMPERATURE 

The 14th Japan-China 
Symposium on Coal and 
C1 Chemistry 

無 2018 年 5 月

25 日 

7 河原魁人 

他 
( 名 古 屋

大) 

高温における微粉炭チャー

の CO2 および H2O ガス化特

性 

鉄鋼協会第 176 回秋季講演

大会 
無 2018 年 9 月

19 日 

8 熊谷治夫 
（北海道

大） 

1H-NMR STUDY ON THE 
THERMOPLASTIC 
PHENOMENON OF COAL 
WITH HIGH 
PERFORMANCE COKING 
ADDITIVE 

The world conference on 
carbon 2018 

無 2018 年 7 月

1～6 日 

9 藤本健一

郎 
Steel’s competitiveness 
from the environmental 
perspective 
 

2018 SEAISI Conference & 
Exhibition 

無 2018 年 6 月

27 日 

10 殿村重彰 CO2 Ultimate  
Reduction in  
Steelmaking  
process(COURSE50 
Project) 

Asian Steel Experts  
Dialogue(主催：IFA) 

無 2019 年 5 月 
23 日 

11 村 上 太

一、葛西

焼結プロセスにおける鉄系

凝結材の反応挙動および焼

日本学術振興会 第 54 委

員会 本委員会 
無 2019 年 6 月

28 日 
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栄輝 
（ 東 北

大） 

結鉱中の SFCAの被還元性評

価 

12 殿村重彰 CO2 Ultimate Reduction in 
Steelmaking 
process(COURSE50 
Project) 

CCT ワークショップ 
（主催：JCOAL) 

無 2019 年 6 月

21 日 

13 紫 垣  伸

行 
13Xゼオライト吸着剤を用い

た CO2-PSA における吸着剤

形状の影響 
（COURSE50 物理吸着 CO2

分離技術） 

日本鉄鋼協会第 176 回秋季

講演大会 
無 2018 年 9 月

19 日 

14 守 本  和

生 
（ 東 工

大） 

気孔を有する針状 SFCAの生

成に及ぼす熱履歴及び Al2O3

濃度の影響 

日本鉄鋼協会第 176 回秋季

講演大会 
無 2018 年 6 月

28 日 

15 盛家晃太 
他 

還元性ガス同時吹込みが微

粉炭燃焼挙動へ及ぼす影響 
日本鉄鋼協会第 176 回秋季

講演大会 
無 2018 年 9 月

21 日 
16 住 谷  佑

哉 
（ 東 北

大） 

CO2 および H2O ガス化反応

前後におけるコークス基質

の機械的性質の評価 

日本鉄鋼協会第 176 回秋季

講演大会 
無 2018 年 9 月

21 日 

17 沼澤 結 
（ 東 北

大） 

CO2 および H2O ガス化反応

がコークスの強度に及ぼす

影響 

第 27 回日本エネルギー学

会大会 
無 2018 年 9 月

19 日 

18 三木貴博 
（ 東 北

大） 

製鉄プロセスにおける酸化

鉄―脈石成分間の反応、融液

生成 

日本学術振興会製銑第 54
委員会 2018 年度 6 月期本

委員会 

無 2018 年 6 月

28 日 

19 齋藤公児 Recent Research & 
Development topics Iron-
making Technologies in 
JAPAN 

The 16th Korea-Japan-
China International 
Symposium on Carbon 
Saves the Eartt (CSE2018) 
Ulanqab City Inner 
Mongolia China 

無 2018 年 8 月

13 日 

20 村 上 太

一、葛西

栄輝（東

北大） 

焼結鉱の還元反応に及ぼす

全圧および水素分圧の影響 
日本鉄鋼協会第 176 回秋季

講演大会 
無 2018 年 9 月

20 日 

21 中尾憲治 Hydrogen production 
technology development 
using coke oven gas (COG) 

TOCAT8 (8th Tokyo 
Conference on Advanced 
Catalytic Science and 

無 2018 年 8 月

6 日 
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Technology) 
22 紫垣伸行 13Xゼオライト吸着剤を用い

た CO2-PSA における吸着剤

形状の影響 

日本鉄鋼協会第 176 回秋季

講演大会 
無 2018 年 9 月

19 日 

23 F.A.Cho
wdhury 
（RITE) 

A guide to evaluate non-
aqueous solvents and amine 
absorbent for post-
combustion CO2 capture 

GHGT(Greenhouse Gas 
Control Technologies）-14 

有 2018 年 10 月

21 日 

24 後藤和也 

（RITE) 
Development of novel 
solvents for CO2 removal 
from blast furnace gas 

GHGT(Greenhouse Gas 
Control Technologies）-14 

有 2018 年 10 月

21 日 

25 菅原勝康 
（ 秋 田

大） 

Effect of Sulfur in 
Carbonaceous Material on 
Reduction of Iron 
ore/Carbon Composite 

日本化学会化学系学協会東

北大会講演要旨集 
無 2018 年 9 月

16 日 

26 宍戸貴洋 高性能粘結材（HPC）を用い

たコークス製造技術の開発 
化学工学会第 50 回秋季大

会 
無 2018 年 9 月

18 日 
27 熊谷治夫 

（北大） 
HPC 含浸処理が石炭の軟化

溶融挙動に及ぼす影響 
第 55 回石炭科学会議 無 2018 年 10 月

29 日 
28 盛家晃太 Effect of Reductive Gas Co-

injection on Combustion of 
Pulverized Coal in blast 
furnaces 

METEC & 4th ESTAD 
2019（於 ドイツ） 

無 2019 年 6 月

25 日 

29 山田秀尚 
（RITE) 

先進的 CO2 分離回収技術の

研究開発 
化学工学会第 50 回秋季大

会 
無 2018 年 9 月

18 日 
30 殿村重彰 CO2 Ultimate Reduction 

System for Cool Earth 50 
(COURSE50 Project) 

8th International 
Congress on the Science 
and  Technology of 
Ironmaking (ICSTI 2018) 

無 2019 年 9 月 
25 日 

31 荒木恭一 CO2 Ultimate Reduction 
System for Cool Earth 50 
(COURSE50) Project 

General Assembly 2018 
Tokyo（主催：WorldSteel 
Association) 

無 2018 年 10 月

17 日 

32 殿村重彰 CO2 Ultimate Reduction 
System for Cool Earth 50 
(COURSE50) Project 

General Assembly 2018 
Tokyo plant tour（主催：

WorldSteel Assciation) 

無 2018 年 10 月

18 日 

33 余語克則 
(RITE) 

RITE における高効率 CO2 分

離回収技術の開発状況 
未来社会を支える温暖化対

策技術シンポジウム 
無 2018 年 9 月

26 日 
34 井上昭彦 Efforts of Nippon Steel & 

Sumitomo Metal 
Corporation for Global 
Environmental Problems 

The 7th Baosteel 
Biennial Academic  
Conference 

無 2018 年 10 月 
30 日 
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35 工藤真二 
（ 九 州

大） 

Production of high-strength 
coke from low-rank coal by 
hot-briquetting and 
carbonization 

第 28 回日本 MRS 年次大会 無 2018 年 12 月

18-20 日 

36 永長久寛 
（ 九 州

大） 

Study on Redox properties 
of Ni-CeO2 Catalysts 

The 20th Cross Straits 
Symposium on Energy and 
Environmental Science 
and Technology (CSS-
EEST20) 

無 2018 年 11 月

26 日 

37 中尾真一 
(RITE) 

RITE における CO2 分離回収

技術と水素製造技術 
日本セラミックス協会  資
源・環境関連材料部会講演

討論会 

無 2018 年 11 月

2 日 

38 松原秀和 
( 日 本 鉄

鋼連盟) 

「鉄の輪がつなぐ人と地球」 
鉄の環境特性と鉄鋼業界の

地球温暖化対策の動向 

グリーン・スチール・セミナ

ー 
無 2018 年 11 月

20 日 

39 甲斐照彦 
(RITE) 

RITE における CO2 分離回収

技術の研究開発 
中国地区化学工学懇話会 無 2018 年 11 月

16 日 
40 中尾憲治 Development of hydrogen 

production technology from 
coke oven gas 

The 8th World Hydrogen 
Technologies Convention 
(WHTC 2019) 

無 2019 年 6 月

3 日 

41 中野 薫 Experimental Blast 
Furnace Operation for CO2 

Reduction 

The 8th World Hydrogen 
Technologies Convention 
(WHTC 2019) 

無 2019 年 6 月

3 日 

42 宍戸貴洋 Development of coke 
improvement technologies 
to produce suitable coke for 
the hydrogen reduction 
process 

The 8th World Hydrogen 
Technologies Convention 
(WHTC 2019) 

無 2019 年 6 月

3 日 

43 杉田啓介 
（RITE) 

高効率 CO2 分離・回収技術の

実用化に向けた取り組み 
大阪科学技術センター主催

の燃料電池・FCH 部会 第

255 回定例研究会 

無 2018 年 11 月

26 日 

44 後藤和也 
(RITE) 

Development of Amine-
based Solvents for CO2 
Capture from Blast Furnace 
Gas 

The 8th World Hydrogen 
Technologies Convention 
(WHTC 2019) 

無 2019 年 6 月

3 日 

45 鷲見郁宏 
他 

COURSE50- ⑤ 

Development of CO2 
Capture Technology 

The 8th World Hydrogen 
Technologies Convention 
(WHTC 2019) 

無 2019 年 6 月

2 日 

46 宇 治 澤 

優 
COURSE50 project: 
Innovative Ironmaking 
Technology Development 

The 8th World Hydrogen 
Technologies Convention 
(WHTC 2019) 

無 2019 年 6 月

2 日 
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Utilizing Hydrogen 
47 中尾真一 

(RITE) 
高効率 CO2 分離・回収技術の

実用化に向けた取り組み 
革新的環境技術シンポジウ

ム 
(RITE 主催) 

無 2018 年 12 月

19 日 

48 菱池通孝 
( 住 友 化

学） 

PSA による炭酸ガスの分離

技術について 
RITE 無機膜研究センター

産業化戦略協議会 
無 2019 年 1 月

11 日 

49 村 上 太

一、葛西

栄輝 
（ 東 北

大） 

鉱物相組織からみた焼結鉱

の還元反応に及ぼす水素分

圧と雰囲気圧力の影響 

日本鉄鋼協会第 177 回春季

講演大会 
無 2019 年 3 月

30 日 

50 山田秀尚 
（RITE) 

テトラメチルジアミノアル

カン－水－CO2系の液液相分

離機構に関する研究 

化学工学会第 84 年会 無 2019 年 3 月

13-15 日 

51 宇 佐 見 
明 

Efforts of Japanese Iron & 
Steel Industry for Global 
Environmental Challenges 

SEAISI（東南アジア鉄鋼協

会)発表 
無 2019 年 3 月 

12 日 

52 梅津宏紀

（電力中

央 研 究

所） 

Numerical Simulation of 
Raceway Zone in Small-
scale Combustion 
Equipment  
for Blast Furnace 

European Combustion 
Meeting 2019 

有 2019 年 4 月

16 日 

53 山田秀尚 
（RITE) 

CO2 回収技術の最新動向 公益社団法人新化学技術推

進協会（JACI）「CO2固定化・

有効利用」エネルギー分科

会 

無 2019 年 4 月

20 日 

54 村上英樹 鉄鋼業の地球温暖化対策へ

の取組 
化学工学会第 84 年会での

基調講演 
公表先：化学工学会 

無 2019 年 3 月

13 日 

55 鷲見郁宏 COURSE50- ⑤ 

Development of CO2 
Capture  
Technology (Extended 
abstract) 

The 8th World Hydrogen 
Technologies Convention 
(WHTC 2019) 

無 2019 年 6 月

2 日 

56 中尾憲治 Development of hydrogen 
amplification technology 
from coke oven 
gas(Extended abstract) 

The 8th World Hydrogen 
Technologies Convention 
(WHTC 2019) 

無 2019 年 6 月

2 日 

57 五十嵐正

之 
化学吸収法による高効率Ｃ

Ｏ2 回収システム（ESCAP ®） 
日本化学会第 99 春季年会

2019 
無 2019 年 3 月

18 日 
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58 中野 薫 Development of CO2 
Reduction Technology From 
Blast Furnace 

The 8th World Hydrogen 
Technologies Convention 
(WHTC 2019) 

無 2019 年 6 月

2 日 

59 後藤和也 Development of Amine-
based Solvents for CO2 
Capture  
from Blast Furnace Gas 

The 8th World Hydrogen 
Technologies Convention 
(WHTC 2019) 

無 2019 年 6 月

2 日 

60 F.A. 
Chowdh
ury 
(RITE) 

Development of amine-
based non-aqueous 
absorbent for post-
combustion CO2 capture 

PCCC5 （ 5th Post 
Combustion Capture 
Conference 、 主 催 ：

IEAGHG） 

無 2019 年 9 月

17 日 

61 本庄孝志 
(RITE) 

RITE の GSC 活動について 公益社団法人新化学技術推

進協会（JACI） 
無 2019 年 4 月

23 日 
62 沼澤 結 

(東北大) 
Numerical simulation of 
mass transfer with chemical 
reaction in lump coke with 
actual structure and its 
validation 

ICCS&T 2019 
(International Conference 
on Coal Science & 
Technology) 

無 2019 年 11 月

24 日 

63 中野 薫 鉄鉱石還元への水素還元活

用技術／水素活用プロセス

技術開発 

日本学術振興会製銑第 54
委員会 

無 2019 年 6 月

13 日 

64 木原栄治 
（ 経 産

省） 

金属産業の課題と原状 九州大学材料工学部門の職

員及び学生を対象とした講

演会で基調講演 

無 2019 年 5 月

17 日 

65 野村誠治 Leading the way on 
sustainability through steel 

日加石炭会議（開催地：神

戸、主催：神戸製鋼所） 
無 2019 年 6 月

6 日 
66 宇 治 澤 

優 
環境調和型プロセス技術の

開発 /水素還元等プロセス技

術の開発（COURSE50）によ

る鉄鋼業における CO2 排出

削減への取り組み 
 

日本学術会議  土木工学･建

築学委員会 
無 2019 年 5 月

21 日 

67 村井亮太 COURSE50：CO2 分離技術 日本学術振興会製銑第 54
委員会 

無 2019 年 6 月

13 日 
68 中尾憲治 コークス炉ガス改質技術の

開発 
日本学術振興会製銑第 54
委員会 

無 2019 年 6 月

13 日 
69 成家晃太 非接触計測を活用した還元

性ガス同時吹込み時の微粉

炭燃焼挙動の解明 

日本学術振興会製銑第 54
委員会 

無 2019 年 6 月

13 日 

70 後藤和也 
(RITE) 

Development of CO2 
Capture Technology by 

10th Clean Energy 
Ministerial (CEM10) の サ

無 2019 年 5 月

28 日 
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Chemical Absorption 
 

イドイベント Innovation 
Showcase 

71 宍戸貴洋 高性能粘結材（HPC）利用に

よるコークス製造技術の開

発 

日本学術振興会製銑第 54
委員会 

無 2019 年 6 月

13 日 

72 森 賢治 設備技術の将来に向けた提

言 
鉄鋼協会 生産技術部門 

設備技術部会 技術討論会 

100 回記念大会 

無 2019 年 6 月

6 日 

73 石渡夏生 Course50 試験高炉における

新規塊成鉱装入実験 
日本学術振興会第 54(製銑）

委員会 
無 2019 年 6 月

13 日 
74 清 末  考

範 
製銑設備技術の将来に向け

た提言 
鉄鋼協会 生産技術部門 

設備技術部会 技術討論会 

100 回記念大会 

無 2019 年 6 月

21 日 

75 荒木恭一 COURSE50 プロジェクトの

概要 
日本学術振興会第 54（製銑）

委員会の企画セッション 
無 2019 年 6 月

13 日 
76 久保祐治 鉄鋼業を取り巻く経営環境

と当社の研究開発 
東京大学工学部環境講演会 無 2019 年 6 月

5 日 
77 田中良祐 

(経産省) 
エネルギー・温暖化対策の現

状と鉄鋼業の技術開発 
(一社 )日本産業機械工業会 

製鉄機械部会の講演会 
無 2019 年 7 月

24 日 
78 三木祐司 マテリアル製造工学特論 北海道大学、マテリアル製

造工学特論 
 

無 2019 年 7 月

26 日 

79 工藤真二 
(九州大) 

低品位石炭由来成型コーク

スの強度発現機構 
第 57 回炭素材料夏季セミ

ナー、九州大学 筑紫キャ

ンパス 

無 2019 年 9 月

12 日 

80 村上太一 
葛西栄輝 
(東北大） 

Reduction Behavior of 
Mineral Compounds in Iron 
Ore Sinter under Blast 
Furnace Reducing Gas with 
High Hydrogen 
Concentration 

The First India-Japan 
 Workshop on Science and 
Technology in Ironmaking 
and Steelmaking 

無 2019 年 9 月

11 日 

81 佐藤道貴 製銑プロセスの新たな取り

組み（国プロを中心として） 
第 239・240 回西山記念技術

講座（日本鉄鋼協会) 
無 2019 年 10 月

10 日 
82 F. A. 

Chowdh
ury 
（RITE) 

Development of Amine-
Based Non-Aqueous 
Absorbent for Post-
Combustion CO2 Capture 

5TH POST 
COMBUSTION CAPTURE 
CONFERENCE 
(主催：IEAGHG） 

無 2019 年 9 月

17 日 

83 山田秀尚 
（RITE) 

Molecular Mechanism of 
Liquid-Liquid Phase 
Separation in the Amine-
CO2-H2O System 

同上 無 2019 年 9 月

17 日 
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84 礒原豊司

雄 
Steel, a sustainable 
material 

Asia Steel Forum 2019 無 2019 年 9 月

19 日 
85 村上太一 

葛西栄輝 
(東北大） 

製銑プロセスの新たな取り

組み（国プロを中心として） 
日本学術振興会第 54（製銑）

委員会 
無 2019 年 11 月

13 日 

86 植木保昭 
( 名 古 屋

大) 

Effect of combustible gas 
injection on reaction 
behavior of pulverized coal 

38th International 
Symposium on 
Combustion 

無 2020 年 7 月

12 日 

87 余語克則 
（RITE) 

CO2 分離回収技術の実用化

に向けた開発状況と今後の

展開 
革新的技術開発 

未来を拓く無機膜 環境・エ

ネルギー技術シンポジウム 
無 2019 年 9 月

26 日 

88 木原栄治 
(経産省) 

パリ協定に基づく日本の長

期成長戦略 
第 11回日中鉄鉱床業環境保

全･省エネ先進技術専門家

交流会 

無 2019 年 10 月

29 日 

89 熊谷治夫 
( 北 海 道

大) 

Improvements of 
thermoplastic properties of 
coal with additives by 
means of low temperature 
treatment. 

International Conference 
on Coal Science & 
Technology (ICCS&T2019) 

無 2019 年 11 月

24 日 

90 紫垣伸行 
(JFE ス

チール) 

物理吸着法による高炉ガス

からの CO2 分離技術 
CCR(Carbon Capture and 
Reuse)研究会 

無 2019 年 11 月

6 日 

91 中尾憲治 
鈴木公仁 

COURSE50 プロジェクトの

紹介（全体、鉄鉱石還元、COG
改質、化学吸収法） 

CCR 研 究 会 (Carbon 
Capture & Reuse) で の

COURSE50 勉強会 

無 2019 年 11 月

6 日 

92 山本裕基 
( 鉄 鋼 連

盟） 

「鉄の輪がつなぐ人と地球」

鉄鋼業界の地球温暖化対策

の動向 

第 9 回グリーン・スチール・

セミナー（東京・大阪） 
無 2019 年 11 月

17 日 

93 宇 治 澤 

優 
COURSE50: Innovative 
ironmaking process project 
utilizing hydrogen 

第 15 回日本－中国鉄鋼学

術会議（主催:日本鉄鋼協会） 
無 2019 年 10 月

31 日 

94 盛家晃太 
(JFE ス

チール) 

非接触計測を活用した還元

性ガス同時吹き込み磁の微

粉炭燃焼挙動の解明 

還元研究会(東北大学主催) 無 2020 年 1 月

23 日 

95 中尾真一 
(RITE) 

CO2分離回収技術の実用化検

討と今後の展開 
革新的環境技術シンポジウ

ム 2019  (RITE 主催) 
無 2019 年 12 月

16 日 
96 宇 治 澤 

優 
COURSE50 project for 
Innovative Ironmaking 
Technology Development 
Using Hydrogen 

SCRAP SUPPLEMENTS 
& ALTERNATIVE 
IRONMAKING 8 
公表先：AIST (Association 

無 2020 年 3 月

4 日 
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for Iron & Steel 
Technology) 

97 杉田啓介 
(RITE) 

脱炭素化に向けた CCUS 技

術について 
2019 年度第 5 回エネルギー

政策懇話会（主催：一般社団

法人エネルギー・資源学会） 

無 2020 年 1 月

22 日 

98 杉田啓介 
(RITE) 

CO2回収技術の現状と課題と

取組紹介（大気回収技術も含

め） 

新エネルギー部会講演会 
（主催：公益社団法人石油

学会） 

無 2020 年 1 月

24 日 

99 山田秀尚 
(RITE) 

二酸化炭素分離回収用新規

材料の開発と実用化展開 
第 32 回 CES21 講演会（主

催：化学工学会関西支部

CES21） 

無 2020 年 1 月

31 日 

100 横山浩一 高炉への水素ガス吹込み磁

の炭材内装鉱使用の効果 
製鉄資源に関するワークシ

ョップ（還元研究会）東北大

学主催 

無 2020 年 1 月

24 日 

101 沼澤 結 Validation study of Large-
Scale Simulation of CO2 or 
H2O Gasification with Mass 
Transfer for Metallurgical 
Coke 

5th International 
Conference on Combustion 
Science and Processes 

無 2020 年 4 月

15 日 

102 後藤和也 
(RITE) 

Advanced CO2 Capture 
 Technologies in RITE 

CCUS／カーボンリサイク

ルセミナー 
（外務省主催・資源エネル

ギー庁協力） 

無 2020 年 3 月

2 日 

 
 
(b) 新聞・雑誌等への掲載 
番

号 
発表者 タイトル 発表書誌名 査

読 
発表年月日 

1 荒木恭一 環境調和型プロセス技術の

開発 /水素還元等プロセス技

術の開発 
COURSE50 フェーズⅡ実施

状況 

COURSE50 記者会見  
公表先：一般公開 (報道関

係者) 

無 2019年 3月 13
日 

2 宇 治 澤 

優 
COURSE50 プロジェクト マスコミ見学会 無 2019年 5月 30

日 
 
 
 
 
(c) その他 
番 発表者 タイトル 発表書誌名 査 発表年月日 
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号 読 
1 殿村重彰 新日鐵住金株式会社・環境報

告書(2018) 
新日鐵住金環境報告書 無 2019年 6月 30

日 
2 礒原豊司

雄 
鉄はエコマテリアル 新日鐵住金アニュアルレ

ポート 
無 2019 年 6 月 

3 日比政昭 鉄鋼業と水素エネルギー エネルギー総合工学研究

所「CO2 フリー水素シナリ

オ研究会」での話題提供 

無 2018年 6月 28
日 

4 山田秀尚 
(RITE) 

RITE における CO2 分離回収

技術の研究開発 
International Test 
Centre Network（ITCN）

のホームページ 
（http://itcn-global.org/） 

無 2018 年 8 月 1
日 

5 成瀬一郎 
(名古屋大

学) 

微粉炭の反応挙動に及ぼす

可燃性ガス吹き込みの影響 
未来材料・システム研究所

交流会（IMaSS 交流会） 
(名古屋大学) 

無 2018年 8月 27
日 

6 田村潤一 
(日本鉄鋼

連盟) 

第 2 回タラノア対話サブミッ

ション 
国 連 気 候 変 動 枠 組 条約

（UNFCCC）事務局に提

出 

無 2018 年 10 月

22 日 

7 荒木恭一 COURSE50 開発状況につい

て 
第 726 回日本鉄鋼連盟運

営委員会及び総務委員会 
無 2018 年 10 月 

29日および 11
月 09 日 

8 前田洋平 
(日本鉄鋼

連盟) 

低炭素社会実行計画 2018 年

度フォローアップ結果  総括

編＜2017 年度実績＞（速報

版） 

日本経済団体連合会のホ

ームページ（低炭素社会実

行計画） 

無 2018 年 12 月

中 

9 萩生大介 省エネ型二酸化炭素回収設

備「ESCAP」の商業二号機の

竣工について 

日 鉄 エ ン ジ ニ ア リ ング

(株) 
ホームページ掲載 

無 2018 年 12 月

26 日 

10 手塚宏之 鉄鋼業界におけるエネルギ

ー・環境先端技術と地球温暖

化対策 
Technology 

東工大における特別講義

「科学技術特論」 
無 2018 年 12 月

26 日 

11 礒原豊司

雄 
COURSE50 Project World Future Energy 

Summit and Exhibition, 
Abu Dhabi National 
Exhibition Centre 

無 2019年 1月 14
～17 日 

12 後藤和也 
（RITE) 

RITE Today2018 研究活動

概説 
「RITE Today」2019 年

Vol.14（RITE の年次報告

書） 

無 2019 年 3 月 

13 足立毅郎 Development of cokemaking 
technology for hydrogen 

Voestalpine/Linz 工場見

学での情報交換 
無 2019 年 2 月 8

日 
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reduction iron making 
process 

14 小野 透 鉄鋼業における CCU/S に向

けた取り組み 
第１回カーボンリサイク

ル協議会（事務局：経済産

業省資源エネルギー庁カ

ーボンリサイクル室） 

無 2019 年  2 月

14 日 

15 中尾真一 Advanced CO2 Capture 
Technologies: Absorption, 
Adsorption, and Membrane 
Separation Methods 

単行本の一章（Chapter 3 
CO2 Capture with 
Absorbents） 

無 2019 年 5 月 

16 宇 治 澤 

優 
水素時代の鉄づくり 新日鐵住金株式会社  

季刊誌 vol.25「水素」特集 

p22-25 

無 2019年 3月 15
日 

17 野村誠治 鉄鋼業を取り巻く経営環境

と当社の研究開発 
日本製鉄技報 無 2019年 8月 19

日 
18 高椋規彰 鞍鋼エンジ交流会 鞍鋼鞍鋼エンジ交流会 

投資発展部/劉強総経理 
製錬事業部 /姚宇峰副総経

理 

無 2019年 6月 27
日 

19 伊藤 渉 産学連携フォーラム -鉄鋼

業が直面する主たる課題- 
 ●地 球 温 暖 化 問 題 

産学連携フォーラム（東北

大学教育プログラム） 
無 2019 年 10 月

4 日 

20 伊藤 渉 日本製鉄株式会社 サステ

ナビリティレポート 2019 
革新的技術開発 

日本製鉄株式会社 サス

テ ナ ビ リ テ ィ レ ポ ート

2019 

無 2019 年 10 月

4 日 

21 安室元晴 統合報告書 統合報告書(和文、英文)に
記載。神戸製鋼所ホームペ

ージで掲載 

無 2019年 8月 30
日 

22 内山俊一 
( 鉄 鋼 連

盟） 

技術革新推進について 中国・青島で鉄連・内山専

務理事が CISA（中国鋼鉄

工業協会）の何文波常務副

会長と面会時に使用。 

無 2019年 9月 25
日 

23 野村誠治 水素還元等プロセス技術の

開発(COURSE50) 
Iron Ore, 2nd Edition 無 2020 年 6 月 1

日 
24 風間伸吾 革新的技術開発 日本製鉄株式会社 サス

テ ナ ビ リ テ ィ レ ポ ート

2019 

無 2019 年 10 月

1 日 

25 前田洋平 
( 鉄 鋼 連

盟) 

低炭素社会実行計画 2019 年

度フォローアップ結果  総括

編＜2018 年度実績＞（速報

版） 

日本経済団体連合会の低

炭素社会実行計画の一部

として当該団体ホームペ

ージ等で公表予定 

無 2019 年 12 月 



添付 2-15 
 

26 松原秀和 
( 鉄 鋼 連

盟） 

「Initiatives to Treat 
 Environmental Issues and  
Mitigate Global Warming by 
the Japanese Steel 
Industry」 

Steel Construction Today 
and Tomorrow, No.58 
一般に配布するとともに

鉄鋼連盟ウェブサイトに

掲載 

無 2019 年 11 月

25 日 

27 日本鉄鋼

連盟  建

設環境研

究会 

「鉄の輪がつなぐ人と地球」 パンフレット「鉄の輪がつ

なぐ人と地球」 
一般に配布、鉄鋼連盟ウェ

ブサイトに掲載 

無 2019 年 11 月

18 日 

28 松崎洋市 量子化学計算の産業応用 大阪大学大学院基礎工学

研究科化学工学特別講義

Ⅱ 

無 2019 年 11 月

29 日 

29 久保祐治 鉄の可能性と地球温暖化へ

の取り組みを含めた日本製

鉄の研究開発 

三菱ケミカル -日本製鉄交

流会 
無 2019 年 11 月

25 日 

30 紫垣伸行 PSA 法による高炉ガスから

の炭酸ガス分離技術の開発 
「改訂最新吸着技術便覧

－プロセス・材料・設計－」 
無 2020年 4月 17

日 
31 小野 透 

( 鉄 鋼 連

盟) 

日本鉄鋼連盟長期温暖化対

策ビジョン－ゼロカーボン・

スチールへの挑戦－ 

経済産業省（非公開検討

会）の第 2 回我が国におけ

る  CCS 導入に向けた検

討会で紹介 

無 2019 年 11 月

28 日 

32 宇 治 澤 

優 
「ゼロカーボン・スチールへ

の挑戦」 
エコプロ 2019  
日本製鉄ブース等でのパ

ネル掲示 

無 2019 年 12 月

5 日 

33 野村誠治 水素還元等プロセス技術の

開発（COURSE50） 
Nippon Steel Technical 
Report  
公表先：一般公開 

無 2020年 3月 31
日 

34 泉山雅明

他 
( 鉄 鋼 連

盟) 

COURSE50 プロジェクトに

ついて 
鉄鋼業の地球温暖化対策

への取組 低炭素社会実

行計画実績報告 経済産業

省の鉄鋼ワーキンググル

ープにて配布。後日、経済

産業省の HP にも掲載。 

無 2020 年 2 月 6
日 

35 伊吹隆直 COURSE50 プロジェクトに

ついて 
「チャレンジ・ゼロ」  
経団連が、2020 年５～７

月頃を目途に、経済界によ

る脱炭素社会の実現に向

けたイノベーションのチ

ャレンジを、国内外に発信

していく予定。 

無 2020 年 5～7
月頃 
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２．分科会公開資料 
次ページより、プロジェクト推進部署・実施者が、分科会においてプロジェクトを説明す

る際に使用した資料を示す。 
 



2020年8月21日

「環境調和型プロセス技術の開発／①水素還元等プロセス
技術の開発（フェーズⅡ－ＳＴＥＰ１）」（中間評価）

NEDO

（2018年度～2022年度 5年間）

環境部

プロジェクトの概要 （公開）

資料５－１

1.事業の位置付け・必要性
2.研究開発マネジメント

発表内容

３．研究開発成果

４．成果の実用化・事業化に
向けた取組及び見通し

２．研究開発マネジメント

１．事業の位置づけ・必要性 (1)事業の目的の妥当性
(2)NEDOの事業としての妥当性

(1)研究開発目標の妥当性
(2)研究開発計画の妥当性
(3)研究開発の実施体制の妥当性
(4)研究開発の進捗管理の妥当性
(5)知的財産等に関する戦略の妥当性

(1)成果の実用化・事業化に向けた戦略
(2)成果の実用化・事業化に向けた具体的取組
(3)成果の実用化・事業化の見通し

(1)研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義
(2)成果の最終目標の達成可能性
(3)成果の普及
(4)知的財産権の確保に向けた取組

本資料の範囲

2



１．事業の位置付け・必要性 （１）事業の目的の妥当性

◆事業実施の背景と事業の目的

事業の目的
高炉からのCO2排出量を30％削減し、2030年までに初号機を実用化

できる技術を確立する。
１）コークス改良、コークス炉ガス改質水素による鉄鉱石還元技術開発
２）未利用排熱を活用した高炉ガスからのCO2分離回収技術開発

社会的背景
地球温暖化対策は世界的課題

抜本的CO2排出抑制、省エネ技術の必要性

3

１．事業の位置付け・必要性 （１）事業の目的の妥当性

◆事業実施の背景と事業の目的

一人当たりのGDPと鉄鋼蓄積の関係
出典：Muller, et.al,“Patterns Iron Use in Societal Evolution”, Environ. Sci. Technol. 2011, 45

経済成長と一人当たりの鉄鋼蓄積量には一定の相関がある

4
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１．事業の位置付け・必要性 （１）事業の目的の妥当性

◆事業実施の背景と事業の目的
我が国のCO2排出量の約13％は鉄鋼業から

日本全体の燃料の燃焼分野に
占める各部門の割合

製造業及び建設業部門のCO2
排出量に占める各業種の割合

製造業及び
建設業部門

運輸部門

ｴﾈﾙｷﾞｰ
産業部門 鉄鋼

非鉄

化学

製紙

食糧品

窯業
土石

その他

環境省「2018年度温室効果ガス排出量」、国立環境研究所「温室効果ガスインベントリオフィス」より作成

その他
部門

5

1,059
MtCO2

270
MtCO2

135
MtCO2

１．事業の位置付け・必要性 （1）事業の目的の妥当性

日本の鉄鋼産業は、世界トップレベルの効率性で、改善の余地少ない
単位粗鋼量当たりエネルギー消費量

出典：地球環境産業技術研究機構(RITE) 「2015年時点のエネルギー原単位の推計」(鉄鋼部門-転炉鋼)
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◆事業実施の背景と事業の目的
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１．事業の位置付け・必要性 （1）事業の目的の妥当性

◆事業実施の背景と事業の目的

① CO2排出量削減技術開発
水素をコークスの一部代替として
鉄鉱石を還元し、CO2を10％削減

② CO2分離・回収技術開発
高炉ガスからCO2を分離・回収し、
CO2を20％削減

世界初の水素還元活用とCO2分離回収によるCO2排出量30%削減を目指す

7COURSE50：CO2 Ultimate Reduction System for Cool Earth 50 Project；本事業の略称

8

◆国内外の研究開発の動向と比較

１．事業の位置付け・必要性 （1）事業の目的の妥当性

ULCOS：The Ultra-Low Carbon Dioxide Steelmaking

年代 ヨーロッパ 日本
2000年
～2008年ごろ
(リーマンショック前)

・ULCOSプロジェクトを実施
先進高炉(排ガス循環型酸素高炉)や
Hisarna(溶融還元炉)などを開発

・COURSE50プロジェクトを実施
先進高炉（水素還元強化型）
を開発

2009年
～2016年ごろ
(リーマンショック後)

・資金不足により、ULCOSプロジェクト
中断

・COURSE50プロジェクトを継続、
試験高炉での実験を実施

2017年
～現在

・CO2排出抑制ニーズを受けて、
各社に新プロセスの開発が再開
・水素還元：Hybrid、Midrex-H
（SSAB, AM）
・高炉・電炉＋CCU&CCS：Smart 
Carbonに関連するプロジェクト(ﾃｨｯｾ
ﾝ,AM)

・COURSE50プロジェクト、フェロ
コークスを継続、実証フェーズ
・「ゼロカーボン・スチール」の実現
に向けた技術開発、水素還元・
先進高炉ともにスコープとして検
討中

ULCOSプロジェクトは中止されたが、ヨーロッパにおいても先進高炉検討は継続
国内においても、先進高炉（COURSE50プロジェクト、フェロコークス）開発を継
続しながら、今年度より、「ゼロカーボン・スチール」の実現に向けた技術開発を開始



１．事業の位置付け・必要性 （1）事業の目的の妥当性

◆他事業との関係
「環境調和型プロセス技術の開発」の全体概要

成型機

高品位炭

高温
低温

冷却 溶銑
革新的
塊成物

金属鉄含有
粉ｺｰｸｽ

高品位鉱石

連続乾留

コークス炉

焼結機

高炉

COG改質
（水素増幅）

CO2分離回収

CO2貯留

排熱回収
ﾎﾞｲﾗｰ

顕熱回収

・COG改質
・CO2分離・回収
・廃熱回収
・顕熱回収

新規
ﾊﾞｲﾝﾀﾞｰ

コークス

焼結鉱

資源対応技術

低品位炭

低品位鉱石

CO2削減技術

水素還等プロセス技術の開発
(COURSE50)フェロコークス技術の開発原材料 プロセス

2050年以降（COURSE50普及後）
委託事業「「ゼロカーボン・スチール」の実現に向けた技術開発」を採択

（2020年6月）高炉を用いない水素還元製鉄 9

・プロセス開発であるCOURSE50、および原材料であるフェロコークス技術の開発から構成される。
・フェロコークスは、低品位炭及び低品位鉱石の比率をアップした金属鉄含有塊成物であり、金属鉄の
触媒作用により、高炉内の還元効率を高めることにより、従来よりもコークス量を削減できる。

１．事業の位置付け・必要性 （2）NEDOの事業としての妥当性

◆NEDOが関与する意義

鉄鋼業としての抜本的なCO2削減技術の開発は、
○ 地球温暖化対策のための中長期的視野から必要
○ 国のCO2削減のための政策として必要
○ CO2分離回収は、エネルギー増加を招くため新たな技術と

の組み合わせが必要など、コスト増の要因となり、民間の
発インセンティブが働きにくい

民間の能力を活用してNEDOが資金負担を行うことにより
研究開発を推進すべき事業

● 研究開発の難易度：非常に高
● 投資規模：非常に大＝開発リスク：非常に大

＋

10



１．事業の位置付け・必要性 （2）NEDOの事業としての妥当性

◆実施の効果（費用対効果）

インプット
プロジェクト費用の総額 ①想定381億円
フェーズⅠ-STEP1,2(2008-2017)          （2008-2019実績 280億円
フェーズⅡ-STEP1,2(2018-2025) 2020-2025想定 101憶円）

アウトカム
コスト削減効果予測（2050年） ②計1兆6,000億円

(800億円/年×20年)
市場規模（国内総生産市場） ③18兆円
CO2削減効果 4,990万ton/年
（2050年までに国内27基に適用した場合）

金銭価値換算で514倍の費用対効果
(②16,000 +③180,000 ）/① 381 

11

【状況の変化】
2018年度に開始したフェーズⅡーSTEP1において、３回の試験高炉操業を行い、
高炉からのCO2削減量10％の目途を得ている。

また、所内水素(コークス炉ガスCOG) 利用だけではCO2削減効果に限界がある
ことが分かってきた。

2018年11月に日本鉄鋼連盟は「ゼロカーボン・スチールへの挑戦」を発表、
将来に向け、更なるCO2削減を目指し、所内水素でなく、外部水素を利用した
高炉法による水素還元の拡大技術 Super COURSE50 を掲げた。

２．研究開発マネジメント （１）研究開発目標の妥当性

【COURSE50の研究方針の変更】
CO2排出量10％削減の実現性を高めるため、またSuper COURSE50に繋が
る技術を獲得するため、 2022年度まで試験高炉を継続活用し、水素使用量の
効率化と水素還元の拡大を狙った新たな要素技術開発に取り組むこととした。

当初、2020年以降に実施を予定していた高炉の実機を部分的に改造した試験
(実機部分確性「全周羽口吹込み」については、 CO2削減技術開発の状況をみ
ながら、フェーズⅡーSTEP2の開始（2023年度）以降に行うこととした。

12



◆事業の目標（変更前）

２．研究開発マネジメント （１）研究開発目標の妥当性

項目 【中間目標(2020年度)】 【最終目標(2022年度)】
(１) 高炉から
のＣＯ２排出
削減技術開発

・高炉からのCO2排出削減量約
10%達成の見通しを得る。

・高炉の実機を部分的に改造した
「全周羽口吹込み」の設計・製作・
施工を実施する。

・高炉からのCO2排出削減量約
10％を達成する。

・高炉の実機を部分的に改造した
「全周羽口吹込み」の試験操業を
実施し、上記目標達成に資する。

(２) 高炉ガス
（ＢＦＧ）か
らのＣＯ２分離
回収技術開発

・化学吸収液の吸収形態改善と分
極影響緩和の改善に新規技術を
見出す事で、分離回収エネルギー
1.6GJ/t-CO2達成への目途を得
る。

・CO2分離回収コスト2,000円/t-
CO2を実現する技術の確度向上
を図り、分離回収エネルギー
1.6GJ/t-CO2を達成し、CO2排
出削減量約20%の技術に資する。

13

【COURSE50の最終目標】
CO2貯留に関するインフラ整備と実機化に経済合理性が確保されることを前提に、

2030年までに1号機の実用化、高炉関連設備の更新のタイミングを踏まえて、
2050年までの普及を目指す。（「革新的環境イノベーション戦略」2020年1月）

◆事業の目標（変更後）

２．研究開発マネジメント （１）研究開発目標の妥当性

項目 【中間目標(2020年度)】 【最終目標(2022年度)】
(１) 高炉から
のＣＯ２排出
削減技術開発

・高炉からのCO2排出削減量約
10%達成の見通しを得る。

・高炉からのCO2排出量約10%削減
に向けて、実現性の高い技術の見通
しを得る。

・高炉の実機を部分的に改造した
「全周羽口吹込み」試験は、CO2
削減技術開発の状況をみながら、
フェーズⅡ－ＳＴＥＰ２の開始
（2023年度）以降に行い、
上記目標達成に資する。

(２) 高炉ガス
（ＢＦＧ）か
らのＣＯ２分離
回収技術開発

・分離回収エネルギー改善としての、
吸収形態改善と分極影響の緩
和の両技術の改善に新規技術
を見出す事で、分離回収エネル
ギー1.6GJ/t-CO2達成への目
途を得る。

・CO2分離回収コスト2,000円/t-
CO2を実現可能な技術の充実を指
向し、分離回収エネルギー1.6GJ/t-
CO2を達成し、CO2排出削減量約
20%の技術に資する。

14
【COURSE50の最終目標】
変更なし



◆研究開発目標と根拠

２．研究開発マネジメント （１）研究開発目標の妥当性

開発テーマ 2020年度中間目標 根拠

SG1 鉄
鉱石還
元への水
素活用
技術の開
発

SG1-1 水素活用
プロセス技術開発

・高炉３次元数学モデルによる試験高炉の操業
諸元設計
・同モデルにより、試験高炉操業を解析し、高炉か
らのCO2排出削減量▲１０％達成の見通しを得
る

高炉からのCO2排出量10％減を達成するために
は、高炉３次元数学モデルによる試験操業設計・
解析で、試験高炉および実高炉部分検証を支援
するとともに、水素還元反応モデルの精査でスケー
ルアップ精度の向上を図ることが必要である。

SG1-2 高炉の微
粉炭および還元ガス
の燃焼挙動の調査

・羽口内燃焼計算モデルによる還元ガス吹き込み
量が羽口等の設備や燃焼安定性へ及ぼす影響の
評価
・実高炉対象のレースウェイ数値モデルによる、還
元ガス吹き込みが微粉炭・還元ガス燃焼挙動へ
及ぼす影響の解明

COURSE50 特有の複合ランスに対し、微粉炭
燃焼率､レースウェイ内条件等を測定し､操業条
件影響を評価する事が必要である。

SG2 COG改質技術開発 ・なし 基本プロセスの開発は完了し、2020年度まで実
施なし。

SG3 高性能粘結材製造技
術の開発

・高性能粘結材粘度推算式 の導出
・溶融粘結材連続移送・排出装置の試運転によ
る移送・排出性能の確認

水素還元増幅下での低コークス比操業に対応す
るコークス製造を可能とする高性能粘結材の工業
的製造技術を確立するため、溶剤回収工程にお
ける溶融状態の粘結材ハンドリング技術の開発が
必要である。

SG4 CO2分離回収技術開
発

・分離回収エネルギー改善としての、吸収形態改
善と分極影響の緩和の両技術の改善に新規技
術を見出すとともに、実用性の評価も行うことにより、
分離回収エネルギー1.6 GJ/t-CO2達成への目
途を得る。

高炉から発生する高炉ガス(BFG)からのCO2分
離回収を行い、CO2排出量20％減を達成するた
め、分離回収エネルギーの低下と低コスト化が必
要である。
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◆研究開発目標と根拠

２．研究開発マネジメント （１）研究開発目標の妥当性

開発テーマ 2020年度中間目標 根拠

SG5 未利用低温排熱活用
技術開発

・排ガス性状調査による熱交換器汚損物質の性
状把握を行い，熱交換器伝熱面に対する異物
付着対策を提案する。
・実証試験における高性能熱交換器基本仕様を
提案する。
・熱交換性能を維持させるためのシステムを調査，
検討し，実証試験におけるシステムを決定する。

CO2分離回収技術の主要な手段のひとつは化学
吸収法であり、吸収液の再生プロセスには多量の
熱エネルギーを必要とする。この熱エネルギーを供
給するため、製鉄所における未利用排熱を回収す
る技術の開発が必要である。

SG6 試験高炉によるプロセス
技術開発

・試験高炉操業により、試験高炉規模で高炉から
のCO2排出削減量10%達成の見通しを得る。

12m3試験高炉を用いて、水素還元の効果を最
大限に享受する高炉プロセス操作を見極めるため、
水素を主体とする還元ガス吹込み操作と装入材
料の被還元性操作等とを組み合わせた総合最適
化操業を行うことが必要である。

SG7 実高炉部分検証による
プロセス技術開発

・（当初目標）実高炉を用いた水素系ガス「全
周羽口吹込み試験」の設計を行い、製作に着手
する。

鉄鉱石還元への水素活用技術の開発ならびに試
験高炉によるプロセス技術開発の開発状況をみな
がら、フェーズⅡーSTEP2の開始（2023年度）
以降に行うことに計画を変更。

SG8 全体プロセスの評価・検
討

・製鉄プロセス全体の最適化を検討し、製鉄所か
らのCO2排出量30％削減を可能にするための技
術確立に対して、総合的な評価・検討を行う。

基本構成が完成したモデル製鉄所物質熱収支モ
デルに対して、各要素技術の進捗やプロセス改善
を織り込んだ境界条件に対して、物質熱計算を行
い、不明鋼の極小化も含め、全体プロセスの総合
最適化を行うことが必要である。
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◆事業の概略工程

２．研究開発マネジメント （２）研究開発計画の妥当性

実用化開発

2008 2013 2018 2022 2025 2030 2050

STEP1
(2008-2012)

水素による鉄鉱石還
元と高炉ガスからの
CO2分離回収 等の
要素技術開発
[事業費:100億円]

STEP2
(2013-2017)

※CO2貯留に関するｲﾝﾌﾗ整備と実機化に
経済合理性が確保されることが前提

高炉関連設備の更新ﾀｲﾐﾝｸﾞを踏まえ､
2050年頃までに普及を目指す

商用1号機※

普及※

12m3試験高炉を主体
とした「水素還元とCO2
分離回収を統合した
総合技術開発」

STEP1
(2018-2022)

[事業費：160億円]

フェーズⅠ

STEP2
(2023-2025)

[事業費：
2018年度
8億円、
2019年度
13億円]

フェーズⅡ

試験高炉操業

17

「全周羽口吹込み」試
験はフェーズⅡ-STEP２
以降に延期

実用化※

2020年度～2022年
度も試験高炉操業を継
続する

◆研究開発のスケジュール（変更前）

２．研究開発マネジメント （２）研究開発計画の妥当性

18

開発テーマ 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

6.試験高炉によるプロセス技

術開発

1.鉄鉱石水素還元技術開発

7.実高炉部分検証
によるプロセス技術開発

3.高性能粘結材製造技術の
開発

2.コークス炉ガス（COG）改
質技術の開発

4.CO2分離・回収技術開発

5.未利用排熱回収技術開発

高炉
から

の
CO2

排出
削減

高炉
ガス

の

CO2
分離・

回収

8.全体プロセス評価・検討

粘結材粘性計測

操業及び解体調査

連続試験装置改造 検証試験／運転・検証 改造装置による製

造粘結材の性能評

改造装置による製

造粘結材の性能評

吹込みハード検討

（ノズル設計）

吹込みハード検討

（チャンバー全体設計）

対象選定

操業1解析
（数学シミュレーション）

操業2解析 操業3解析

設計

製作

改造・据付工事 試験

新吸収液開発、

量子科学計算による対策

新吸収液開発、

反応熱の到達度総合評価

新吸収液開発、

吸収形態改善

新吸収液開発、

溶媒分極影響の緩和

新吸収液開発、

触媒相乗効果の評価

閉塞対策ラボ総合検証
閉塞対策スケール

アップ検討
付着特性ラボ調査 付着対策ラボ検証 付着対策設計

操業1結果・

全体ﾌﾟﾛｾｽ

反映検討

操業2結果・

全体ﾌﾟﾛｾｽ

反映検討

操業3
結果解析

全周羽口吹込特

性の影響事前評

2030年対応方針

の再整理(1)
2030年対応方針

の再整理(2)
次ステップ検討

全周羽口吹込特

性の影響一次評

フェーズⅡ－ＳＴＥＰ１

当初計画では、試験高炉操業は2019年度まで、実高炉部分確性は2020年度から製作予定であった。



◆研究開発のスケジュール（変更後）

２．研究開発マネジメント （２）研究開発計画の妥当性
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フェーズⅡ－ＳＴＥＰ１
開発テーマ 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

6.試験高炉によるプロセス

   技術開発

1.鉄鉱石水素還元技術開発

3.高性能粘結材製造技術の開

発

2.コークス炉ガス（COG）改質技

術の開発

4.CO2分離・回収技術開発

5.未利用排熱回収技術開発

高炉

から

の

CO2

排出

削減

高炉

ガス

の

CO2

分離・

回収

7.全体プロセス評価・検討

粘性計測

操業及び解体調査

試験装置改造 検証試験 性能評価

吹込みハード検討

対象炉検討・設備条件調査

操業設計・操業解析（数学シミュレーション）

事前設計

新吸収液開発

ラボ総合

検証
スケールアップ

検討
付着特性ラボ調査 付着対策設計

全体プロセス評価検討（開発結果反映）

2030年対応方針の再整理 次ステップ検討

変更後の計画では、試験高炉操業は2022年度まで実施、実高炉部分確性は
フェーズⅡーSTEP2以降に延期。

◆プロジェクト費用

２．研究開発マネジメント （２）研究開発計画の妥当性

開発テーマ 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 計
SG1 鉄鉱石還元への水素活用技術
の開発 18 18 (18) (18) (18) 90

SG2 COG改質技術開発 0 0 (0) (80) (200) 280

SG3 高性能粘結材製造技術の開発 46 36 (30) (30) (30) 172

SG4 CO2分離回収技術開発 50 40 (40) (30) (30) 190

SG5 未利用低温排熱活用技術開発 19 10 (40) (40) (40) 149

SG6 試験高炉によるプロセス技術開発 687 1,076 (1,870) (1,880) (1,660) 7,173

SG7 実高炉部分検証によるプロセス技
術開発 0 151 (0) (0) (0) 151

SG8 全体プロセスの評価・検討 10 10 (22) (22) (22) 86

計 830 1,341 (2,020) (2,100) (2,000) 8,291

(百万円)
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◆研究開発の実施体制
２．研究開発マネジメント （３）研究開発の実施体制の妥当性

荒木プロジェクトリーダー（PL） 日本製鉄(株)

企画・運営会議

COURSE50委員会（日本鉄鋼連盟内）
委員長 ：日本製鉄(株)
副委員長：JFEスチール(株)

アドバイザー：茅 陽一 東京大学名誉教授

SG1
鉄鉱石還元へ
の水素活用技
術の開発

SG2
コークス炉ガス
(COG)改質技
術の開発

SG3
高性能粘結材
製造技術の開
発

SG5
未利用排熱活
用技術の開発

アドバイザリーボード

日本鉄鋼連盟

知財会議NEDO委託事業対象
実施者（委託先）
(株)神戸製鋼所

ＪＦＥスチール(株)

日本製鉄(株)

日鉄ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ(株)

日鉄日新製鋼(株)（2018～2019年度）

技術検討委員会

SG4
CO2分離回収
技術開発

SG7
実高炉部分確
証によるプロセ
ス技術開発

対外報告企画

サブテーマ進捗会議

SG8
全体プロセスの評価・検討

成果報告会

凡例 ：会議体

ﾘｰﾀﾞｰ会議

SG6
試験高炉によ
るプロセス技術
開発

春山プロジェクトマネージャー（PM） NEDO

NEDO

21

◆研究開発の実施体制

２．研究開発マネジメント （３）研究開発の実施体制の妥当性
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NEDO

（株）神戸製鋼所
・開発テーマ：3、8

ＪＦＥスチール（株）
・開発テーマ：1-2、8

日鉄エンジニアリング（株）
・開発テーマ：6、7、8

日本製鉄(株)
・開発テーマ：1-1、2、4、5、
6、7、8

国立大学法人 北海道大学
・開発テーマ：3

（一財）電力中央研究所
・開発テーマ：1-2

国立大学法人 九州大学
・開発テーマ：1-1

共同実施
再委託

国立大学法人 京都大学
・開発テーマ：3

共同実施

共同実施

共同実施

（公財）地球環境産業技
術研究機構
・開発テーマ：4

委託

連名契約

開発テーマ

１

鉄鉱石還元への水素活用技術の開発 ４ CO2分離・回収技術開発

１-１ 水素活用プロセス技術開発 ５ 未利用低温排熱活用技術開発

１-２ 高炉の微粉炭および還元ガスの燃焼挙
動の調査 ６ 試験高炉によるプロセス技術開発

２ COG改質技術の開発 ７ 実高炉部分検証によるプロセス技術開発
３ 高性能粘結材ハンドリング技術の開発 ８ 全体プロセスの評価・検討



２．研究開発マネジメント （４）研究開発の進捗管理の妥当性

◆研究開発の進捗管理

専門的知見を有する外部
有識者から、目標達成に
向けたコメント、助言を得て、
効率的な研究開発を行う

２回／年 NEDO主催で開催
コメント例
・定量的なマイルストーンを設定すること
・長期の事業であり、外部環境の変化に合わせて事業を進めること
・確立した技術があれば、製鉄以外の分野でも実用化する様検討すること
・高炉内の現象のシミュレーション技術を、リスク、トラブル予見に活用できないか

内容(例)

目的 委員リスト

今後の研究開発に活用

技術検討委員会にて、外部委員より技術面と実用面に関して助言をいただく

23

委員長 亀山名誉教授 東京農工大学
委員 伊藤教授 早稲田大学

小林教授 東北大学
巽ﾃｸﾆｶﾙｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ 国際石油開発帝石株式会社
月橋教授 東京大学大学院（～2020年3月）
長坂教授 東北大学大学院

ＣＯＵＲＳＥ５０委員会：PJ全体の進捗確認･最終意思決定

NEDO
PM

技術検討委員会
外部有識者の意見を
ＰＪ開発管理に反映

実施者主催NEDO主催

企画運営会議：PJ全体のﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ

ＰＬ

知財会議
知財･共同契約管理
対外報告企画会議
報告対応･情報発信

全体プロセス最適化連携会議
高炉開発とCO2分離開発の合同会議

アドバイザリーボード会議
外部有識者の意見を

開発方針･内容に反映
委員長：葛西東北大教授
委員：八木東北大名誉教授

清水九州大学前教授
有山東北大名誉教授
埜上東北大教授
山地RITE所長

全体プロセス評価･検討会議
サブテーマを統括してプロセス全体の

最適化･実用化検討を協議

成果報告会：各年度の研究成果報告

各サブテーマ
担当者会議
ﾃｰﾏ間連携会議

サブテーマ進捗会議
各サブテーマの進捗確認と
今後の進め方を協議

サブテーマ
リーダー会議
ｻﾌﾞﾃｰﾏ間の連
携強化

２．研究開発マネジメント （４）研究開発の進捗管理の妥当性

◆研究開発の進捗管理

24



◆動向・情勢の把握と対応

２．研究開発マネジメント （４）研究開発の進捗管理の妥当性

出典：日本鉄鋼連盟長期温暖化対策ビジョン『ゼロカーボンスチールへの挑戦』(2018年11月、2020年6月追補版）25

「環境調和型製鉄プロセス」は、2007年5月「美しい星50(Cool Earth 50)」に
おける革新的技術開発として位置付けられる。
2014年12月「エネルギー関係技術開発ロードマップ」にも記載。
2019年6月「パリ協定に基づく成長戦略としての長期戦略」策定。
2019年6月「カーボンリサイクル技術ロードマップ」策定。
CO2排出抑制技術について目標・課題等がまとめられた。
2020年1月「革新的環境イノベーション戦略」策定。
2050年以降のできるだけ早い時期に水素還元炉を用いた製鉄技術を実現する。

【対応】Super COURSE50の要素を一部取入れCOURSE50で開発を継続する

分科会での指摘事項 指摘事項対する対応

事業の位置付け
・必要性

費用対効果の算出は、今後本事業成
果が実用化できるかの判断基準となるも
のなので、もっと厳格に行うべきである。

基本計画の全体プロセスの評価・検討に、「本事業の実
現化を図るために、本事業適用時の市場規模、コークス
投入量低減によるコスト削減など経済的効果を詳細に
検討する」を追加した。
主にＳＧ８で対応。

研究開発
マネジメント

製鉄所全体のエネルギー収支を慎重に
検討し、プロセス成立性を明確に示すこ
とが必要。

基本計画の全体プロセスの評価・検討に、「また、商用
高炉とＣＯＵＲＳＥ５０高炉の熱物質収支を比較し、
プロセスの成立性・妥当性を検討する」を追記した。主に
ＳＧ８で対応。

研究開発成果 基本特許だけでなく周辺特許も積極的
に出願することが望まれる。

基本計画の全体プロセスの評価・検討に、「その際に技
術優位性の確保を図るように強固な特許網を構築する
ために知的財産マップを作成し、基本特許を中心とした
抜け漏れのない周辺特許出願を効果的に進める。」を
追記した。
知財管理ＷＧで対応。

成果の実用化に
向けた取組及び

見通し

プロセスの実用化に向けた開発において、
20％CO2の回収に必要な熱エネルギー
の確保が最も重要。熱回収プロセスの実
用化に積極的に取り組む必要がある。

基本計画の未利用排熱活用技術の開発に、「本技術
の水平展開を図り、他分野への早期実用化に取り組
む」を追記した。
主にＳＧ５、ＳＧ８で対応。

26

フェーズⅠ－ＳＴＥＰ２前倒し事後評価における指摘事項とその反映

２．研究開発マネジメント （４）研究開発の進捗管理の妥当性



２．研究開発マネジメント （５）知的財産権等に関する戦略の妥当性

◆知的財産権等に関する戦略

①NEDO知財方針を適用し、知財合意書、知財会議を整備
②知財会議で各サブテーマ毎の知財戦略を策定
③開発した重要技術については権利化を推進

・出願手順等を定め、出願効率化
・海外出願を含めた出願の是非、出願内容等を審議。
・実用化が相当先である技術に対して、安易に出願を

行わないよう、出願戦略を議論。
・海外への技術流出防止を意識した知財戦略を構築。 27

２．研究開発マネジメント （５）知的財産権等に関する戦略の妥当性

◆知的財産管理

知財合意書を策定
・出願手続き等について規定
・特許権は4社で共有
・持分割合は、出銑量により決定

ノウハウの管理
・権利化すべき技術とノウハウは、SGリーダーが決定
・ノウハウを特許出願による損出を考慮して秘匿するものと、
データ群等の技術成果に関する集大成、に区分け

・ノウハウ毎に登録シートを作成するとともに、ノウハウリストを作成
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「環境調和型プロセス技術の開発/
①水素還元等プロセス技術の開発

（フェーズⅡｰSTEP1）」（中間評価）
（開始2018年度～終了予定2022年度 5年間）

3．研究開発成果
4．成果の実用化・事業化に向けた

取組及び見通し

2020年8月21日

資料5-2
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発表内容

３．研究開発成果

４．成果の実用化・事業化に
向けた取組及び見通し

２．研究開発マネジメント

１．事業の位置づけ・必要性 (1)事業の目的の妥当性
(2)NEDOの事業としての妥当性

(1)研究開発目標の妥当性
(2)研究開発計画の妥当性
(3)研究開発の実施体制の妥当性
(4)研究開発の進捗管理の妥当性
(5)知的財産等に関する戦略の妥当性

(1)成果の実用化・事業化に向けた戦略
(2)成果の実用化・事業化に向けた具体的取組
(3)成果の実用化・事業化の見通し

(1)研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義
(2)成果の最終目標の達成可能性
(3)成果の普及
(4)知的財産権の確保に向けた取組

本資料の範囲
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３．研究開発成果 （１）研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義

◆COURSE50事業の開発目標と開発概念

【開発目標】
製鉄所からのCO2排出量を約30％削減し､2030年頃までに初号機を実用化できる
技術を確立する．

【開発前提】
2030年ごろまでに技術開発を完了し､実用化を目指すこと､また､大型高炉による
銑鋼一貫プロセスである日本での対策のため、開発期間､プロセスを考慮し､
高炉法を前提とした開発を指向する．

【開発概念】
製銑工程※におけるCO2大幅削減 ※製銑工程は製鉄所において約7割のCO2を排出
①高炉からのCO2排出量低減

1) 所内発生水素源の高炉の還元材利用による炭素還元の低減
2) 開発した技術を将来の水素還元技術のさきがけとして活用する
②高炉ガスからのCO2回収貯留

1) CO2の直接回収※ ※貯留技術は事業対象外(別プロジェクトでの開発)
2) 所内排熱利用によるCO2直接回収の必要エネルギー低減

３．研究開発成果 （１）研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義

◆COURSE50事業の開発概要

石炭

鉄鉱石

現行の製鉄プロセス

焼結工場

コークス

焼結鉱

高炉ガス(BFG)

②
CO2
分
離
回
収
技
術溶銑

未利用排熱回収

未利用排熱

ｽﾗｸﾞ その他

①水素活用還元技術

コークス炉ガス(COG)

コークス工場

高
炉

Fe2O3

C

CO, CO2, H2, N2

(Fe)
H2, CH4 -10%

-20%

CO2

貯留
(別プロジェクト)

COURSE50プロセス

一貫製鉄所の既存インフラを最大限活用することを前提に、

①コークス炉ガス中の水素等を用いた高炉の鉄鉱石還元への水素活用還元技術(炭素代替技術)
②製鉄所内の未利用排熱を利用した高炉ガスに含まれるCO2を分離･回収する技術

を開発し、これらの主要技術により総合的に製鉄所からのCO2排出量の約30%を削減する．

NEDO(New Energy and Industrial  Technology Development Organization) :100%委託事業
実施会社：高炉3社＋日鉄エンジニアリング 32



３．研究開発成果 （１）研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義

◆①水素活用還元技術の開発概要

開発目標：
実験と理論の両面から高炉からCO2を10%削減する
プロセス操作を総合的に検証･評価し､水素を活用した
還元反応制御技術を確立する.

水素活用還元技術の概念

開発テーマ(要素技術)
SG6：試験高炉によるプロセス評価技術

・プロセス操作の実験検証

12m3 試験高炉

実験検証

SG3：高性能粘結材製造技術開発
(COURSE50高炉用コークス製造技術)
・水素還元に適したコークス製造

SG1：

鉄鉱石還元への
水素活用技術
・数学モデルに
よるプロセス操作
の理論検証

・水素系ガス吹込
ランス設計

高炉数学モデル

理論検証

SG7：実高炉部分検証によるﾌﾟﾛｾｽ技術開発
・プロセス操作の実機検証 33

３．研究開発成果 （１）研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義

◆②CO2分離回収技術の開発概要

開発目標：CO2分離回収コスト2,000円/t-CO2を実現可能な高炉ガスに適した分離回収技術を開発し、
CO2排出削減量約20%の技術を確立する．

開発テーマ(要素技術)
SG4-1：化学吸収法によるCO2分離回収技術
・高性能化学吸収液の開発

CO2分離回収所要ｴﾈﾙｷﾞｰ低減
(従来)4.0⇒ (フェーズⅠ開発)2.0⇒(目標)1.6GJ/t-CO2

SG4-2：物理吸着法によるCO2分離回収技術※

・吸着塔高効率化､新規吸着剤開発

CO2分離回収所要電力低減
電力原単位：145⇒(目標)130kWh/t-CO2

※：COURSE50フェーズⅠで開発完了

SG5:未利用排熱回収技術
・排熱回収用の高効率な熱交換器開発

CO2再生に必要な熱を供給

34
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３．研究開発成果 （１）研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義

プロジェクト開発目標 COURSE50フェーズⅠ
(2008～2019)

COURSE50 フェーズⅡ-STEP1
(2018～2022)

主な開発成果 開発課題

①【水素活用還元技術】

高炉からCO2排出量約10%
削減する 技術を確立する

COG羽口吹込みとｼｬﾌﾄ吹込みの
統合操作で､約10%削減が原理的
に 可 能 で あ る こ と を 実 験 ( 試 験
高炉)と理論(数学モデル)の両面
から実証した．

2030 年 頃 の 実 用 化 を 目 指 し 、
CO210%削減をより確実にする実機
適合技術の開発・検証が重要課題．

②【CO2分離回収技術】

高炉ガスからCO2排出量
約20%削減する 技術を
確立する

・高性能な化学吸収液、物理吸着
剤を開発、ﾊﾟｲﾛｯﾄﾌﾟﾗﾝﾄ 試験を
通じてCO2分離回収 効果を実証．

・ 高 性 能 な 排 熱 回 収 熱 交 換 器
を開発．

これらにより、高炉ガスからCO2
20%削減と分離回収ｺｽﾄ≦2,000円
/t-CO2達成の見通しを得た.

・吸収液の性能向上により、分離回収
エ ネ ルｷﾞｰ1.6GJ/t-CO2 達 成 へ の
目途を得て、分離回収ｺｽﾄ≦2,000
円/t-CO2の技術確度を高める．

・熱交換器付着物を効率よく除去する
ことで、熱交換性能の維持を図り、
実用に耐えうる熱交換器システムを
構築する．

◆プロジェクト(COURSE50フェーズⅡSTEP1)の開発課題

３．研究開発成果 （１）研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義

◆プロジェクトの実施内容：①水素活用還元技術

①-1  SG1：鉄鉱石還元への水素活用技術, SG6：試験高炉によるプロセス評価技術

実用化に向けて､10%CO2低減操作の選択肢拡大
(水素活用技術拡充)を目的として、羽口からの水素投入
量および原料反応性の影響を見極める試験を実施する．

SG6:試験高炉試験SG1:プロセスシミュレーション

①-2  SG7：実高炉部分検証によるﾌﾟﾛｾｽ技術開発

COURSE50高炉の基盤技術である実炉を用いた水素系ガス全周羽口吹込み試験を行い、CO2削減効果、
操業性等を検証･評価し、実機化に向け、技術の適合性を確認する．

①-3 SG3：高性能粘結材製造技術開発 (COURSE50高炉用コークス製造技術) 
COURSE50高強度コークス用の高性能粘結材(HPC)製造スケールアップ試験を行い、
工業的製造技術確立に資する．

36



３．研究開発成果 （１）研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義

◆プロジェクトの実施内容：②CO2分離回収技術

②-1 SG4： CO2分離回収技術

新吸収液開発により、化学吸収法の熱量原単位の
極限低減を図り、理論限界に肉薄する1.6 GJ/t-CO2

を達成し、2,000円/t-CO2のコスト目標確保の技術
確度を向上させる。

熱交換器伝面に対する異物付着対策
により長期に渡って目標伝熱性能を維持
(温度効率平均値≧0.66)可能な熱交
換器および熱回収システムを構築する．

新吸収液開発

化学吸収法

②-2 SG5:  未利用排熱回収技術

ガス側流路

水側流路

各3 mm

マイクロ熱交換器断面図
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３．研究開発成果 （１）研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義

38

研究開発項目 中間目標 成果 達成度
①【水素活用還元技術】
研究開発項目(a)
高 炉 か ら の CO2 排 出
削減技術開発

・高炉からのCO2 排出削減量
約10%達成の見通しを得る.

実 用 化 に 向 け て 高 炉 の 水 素
活用還元技術の選択肢拡大の
ため、常温水素系ガスの羽口
吹込み単独操作で、約10％の
CO2削減が達成可能であることを
実験 (試験高炉 )と理論 (数学
モデル)の両面から実証した．

○

②【CO2分離回収技術】
研究開発項目(b)
高炉ガス（BFG）からの
CO2分離回収技術開発

・分離回収エネルギー改善とし
て の 、 吸 収 形 態 改 善 と 分 極
影響の緩和の両技術の改善に
新規技術を見出す事で､分離
回 収 エ ネ ル ギ ー 1.6GJ/t-CO2
達成への目途を得る.

・ 理 論 限 界 に 近 い 分 離 回 収
所要エネルｷﾞｰ原単位を目指し、
新 吸 収 液 開 発 に 着 手 し､ラ ボ
連続試験装置においてこれまでの
最高性能のエネルギー原単位
1.63GJ/t-CO2を達成した。
・実排ガスの性状調査により、
耐久性を考慮した排熱回収設備
構成を提示した．

○

◆プロジェクト中間目標の達成状況と研究成果の意義



３．研究開発成果 （１）研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義
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◆プロジェクトの最終目標の達成可能性
研究開発項目 現状 最終目標

(2022年度末) 達成見通し
①【水素活用還元技術】

研究開発項目(a)
高 炉 か ら の CO2 排 出
削減技術開発

実用化に向けて高炉の水素
活 用 還 元 技 術 の 選 択 肢
拡大のため、常温水素系ガス
の羽口吹込み単独操作で、
12％のCO2削減が達成可能
であることを実験(試験高炉)と
理論(数学モデル)の両面から
立証し、高炉からのCO2排出
削減量約10%達成の見通
しを得た.

・高炉からのCO2排出約10%
減 の 実 現 性 を 技 術 的 に
最大化する技術の見通しを
得る.
・ 高 炉 の 実 機 部 分 確 性
「全周羽口吹込み」試験は
上 記 CO2 削 減 技 術 開 発 の

状況をみながら、フェーズⅡ
－STEP2の開始以降に行い、
上記目標達成に資する.

試 験 高 炉 を
継 続 活 用 し た
実機適合技術
の 開 発 に よ り､
最 終 目 標 を
達 成 で き る
見込み.

②【CO2分離回収技術】

研究開発項目(b)
高炉ガス（BFG）からの
CO2分離回収技術開発

新吸収液を開発し、ラボ連続
試験において、熱量原単位
1.63 GJ/t-CO2 に 到 達 し､
最終目標達成の目途を得た.

CO2分離回収コスト2,000円
/t-CO2を実現可能な技術の

充 実 を 指 向 し 、 分 離 回 収
エ ネ ル ギ ー 1.6GJ/t-CO2 を
達成し、CO2 排出削減量約
20%の技術に資する.

新 吸 収 液 で
既に達成目途を
得ており、更なる
組成最適化や
触媒添加等に
より、最終目標
を 達 成 で き る
見込み.

３．研究開発成果 （１）研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義
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◆SG1:鉄鉱石還元への水素活用技術 中間目標の達成状況と研究成果の意義

研究開発項目 中間目標 成果 達成度 今後の課題
と解決方針

SG1全体

試験高炉操業の設計・解析を
通じて、高炉からのＣＯ２排出
削減量▲10%の見通しを得る

・試験高炉の送風・装入諸元設計と操業
解析、還元ガス・微粉炭の燃焼安定性
評価により、高炉からのＣＯ２排出削減
量▲10%の見通しを得た

○

1.水素活用
プロセス解析技術

高炉３次元数学モデルによる
試験高炉の操業諸元設計を行う

同モデルにより、試験高炉操業
を解析し、高炉からのＣＯ２排出
削減量▲１０％達成の見通しを
得る

・左記モデルを用いて、試験高炉操業
諸元を事前設計(第5,6,7,8回)

・左記モデルを用いて、試験高炉操業
諸元を解析(第5,6,7回)し、モデルの
シミュレーション精度の妥当性を確認

・常温H2吹込みにより、高炉からのＣＯ２
排出▲１０％達成の見通しを得た

○

2.高炉の微粉炭
および還元ガスの
燃焼挙動の調査

羽口内燃焼計算モデルによる還
元ガス吹き込み量が羽口等の
設備や燃焼安定性へ及ぼす影
響の評価

実高炉対象のレースウェイ 数
値モデルによる、還元ガス 吹き
込みが微粉炭・還元ガス 燃焼
挙動へ及ぼす影響の解明

・羽口内燃焼計算モデルを用いて、還元
ガス吹込み量が羽口等の設備や微粉
炭・還元ガス燃焼性におよぼす影響を
評価

・実高炉対象のレースウェイ数値モデルを
作成し、還元ガス吹き込みが微粉炭・
還元ガス燃焼挙動へ及ぼす影響を評価

〇

◎ 大きく上回って達成、○達成、△達成見込み（中間）／一部達成（事後）、 ☓未達



３．研究開発成果 （２）成果の最終目標の達成可能性

◆SG1:鉄鉱石還元への水素活用技術 成果の最終目標の達成可能性

41

研究開発項目 現状 最終目標
(2022年度末)

達成見通し

SG1全体

試験高炉の送風・装入諸元設計と
操業解析、還元ガス・微粉炭の燃焼
安定性評価により、高炉からのＣＯ２
排出削減量▲10%の見通しを得た

高 炉 か ら の Ｃ Ｏ ２ 排 出 削 減
▲約10%の実現性を技術的に
最大化する技術の見通しを得る

開発モデルのシミュレー
シ ョ ン 技 術 に よ り 、
CO2削減効果を精度よく
予測することにより達成
できる見込み

1.プロセス解析技術

・高炉３次元数学モデルを用いて、
試験高炉操業諸元を事前設計
(第5,67,8回)した。

・上記モデルを用いて、試験高炉
操業諸元を解析(第5,6,7回)し、
モデルのシミュレーション精度の妥当
性を確認。

・常温H2吹込みにより、高炉からの
ＣＯ２排出▲１０％達成の見通
しを得た。

高炉数学モデルを用いて、高炉
からのＣＯ２排出削減▲約10%の
実現性評価

高炉数学モデルにより、
CO2削減効果に及ぼす
操業操作の影響を精度
よく予測することにより、
最終目標を達成できる
見込み

2.羽口複合吹込み
技術

・羽口内燃焼計算モデルを用いて、
還 元 ガ ス 吹 込 み 量 が 羽 口 等 の
設備や微粉炭・還元ガス燃焼性に
およぼす影響を評価

・実高炉対象のレースウェイ数値
モデルを作成し、還元ガス吹き込み
が微粉炭・還元ガス燃焼挙動へ及
ぼす影響を評価

・羽口内燃焼計算モデルを用い
て、各種送風条件が羽口等の
設備や微粉炭・還元ガス燃焼
性におよぼす影響を評価

・レースウェイ数値モデルを用い
て、各種送風条件が微粉炭・
還元ガス燃焼挙動におよぼす
影響を評価

モ デ ル 解 析 を 通 じ た
各種送風操作の効果を
評価することにより達成
できる見込み

３．研究開発成果 （１）研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義
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◆ SG1:鉄鉱石還元への水素活用技術 検討成果と意義

試験高炉操業解析により、高炉からのＣＯ２排出▲１０％達成の見通しを得た.
今後、実機適合性を踏まえた還元ガス吹込み量、還元ガス種の検討を行う.

水素系ガス
羽口吹込み

高炉3次元数学モデルと試験高炉操業による炭素削減効果
SG6:試験高炉操業SG1:プロセス

シミュレーション

プロセス操作
事前設計



３．研究開発成果 （１）研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義

◆SG6:試験高炉によるプロセス評価技術 中間目標の達成状況と研究成果の意義

研究開発項目 中間目標 成果 達成度 今後の課題と
解決方針

SG6:
試 験 高 炉
に よ る プ ロ セ ス
評価技術

試験高炉操業により、
試験高炉規模で高炉
からのCO2排出削減
量10%達成の見通し
を得る．

実用化に向け、高炉の水素
活 用 還元 技 術 の 選 択肢
拡大のため、試験高炉で
常 温 水 素 系 ガ ス の 羽 口
吹込み操業を行った結果、
高炉からのCO2排出削減量
12％のCO2削減を達成した.

◎
2%過達のため、

過達と評価

◎大きく上回って達成、○達成、△達成見込み（中間）／一部達成（事後）、 ☓未達
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３．研究開発成果 （２）成果の最終目標の達成可能性

◆SG6:試験高炉によるプロセス評価技術 成果の最終目標の達成可能性

研究開発項目 現状 最終目標

（2022年度末）
達成見通し

SG6:

高 炉 か ら の CO2 排 出 量

削減技術開発

試験高炉操業における
常温水素の羽口吹込
操業結果より、高炉から
の排出CO2削減量10%

の見通しを得た．

試験高炉操業により、

試験高炉規模で高炉

からのCO2排出削減量

約10%達成の実機適合

化技術の見通しを得る．

高温水素系ガスの羽口
吹込操業により、試験
高 炉 か ら の 排 出 CO2

削減10%のための課題を
見 極 め 、 実 機 適 合 化
技術を達成見込み．
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３．研究開発成果 （１）研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義

◆SG6:試験高炉によるプロセス評価技術 検討成果と意義
【研究開発概要】12m3試験高炉を用いて、実機適用性の観点から、水素還元の効果を最大限に
享受する高炉プロセス操作を見極めるため、水素系ガスを主体とする還元ガス吹き込み操作と装入
原料の被還元性操作等とを組み合わせた総合最適化操業を行い、試験高炉規模で高炉からの
CO2排出削減量約10%の高炉プロセス操作を確立する.

試験高炉外観
日本製鉄(株) 東日本製鉄所君津地区構内(敷地面積3200m2)

試験高炉操業結果(水素系ガス羽口吹込み操業例)

A:ベース操業から、B:羽口水素系ガス1吹込み ⇒C:羽口水素系ガス1+水素系ガス2同時吹込み
により､水素投入量を増加 ⇒狙い通り､水素還元の上昇と炭素還元(直接還元率)の低下を確認．
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３．研究開発成果 （１）研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義
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◆SG7:実高炉部分検証によるﾌﾟﾛｾｽ技術開発 中間目標の達成状況と研究成果の意義

研究開発項目 目標 成果 達成度
今後の課題と
解決方針

SG7:
実 高 炉 部 分 検 証 に
よるプロセス技術開発

実高炉を用いた水素
系 ガ ス 「 全 周 羽 口
吹込み試験」の設計
を行い、製作に着手
する．

高炉2基を有する製
鉄所を前提に事前
エンジニアリングを
実 施 し 、 CO2 削 減
効果及び実機化に
必要な設備構成･
概算コストを把握
した．

×
(計画変更
のため)

実機部分検証に
つ い て は 、 事 前
ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ
結 果 を 基 に 、
設 計 等 を 進 め
つつ、試験高炉
の 開 発 状 況 を
見 な が ら 試 験
時期については
再検討する．

◎ 大きく上回って達成、○達成、△達成見込み（中間）／一部達成（事後）、 ☓未達



３．研究開発成果 （２）成果の最終目標の達成可能性

◆SG7:実高炉部分検証によるﾌﾟﾛｾｽ技術開発 成果の最終目標の達成可能性

研究開発項目 現状 最終目標
（2023年度以降）

達成見通し

SG7:
実高炉部分検証に
よるプロセス技術
開発

実機試験に向け、高炉2基
を有する製鉄所を前提に
事前エンジニアリングを実施
し、CO2削減効果及び実機
化 に 必 要 な 設 備 構 成･
概算コストを把握した．

実高炉を用いた水素系
ガス「全周羽口吹込み
試 験 」 を 実 施 し､高 炉
からのCO2排出量約10%
達成に資する.

鉄鉱石還元への水素活用
技術の開発ならびに試験
高炉によるプロセス技術
開発 の開 発状 況 を みな
が ら 、 フ ェーズⅡ-STEP2
開始(2023FY) 以降に実施
し、目標達成を目指す.
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３．研究開発成果 （１）研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義
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◆SG3:高性能粘結材製造技術開発(COURSE50高炉用コークス製造技術)
中間目標の達成状況と研究成果の意義

研究開発項目 目標 成果 達成度 今後の課題と
解決方針

SG3:
高性能粘結材
製造技術の開発

高性能粘結材粘度推算
式 の導出（精度向上）

商業機にて想定される
最大温度、滞留時間数
分範囲で、溶融 HPCは
粘度変化を示さないこと
を確認し、温度、溶剤
含有率と粘度の関係式
を導出した.

○
HPC原料炭種変動に
よるHPC粘度の影響
を把握する.

溶融粘結材連続移送・
排出装置の試運転に

よる移送・排出性能の
確認

製作した装置は、安定し
て溶融HPCを移送. 排出
で き る こ と を 確 認 し た .
供 給 HPC 溶 剤 濃 度 に
対し、排出HPCの溶剤濃
度は十分低い濃度まで
低減できることを確認した.

△
(2021年

2月）

溶剤回収性能向上
の検討を進め、排出
HPC の 溶 剤 含 有 率
目標値を達成するた
めの条件を20年度中
に決定する.

◎大きく上回って達成、○達成、△達成見込み（中間）／一部達成（事後）、 ☓未達



３．研究開発成果 （２）成果の最終目標の達成可能性

◆SG3:高性能粘結材製造技術開発(COURSE50高炉用コークス製造技術)
成果の最終目標の達成可能性

研究開発項目 現状
最終目標

（2022年度末）
達成見通し

高性能粘結材製造技術の開発

神戸製鋼所：
①高性能粘結材粘度推算式

の導出（精度向上）

②溶融粘結材連続移送・
排出装置の試運転による
移送・排出性能の確認

①温度、溶剤含有率と
粘度の関係式を導出した.

②移送・排出性能および
溶剤回収能力を確認し、
20年度末までに目標とする
溶剤回収性能を達成する
見込み.

高性能粘結材の安定した
移送・排出を実現する溶
融粘結材移送・排出装置
、プロセスの実証と溶剤回
収条件の最適化

溶融HPC粘度の温度、溶剤
含有率による変化について
は 推 算 式 を 導 出 で き た .
溶融HPCの移送・排出装置
の移送・排出性能が確認
できた. 溶剤の回収も供給
時の溶剤濃度から十分低い
濃度まで低減できることを
確認できており、装置内での
溶融HPC滞留条件、溶剤
回収脱揮条件を最適化
することより、目標濃度まで
の安定した溶剤回収性能と
移送・排出性能を有する
装置およびプロセスの実証、
最適化を達成できる見込み
.

北海道大学：プロセス因子が、
溶融HPCの粘度、分子運動性
に与える影響を把握する

溶剤回収工程加熱条件で
分子運動性は温度に対し
て可逆性を示し、物性変化
を示さない事が分かった.

京都大学：分子量分布、化学
構造変化と溶融HPC粘度の
関係性を把握する

溶剤回収工程で想定され
る最大温度で処理した
HPCは分子構造に変化が
認められないことを把握した.
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3. 研究開発成果 ２.研究開発項目毎の成果（１）研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義

◆SG3 :高性能粘結材製造技術開発(COURSE50高炉用コークス製造技術) 検討成果と意義

溶剤循環利用のため
HPC中溶剤を回収可能な連続
移送・排出設備を開発する.

HPC粘度変化

固化

粘
度

[m
Pa

･s
]

既設溶剤回収
開発対象
溶剤回収

連続移送・排出

HPC冷却固化

溶
剤

濃
度

[w
t%

]

HPC溶剤濃度変化

高

低 低

高

常圧
固化温度以下

●フェーズⅡ技術開発の狙い：
水素還元高炉操業に対応できる品質のコークス製造に必要となる、HPC製造プロセスの
スケールアップ技術開発を推進し、 HPCの工業的製造技術を確立する．

HPC
溶融

コークス化

配合石炭 HPC

配合炭
溶融・
膨張

先行して溶融したHPC 高強度コークス

●SG3技術開発（HPC製造技術開発）の狙い：
COURSE50高炉(低還元材比)に必要な高強度コークス製造に必要なHPC(高性能粘結材)を開発する．
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石炭からの
HPC溶剤抽出

・装置設計のため、HPC中溶剤濃度
変化、温度変化に伴うHPC粘度変
化を定量的に把握した.

・設計・製作した連続移送・排出設備
によりHPC溶剤濃度を十分低く低
減し、安定して移送・排出できること
を確認した.



３．研究開発成果 （１）研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義
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◆SG4:CO2分離回収技術 中間目標の達成状況と研究成果の意義

◎ 大きく上回って達成、○達成、△達成見込み（中間）／一部達成（事後）、 ☓未達

研究開発項目 目標 成果 達成度

SG4:
高性能吸収液
の開発

分離回収エネルギー改善
としての、吸収形態改善と
分極影響の緩和の両技術
の改善に新規技術を見出
すとともに、実用性の評価
も行うことにより、分離回
収エネルギー1.6 GJ/t-CO2
達成への目途を得る。

・安価で高性能の混合溶媒系３吸収液を
開発し、CAT-LAB連続試験において、これ
までの最高性能である熱量原単位1.63
GJ/t-CO2を達成した.
・当該吸収液は、消防法上の非危険物で
あり、RN-1吸収液と同程度に低腐食性で
あるため、実用性も高いと期待できる.
・新規の吸収促進触媒について、RN-1
吸収液への添加効果を CAT-LAB により
評価し、分離回収エネルギーの5～10％
低減を確認した.
論文5件、特許2件

○

３．研究開発成果 （２）成果の最終目標の達成可能性

◆SG4:CO2分離回収技術 成果の最終目標の達成可能性

研究開発項目 現状 最終目標

（2022年度末）
達成見通し

SG4:
高性能吸収液
の開発

新規の混合溶媒系吸
収 液 を 開 発 し 、 CAT-
LAB連続試験において、
熱量原単位 1.63GJ/t-
CO2に到達、最終目標
達成の目途を得た.

CO2分離回収コスト2,000
円 /t-CO2 を実 現可能な
技術の充実を指向し、
分離回収エネルギー1.6
GJ/t-CO2 を到 達 し 、 CO2
排 出 削 減 量 約 20% の
技術に資する.

新 規 の 混 合 溶 媒 系
吸収液で既に達成目途
を得ており、更なる組成
最適化や触媒添加等に
より、最終目標を達成
できる見込み.
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３．研究開発成果 （１）研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義

◆SG4:CO2分離回収技術 検討成果と意義
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 平衡モデル

CO2処理能力： 5kg/d

2.45 （CO2回収率90%）

1.94 (91%)
1.78 (91%)

2.13

1.68

1.75 1.69 (92%)

CAT30試験

2.34

1.66 (94%)

92℃
再生温度

110℃

1.63 (91%)

混合溶媒系新吸収液を
開発し、最終目標達成へ
の目途を得た.
⇒中間目標達成.
ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ検討による高性
能発現要因の明確化
（2020年度）

CAT-LAB:小型連続試験装置

94℃ 94℃ 94℃ 94℃

再生塔
120℃

吸収塔

40℃

BFG

CO2濃度
99%

未利用廃熱

ﾘﾎﾞｲﾗｰ

地中貯留

CO2濃度

～22%

発熱反応 吸熱反応

吸収液（アミン水溶液）
【狙い】
吸収液の特性
改 善 に よ り 、
分離回収エネ
ルギーを大幅に
低減 し 、 分離
回 収 コ ス ト を
削減する．

COURSE50における新吸収液の開発推移

３．研究開発成果 （１）研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義
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研究開発項目 目標 成果 達成度 今後の課題と
解決方針

高性能熱交開発
実証試験における

熱交換器基本仕様
を提案する．

●製作コストを低減し､社会実装を
進めることを目的として、長期性能
実証試験に用いる熱交換器の形
状検討を数値解析により行った．

〇
高温化・耐圧仕様の熱交
換器について試作し性能
評価を行う．

性能を長時間維
持可能な熱回収
システムの検討

実証試験における
熱回収システムを
決定する．

●製鉄所実排ガスの詳細な分析
を行い､熱交伝面に付着した物質
の特定を進めた．
●熱交伝面温度を上昇させること
で付着量が大きく低減する可能性
をラボ試験により示した．
●製鉄所実排ガスを用いて長期性
能評価を行うための試験装置を
設計・製作した．

△
(2021年3月
達成予定)

製鉄所実排ガスを用いた
評価を行い、実証試験
設備を検討する．

◎：大きく上回って達成，○：達成，△：達成見込み（中間）／一部達成（事後），×：未達

◆SG5:未利用排熱回収技術 中間目標の達成状況と研究成果の意義



３．研究開発成果 （２）成果の最終目標の達成可能性

◆SG5 :未利用排熱回収技術 成果の最終目標の達成可能性
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研究開発項目 現状 最終目標

（2022年度末）
達成見通し

高性能熱交開発

●製作コストを低減し､社会実装を進める
ことを目的として､長期性能実証試験に用
いる熱交換器の形状検討を数値解析によ
り行った．

排熱回収用熱交換器の実機
スペックを明確化する．

加 圧 水 を 適 用 可 能 で､
目標性能を満たす排熱
回 収 用 の 熱 交 換 器 の
試作および評価を行う．

性能を長時間維持
可能な熱回収シス
テムの検討

●製鉄所実排ガスの詳細な分析を行い､
熱交伝面に付着した物質の特定を進めた．
●熱交伝面温度を上昇させることで付着
量が大きく低減する可能性をラボ試験によ
り示した．
●製鉄所実排ガスを用いて長期性能評
価を行うための試験装置を設計・製作した．

製鉄所実排ガスによる熱交換
の実証実験を行い，平均温度
効率66 %にて耐久性700時間

を達成可能な熱回収システム
を提案する．それを踏まえて
排熱回収コストを算出する．

製鉄所実排ガスを用いた
長期間の実証試験を行う．

３．研究開発成果 （１）研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義
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◆SG5:未利用排熱回収技術 検討成果と意義
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現在は大気放散されている200～400 ℃程度の排熱を回収し，
CO2化学吸収プロセスにおける熱源等で活用

モデル製鉄所(生産量:800万t-粗鋼/年）モデル製鉄所で利用可能な排熱
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◆SG5:未利用排熱回収技術 検討成果と意義

温度効率 ガス圧力損失

前述の熱回収を行うための必要条件である，温度効率0.66を達成する
熱交換性能を有する熱交換器を試作できた．

（熱交性能指標）

1号機（ラボ）

2号機（ラボ）

1号機（ラボ）

2号機（ラボ）

0.66

水当量比（ガス/水） [-]

高温度効率且つ低圧損を実現できる高性能マイクロ熱交換器を見出した．

圧力損失は1号機と比較して2号機では大きく低下（約1/10）．

ガス側流路

水側流路

各3 mm

断面模式図（マイクロ熱交２号機）

３．研究開発成果 （１）研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義
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◆SG8:全体プﾛｾｽの評価・検討 中間目標の達成状況と研究成果の意義

研究開発項目 目標 成果 達成度 今後の課題と
解決方針

SG8:
全体プロセス
評価･検討

・製鉄プロセス全体の
最適化を検討し、製鉄
所 か ら の CO2 排 出 量
30%削減を可能にする

た め の 技 術 確 立 に
対して、総合的な評価、
検討を行う．

・ 特 に 、 地 球 温 暖 化
課題の状況変化を的確
に反映し、それに対応
す べ く プ ロ ジ ェ ク ト の
運営を行う．

・ 粗 鋼 生 産 量 800 万 ㌧ / 年 の
モデル製鉄所を前提に、製鉄所
全体の物質･ｴﾈﾙｷﾞｰ収支ﾓﾃﾞﾙを
用いて、試験高炉で開発中の
各種水素系ガス吹込み技術の
高炉適用時のCO2削減効果を
解析した結果、CO2 分離回収
技術導入によるCO2削減20%と
併せると製鉄所全体でPJ目標約
30%削減可能との見通しを得た．

・2030年頃の実機1号機の実現
性を技術的に最大化させるべく、
より少ない水素で高炉10%CO2
削減を実現する新たな要素技術
開発方針を提示した．

○

日本鉄鋼連盟の
長期温暖化対策
ビジョンの水素還元
開 発 構 想 を 踏 ま
え､水素活用技術
開 発 に つ い て は
2020FY以降､試験
高炉を継続活用し
た 実 機 適 合 化
開発(水素使用量
低減技術 )に注力
すると共に､実機部
分検証は､設計等
を進めつつ、試験
高炉の開発状況を
見ながら試験時期
については再検討
する．

◎ 大きく上回って達成、○達成、△達成見込み（中間）／一部達成（事後）、 ☓未達



３．研究開発成果 （２）成果の最終目標の達成可能性

◆SG8:全体プﾛｾｽの評価・検討 成果の最終目標の達成可能性

研究開発項目 現状 最終目標 達成見通し

SG8:
全 体 プ ロ セ ス
評価･検討

･試験 高炉 で開 発中 の
COURSE50高炉を製鉄所
に適用すれば､高炉からの
CO2 排出10%と高炉ガス
からのCO2分離回収20%の
計30%削減は可能である
との見通しを得た．

･高 炉 か ら の CO2 削 減
技 術 開 発 に つ い て は 、
2030年頃の実機1号機の
実現性を技術的に最大
化させるべく、2020年度
以降も試験高炉を継続
活 用 し た 実 機 適 合 化
開発 (水素使用量低減
技 術 ) に 注 力 す る 開 発
方針変更を行った．

･製鉄プロセス全体の最適
化を検討し、製鉄所からの
CO2排出量30%削減を可能

にするための技術確立に
対し て、 総合 的 な評 価、
検討を行う．

･特 に 、 プ ロ ジェ クト 最終
動向についての、総合的な
判断を行う．

これまでのCOURSE50開発
で獲得した､また､今後の
開 発 で 得 ら れ る 各 サ ブ
テ ー マ の プ ロ セ ス 諸 元･
設備条件に基づく製鉄所
プ ロ セ ス 全 体 の 最 適 化
検討と試験高炉を継続
活用した実機適合化開発
により、最終目標を達成で
きる見込み．
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３．研究開発成果 （１）研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義

◆SG8 :全体プﾛｾｽの評価・検討 検討成果と意義
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実施概要

製鉄所全体の物質･エネルギー収支ﾓﾃﾞﾙを用いて、試験高炉で開発中の各種水素系ガス吹込み
技術の高炉適用時のCO2削減効果を解析した結果、CO2分離回収技術導入によるCO2削減20%と
併せると製鉄所全体でPJ目標約30%削減可能との見通しを得た．



◆事業全体の成果の普及
2018
年度

2019
年度 計

論文 7 4 11

研究発表・講演 77 60 137

受賞実績 0 0 0

新聞・雑誌等への掲載 1 1 2

展示会への出展 0 1 1
※2020年3月31日現在

３．研究開発成果 （３）成果の普及
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◆事業全体の知的財産権の確保に向けた取り組み

※2020年3月31日現在

2018
年度

2019
年度 計

特許出願（うち外国出願） 4（1） 6（1） 10件

()内は外国出願件数

４．成果の実用化・事業化に向けての取組及び見通し
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実用化とは、本事業の成果である水素活用還元、高性能粘結材
を活用した高炉、及び未利用排熱技術を活用した高炉ガスから
のCO2分離回収技術により、製鉄所からのCO2排出量の削減を
実現する事である。
事業化とは、上記技術が製鉄事業に組み込まれる事である。

◎本プロジェクトにおける「実用化・事業化」の考え方



４．成果の実用化・事業化に向けての取組及び見通し (1) 成果の実用化・事業化に向けた戦略

◆成果の実用化・事業化に向けた戦略
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【成果の実用化・事業化の戦略】
・水素高炉：フェーズⅡでの実証終了後、2030年ごろの商業1号機の

建設に向けて、具体的なエンジニアリングを行う。
・CO2分離回収：高炉以外での実用化を進めながら、製鉄所導入に

向けたエンジニアリングを行う。
・コスト低減、経済性の確保のために本PJ計画変更（試験高炉研究
継続、水素活用還元技術の深化による水素使用量低減）を行う。

・数学モデルの活用により、実証高炉(100t/d)を行わずに実証研究を
推進することで、本PJ計画変更による実用化計画の遅延防止と
開発費用の削減を図る。

【想定する市場の規模・成長性等】
・全世界の粗鋼生産の7割は高炉転炉法で作られている。昨今、水素
還元技術の提案がなされているが、実用化は2050年以降であり、
今後も、先進高炉技術（既存、製鉄所におけるCO2削減技術）の市場
は存在する。

４．成果の実用化・事業化に向けての取組及び見通し (2) 成果の実用化・事業化に向けた具体的取組

◆成果の実用化・事業化に向けた具体的取組
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【実用化・事業化活動の実施者】
・本開発の成果は日本鉄鋼連盟を中心に国内高炉メーカーにより

実用化・事業化される。
・知財権確立と導入国からの対価を前提とし、国外へ技術提供も

模索していく。

【実用化・事業化の計画及びマイルストーン】
・本実証研究のマイルストーンに加えて、2030年ごろの商業1号機、

2050年の国内普及を実用化・事業化に向けたマイルストーンとして
検討を継続する。



４．成果の実用化・事業化に向けての取組及び見通し (3) 成果の実用化・事業化の見通し

◆成果の実用化・事業化の見通し
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【実用化・事業化に向けての課題とその解決方針】
・実用化・事業化の課題は技術確度の向上とCO2削減コストの低減
で あ り 、 そ の 解 決 （ 必 要 水 素 量 低 減 な ど ） を 目 指 し て PJ の
計画変更を実施した。

【研究成果のニーズと経済性の確保】
・水素還元などのゼロカーボン技術は開発期間が長期にわたるため、
本成果は早期のCO2削減ニーズを満たすものである。

・本PJの計画変更（試験高炉研究継続、水素活用還元技術の深化）
により、CO2削減コスト低減、経済性の確保を模索。（今後の鉱石・
石炭・鋼材の価格動向、炭素税などの負担増、グリーン電力・水素
価格の低下などを加味して、経済効果の最大化を検討。）

【波及効果】
・CO2分離回収技術は製鉄以外の分野で早期商用化を行っており、
積極的な技術活用を行うことで、社会貢献に寄与している．
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研究評価委員会 

「環境調和型プロセス技術の開発／①水素還元等プロセス技術の開発（フェーズⅡ－ＳＴＥＰ１）」 

（中間評価）分科会 議事録及び書面による質疑応答 

 

日 時：2020年8月21日（金）9：00～13:20 
場 所：NEDO川崎 2301～2303会議室（オンラインあり） 

 

出席者（敬称略、順不同） ※リモート参加 

 

＜分科会委員＞ 

分科会長    鷹觜 利公  国立研究開発法人 産業技術総合研究所 イノベーション推進本部 

イノベーションコーディネータ 

分科会長代理  小林 敬幸  名古屋大学 大学院工学研究科 化学システム工学専攻 准教授 

委員      池上 康之  佐賀大学 海洋エネルギー研究センター 教授 ※ 

委員      小野  英樹  富山大学 学術研究部都市デザイン学系 教授 ※ 

委員      野口 嘉一  電源開発株式会社 火力エネルギー部 部長（技術企画担当） 

委員      村岡 元司  株式会社ＮＴＴデータ経営研究所 社会基盤事業本部 本部長 

エグゼクティブコンサルタント 

委員      村上 太一  東北大学 大学院環境科学研究科 先端環境創成学専攻 准教授 

 

＜推進部署＞ 

田中 秀明     NEDO 環境部 部長 

春山 博司（PM） NEDO 環境部 主査 

在間 信之     NEDO 環境部 統括調査員 

園山 希      NEDO 環境部 主査 ※ 

  

＜実施者＞ 

野村 誠治（PL）      日本製鉄株式会社 技術開発本部 フェロー（執行役員待遇） 
渡辺 隆志（副PL）    JFEスチール株式会社 技術企画部 企画グループリーダー（理事） 
宇治澤  優（PL補佐）   日本製鉄株式会社 技術開発本部 技術開発企画部 上席主幹 
山本 啓司（PL補佐）   日本製鉄株式会社 製銑技術部 上席主幹 （高炉技術統括） ※ 
石渡 夏生（PL副補佐）  JFEスチール株式会社 技術企画部 主任部員 
柿内 一元         日本製鉄株式会社 技術開発本部 プロセス研究所 

試験高炉プロジェクト推進部 部長 ※ 
村上 英樹（技術ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ） 日本製鉄株式会社 技術開発本部 フェロー（常務執行役員待遇） ※ 

中野 薫          日本製鉄株式会社 技術開発本部 プロセス研究所 製銑研究部 
上席主幹研究員 

松崎 洋市         日本製鉄株式会社 技術開発本部 先端技術研究所数理科学研究部 主幹研究員 
小林 一暁         日本製鉄株式会社 技術開発本部 プロセス研究所プロセス技術部 

熱プロセス技術応用開発室 主幹研究員 
上城 親司         日本製鉄株式会社 技術開発本部 プロセス研究所試験高炉プロジェクト推進部 

主幹 
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菊池 直樹         株式会社神戸製鋼所 技術開発本部 機械研究所 資源プロセス研究室 室長 
酒井 博          日本製鉄株式会社 技術開発本部 プロセス研究所製銑研究部 主任研究員 ※ 

西藤 将之         日本製鉄株式会社 技術開発本部 先端技術研究所 環境基盤研究部 部長 ※ 

鈴木 公仁         日本製鉄株式会社 技術開発本部 先端技術研究所 環境基盤研究部 

主幹研究員 ※ 

中尾 憲治         日本製鉄株式会社 技術開発本部 先端技術研究所 環境基盤研究部 

主幹研究員 ※ 

西岡 浩樹         日本製鉄株式会社 技術開発本部 先端技術研究所 数理科学研究部 部長 ※ 

小水流 広行        日本製鉄株式会社 技術開発本部 プロセス研究所 プロセス技術部 

熱プロセス技術応用開発室 主幹研究員 ※ 

風間 伸吾         日本製鉄株式会社 技術開発本部 技術開発企画部 技術企画室 ※ 

礒原 豊司雄        日本製鉄株式会社 技術総括部 上席主幹 ※ 

冨崎 真          日鉄エンジニアリング株式会社 製鉄プラントエンジニアリング第一部 

シニアマネージャー ※ 

拜司 裕久         JFEスチール株式会社 技術企画部 主任部員 ※ 

村井 亮太         JFEスチール株式会社 環境プロセス研究部 主任研究員 ※ 

柏原 佑介         JFEスチール株式会社 製銑研究部 主任研究員 ※ 

白石 恒司         株式会社神戸製鋼所 鉄鋼アルミ事業部門 技術企画部 企画グループ 

主任部員 ※ 

奥山 憲幸         株式会社神戸製鋼所 技術開発本部 機械研究所 資源プロセス研究室 

上席研究員 

堺 康爾          株式会社神戸製鋼所 技術開発本部 機械研究所 資源プロセス研究室 

主任研究員 ※ 

安室 元晴         株式会社神戸製鋼所 開発企画部 次長 ※ 

 

＜評価事務局＞ 

森嶋 誠治     NEDO 評価部 部長 

塩入 さやか    NEDO 評価部 主査 

後藤 功一     NEDO 評価部 主査 

川井 佳子     NEDO 評価部 主査 
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議事次第 
（公開セッション） 
１．開会、資料の確認 
２．分科会の設置について 
３．分科会の公開について 
４．評価の実施方法について 
５．プロジェクトの概要説明 

5.1  a）事業の位置付け・必要性、研究開発マネジメント 
b）研究開発成果、成果の実用化・事業化に向けた取組及び見通し 

5.2 質疑応答 
 

（非公開セッション） 
６. プロジェクトの詳細説明 
 ６．１ 鉄鉱石還元への水素活用技術開発 
 ６．２ 試験高炉によるプロセス評価技術開発 
 ６．３ 高性能粘結材製造技術の開発 
 ６．４ CO2分離回収技術開発 
 ６．５ 未利用排熱活用技術の開発 
 ６．６ 実高炉部分検証によるプロセス技術開発 
     全体プロセス評価・検討 
７．全体を通しての質疑 
 
（公開セッション） 
８．まとめ・講評 
９．今後の予定 
１０．閉会  
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議事内容 
（公開セッション） 
１．開会、資料の確認 

・開会宣言（評価事務局） 
・配布資料確認（評価事務局） 

２．分科会の設置について 
・研究評価委員会分科会の設置について、資料1 に基づき事務局より説明があった。 
・出席者の紹介（評価事務局、推進部署） 
３．分科会の公開について 

評価事務局より、既に資料2及び3に基づき各委員に事前説明を実施し、委員からの質問に

も回答済みであるとの説明があった。議題6.「プロジェクトの詳細説明」、議題7.「全体を通し

ての質疑」を非公開とした。 
４．評価の実施方法について 

評価事務局より、既に資料4‐1～4‐5に基づき各委員に事前説明を実施し、委員からの質問

にも回答済みであるとの説明があった。 
５．プロジェクトの概要説明 

5.1 a）事業の位置付け・必要性、研究開発マネジメント 
5.1 b）研究開発成果、成果の実用化・事業化に向けた取組及び見通し 

評価事務局より、既に資料5に基づき各委員に事前説明を実施し、委員からの質問にも

回答済みであるとの説明があった。実施済みの質疑応答も踏まえて、その内容について質

疑応答が行われた。 
5.2 質疑応答 

 
【後藤主査】 5.1 a)、5.1 b）のプレゼンテーション資料は事前郵送し、スライドショーもメール

送付させていただいております。また、事前に質疑応答もさせていただいておりますが、さ

らに当分科会にて質疑応答をいただければと思います。 
【鷹觜分科会長】 分かりました。それでは、事前にやりとりをした質疑応答も踏まえて、委員の

皆さま、ご意見、ご質問等お願いいたします。事前のご質問がなかった皆さまについても、

何かございましたらご発言いただければと思いますがいかがでしょうか。 
    では私から一つ確認したいのですが、資料5の1、11ページ、アウトカムの試算方法につ

いて、現在のところはコークス削減量について800億円という試算で掲示されています。そ

の他、例えば吸収コストはこの事業でも目標値を掲げており、また貯留のコストについては

未定の部分がありますが、現時点での試算コストを含めておかないと、アウトカムとしての

位置付けが少し緩い気がしています。 
    CO2削減効果については、どのような水素を使用するかによって、実際のCO2削減、要す

るに化石資源をどれぐらい減らせるかという意味でのCO2削減は、もう少し厳密に試算を行

う必要があると思います。ご意見をお願いします。 
【春山PM】 NEDO環境部の春山です。ご指摘のとおり、外部からの水素についても、これから
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検討していかなければいけないところです。CO2に特化した削減としては、粗鋼生産量1ト

ン当たりのCO2の排出量を2トンとして、その20パーセント、高炉からの70パーセント

を掛けると、大体、年間CO2が2,750トン程度可能となります。今のところ4,000円程度で

あるCO2分離回収のコストは、本研究の目標である2,000円程度に下がることによって、年

間523億円程度の削減も、ここに書かれている以外に考えられます。 
       貯留のコストについては、平成17年のRITEの資料を参考にしたところ、1トンCO2当

たり、大体、新設で7,300円から、既設で1万2,400円と報告されており、今のところ、そ

のうちの4,000円程度はCO2分離回収となっています。そこでのCO2の削減効果が、先ほ

どの523億円程度と推定されます。外部からの水素についても、今後、検討していきたいと

思います。 
【鷹觜分科会長】 分かりました。その他の委員の皆さま、いかがでしょうか。 
【村上委員】 東北大学の村上です。2点あります。まず、1点目が資料5の1の22ページ、大学

や研究機関といろいろ共同研究をされていますが、その使い方について、回答では予定とな

っています。フェーズⅠでもいろいろな共同研究をされていて、それをどのように本プロジ

ェクトに生かしているのか、何かあれば教えてください。 
       もう1点が、私の専門が製鉄原料に関するものであるため気になってしまうのですが、試

験高炉で評価されるとき、原料のパフォーマンスが水素還元にどの程度生かされているのか

という評価はされているでしょうか。 
【中野上席主幹研究員】SG1中野です。共同研究の話ですが、基本、フェーズⅠの中でもいろいろ

行っていました。それをモデル解析や全体評価の中で反映して、操業設計を行いました。原

料については、各社、焼結の被還元性の向上などは技術開発しているのですが、われわれが

試験高炉で活用している中身としては、当社で作成した高被還元性焼結鉱を使った試験を行

っています。 
【村上委員】 共同研究のほうは、もし成果として非常に活きた例があれば教えてください。後者

の原料については、試験高炉に入れた原料が、水素還元に対してどのぐらい余力があるか、

逆に言うと、ガス側にはもう少し水素還元を進められるはずのポテンシャルがあるのに進ん

でいないのか、それとも十分活かされ切っているのか、そういう解析をされているのかをお

教えください。 
【中野上席主幹研究員】 フェーズⅠの段階での水素供給量に対して、フェーズⅡではかなり増加

してきます。フェーズⅠは従来の知見からすると、あまり大きな差は出ていません。逆にフ

ェーズⅠで現在、技術開発をしようとしている領域になると、今までの知見で延長すると多

少誤差が出ているところも見えてきています。その辺は九州大学と共同研究から知見の中

で、今後、修正をかけていこうと考えています。 
【上城主幹】 SG6の上城です。原料の評価についてですが、高炉に入れる原料の還元前の性状は

評価をしていて、被還元性を高めた焼結鉱と普通の焼結鉱の、還元前の性状を評価していま

す。還元後の評価までは手が出ていません。これは炉内から出てくるサンプル量が少なく

て、どうしても成分分析の分量しか確保できないという欠点がありますので、細かい分析が

できていませんが、今、解体調査で回収されたサンプルすなわち還元前で焼結鉱がどのよう
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に還元されているのか評価を進めようとしています。 
    また、後で垂直ゾンデの結果も出てきますが、その結果を平衡線上にプロットして、何が

起こっているのかという推定も実施しました。その結果をSG1が行っているモデルと比較し

て、高炉の中でどんなことが起こるのか、今使っている焼結鉱が高水素の雰囲気下でどのよ

うに還元されて、どう改良していけば良いのかという考察まで踏み込もうとしている最中で

す。 
【石渡副PL補佐】 JFEスチールの石渡です。大学等との共同研究は高炉だけではなく、他の分

野でも実施しています。今、公開セッションにおいてお答えできるかどうかが分かりません

が、SG3での適応状況もお答えできると思います。 
【菊池室長】 神戸製鋼所の菊池です。フェーズⅠでは強度と反応性の制御をしてきましたが、そ

の中で、特に強度に関係していたのが気孔構造でした。われわれは実験の結果だけしか分か

りませんが、共同研究において、画像処理等を使って気孔構造が変化することによって強度

が向上するメカニズムを説明できたことが一番大きいと考えています。 
【鷹觜分科会長】 その他、委員の皆さまいかがでしょうか。 
【小林分科会長代理】 小林でございます。資料5の1の7にあるように、今回は製鉄所からの

CO2排出量を30パーセント削減するという前提です。高炉から10パーセント、分離回収か

ら20パーセント、製鉄所から30という数字を出しています。10＋20で30という単純な足

し算で、製鉄所から30パーセントの削減が成立するでしょうか。つまり、最初に、他にど

れぐらいCO2が出てきているかを把握しているはずで、この目標を達成すると、製鉄所から

30パーセント削減できるか、単純な話ですがいかがでしょうか。 
【石渡副PL補佐】 JFEスチールの石渡です。その点に関しては、SG8の非公開の部分で、数字

をお示しして詳しく説明させていただきます。基本的な考え方としては高炉の削減がそのま

ま製鉄所の削減となるということはありません。エネルギー効率の問題もありますし、高炉

自身が下工程に対してエネルギーを供給しているため、不足するエネルギーの供給方法でも

異なります。概して、そんなに差があるわけではありませんが、基本的に、高炉での削減量

と比べて製鉄所の削減量は減少する傾向にあります。この後、SG6や1で説明があります

が、高炉からのCO2排出量の10パーセント削減を目指していると言いながら、少し高めの

目標や結果を出しています。これにCCUを含めて30パーセントということを、トータルで

検討しています。 
【小林分科会長代理】 もちろん、それはよく理解します。もともとの設定の方法が、10＋20＝30

で果たしてよかったのかという点について質問しています。 
【石渡副PL補佐】 分かりやすく、製鉄所全体ではなく高炉で10パーセントという言い方をして

いますので、そこはあまりいい表現ではなかったと思います。 
【小林分科会長代理】 二つ目の質問です。資料5の2の28ページに未利用排熱回収技術のマッ

プが出ていますが、これを作るには大変なご苦労があったと思います。この中で200℃から

400℃程度の排熱を回収するということですが、このマップではなかなか理解しづらくなっ

ています。多分、大きさが量、円の中心が温度、幅まで示しているのかと思うのですが、こ

の量で、おおよそCO2分離、化学吸収に必要な熱量をカバーできると判断できるということ
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でよろしいでしょうか。 
【石渡副PL補佐】 SG5で最終的に回答いたします。この円形の面積を足したものが排熱エネル

ギーの総量に当たります。CO2回収に必要な熱量は算出しており、排熱の総量は必要な熱量

を超えていませんので、ある効率で熱回収することで成立することがわかります。成立しや

すくするためには、CO2の吸収の熱量を下げること、逆に回収する熱量を上げるために熱交

換器の効率を上げることは必要になります。それに向かって、今回テーマを設定して実施し

ています。 
【小林分科会長代理】 分かりました。あと、熱を回収するためのコストの目標値が1.6ギガジュ

ール／トンとなっていますが、このコストはどのように算出したのか、大体で良いのでご説

明いただけますでしょうか。 
【小林主幹研究員】SG5の日本製鉄小林です。特に排熱回収部分のコストに関してですが、熱交換

器で回収していますので、熱交換器や熱を持ってくるパイプラインの工事費、施設費、熱媒

体の循環に必要なポンプ動力費といったものを全て積み上げて、設備の償却年数と仮定を置

いて、最終的に年間回収量で割って、計算しています。 
【小林分科会長代理】 ありがとうございます。初期コストとランニングコストと両方入っている

ということですね。 
【鷹觜分科会長】 その他、いかがでしょうか。 
【小野委員】 富山大学の小野です。公開資料の5の2の30ページ、今後の課題と解決方針のと

ころを読むと、試験高炉を継続活用した実機適合化開発ということで、水素使用量低減技術

を継続するとあります。後で非公開資料も読ませていただくと内容がある程度理解できます

が、この公開資料だけ見た人は、ここで急に低減技術という話が出てきて、使用量拡大を狙

う中で、どういう意図か伝わりにくいと思いました。その辺の説明をしていただけますでし

ょうか。 
【宇治澤PL補佐】 日本製鉄の宇治澤です。これについては、公開版ではノウハウも含めていろ

いろお話しできないので、SG8の非公開のほうで説明させてください。 
【小野委員】 そういうことだと思いますが、一応、公開資料に書かれているので。それなら答え

られない技術を書いておかないほうが良いと思ったのですがいかがでしょうか。 
【春山PM】 NEDO環境部の春山です。この部分については公開では出せないので、後ほど説明

させていただくということでご了承いただきたいと思います。 
【小野委員】 分かりました。 
【野口委員】 野口です。8ページに国内外の研究開発動向の比較がありますが、ここにはヨーロ

ッパしか書かれていません。特に中国は、日本のようにステップ・バイ・ステップで研究開

発を進める方法ではなく、まずはやってみるという研究開発スタイルですので、あまり悠長

に研究を進めていると、いつの間にか中国に抜かれているということになりかねません。中

国の研究開発動向含め、絶えず国内外の動向を見ながら研究を進めていただきたいと思って

います。ヨーロッパ以外の動向を簡単にご紹介いただければと思います。 
【石渡副PL補佐】 JFEスチールの石渡です。ヨーロッパはCO2の削減に対する圧力が非常に高

いので、先進的なことを実施しており、やはりわれわれにもヨーロッパが進んでいるという
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感覚がありますが、ヨーロッパは比較的電気炉比率が高く事情が異なります。日本も含めて

アジアの高炉の比率が非常に高い国々の中では、当然われわれは現状トップランナーだと思

っており、開発を行っています。 
    中国の一例を挙げますと、中国最大のメーカー宝武鉄鋼集団が開発のための試験高炉を建

てようという計画をプレスリリースしています。ただ実態が分かりませんので、その辺はわ

れわれもきちんとウオッチングして、負けないようにしようと思っています。 
【鷹觜分科会長】 村岡委員、お願いします。 
【村岡委員】 5の1の7ページと、11ページに関連する質問です。水素還元の10パーセント削

減について、どのタイプの水素を使うかが気になっています。基本的には全てコークス炉ガ

スからの水素で、11ページにある2050年までに国内27基に適用した場合も、全て、外部

からわざわざ化石燃料から製造して製造段階でCO2を排出していない水素と理解してよろ

しいでしょうか。 
【宇治澤PL補佐】 日本製鉄の宇治澤です。基本的には所内発生水素ということで、コークス炉

ガスをベースに考えて進めていますが、現状では、外部水素も含めてトータルで確実にCO2

を10パーセント削減できる手段、設備構成、プロセス構成も含めて総合的に判断していき

たいと考えています。 
【村岡委員】 水素は製造段階でCO2を排出しないグリーン水素など幾つかのタイプがあります

が、今回は化石燃料由来で製造段階でCO2を排出したか否かを問わず使用段階でCO2を排

出しない点だけに注目した水素と理解してよろしいですか。 
【石渡副PL補佐】 現時点でのわれわれの開発としては、外部の水素も来て、水素のポテンシャ

ルとしてどれだけCO2を下げられるかということを検討しています。その水素の背負ってく

るカーボンに関しては、現状は問うていません。最終的にグリーン水素が来れば全部取れる

わけですし、その辺に関しては、これから先50年までの動向は、まだ誰も言えないと思い

ます。ただ、手段としての水素の活用に関してはきちんと開発するというスタンスです。 
【村岡委員】 分かりました。それから他国の動向について、これは偽情報かもしれませんが、ア

メリカで技術開発が進んでいるという噂を耳にしたことがありますが、実際にはあまり進ん

でいないのでしょうか。 
【宇治澤PL補佐】 アメリカについては、高炉法によるCO2削減よりも、シェールガスのような

天然資源、水素系のガスがふんだんにありますので、どちらかというと直接還元法を進めて

いく方針のようです。ミドレックス法等でCO2を削減していって、まずは還元鉄を作って電

炉で溶かすというやり方です。それはヨーロッパも同じですが、そういう方法が主流になっ

ています。 
    先ほど評価委員の先生もおっしゃったとおり、高炉法に関しては日本と韓国と中国で年間

12億トンぐらい作っていますので、それをいかに下げるかというのがまずわれわれのターゲ

ットです。高炉法でいかに下げていくかをまずターゲットにして、最終的にはゼロエミッシ

ョンまで持っていくプロセス開発も同時に進めていかなければいけないと考えています。 
【村岡委員】 分かりました。ありがとうございます。 
【鷹觜分科会長】 オンライン出席の池上委員、いかがでしょうか。 
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【池上委員】 資料5の1の8の国際化の比較と、11のインプットとアウトカムのところですが、

「国際的な立ち位置としてこの技術が目指すところがどこにあるのか？」。また、この技術に

よって、国際競争力がCO2削減によって向上すると思うのですが、「国際市場の中でのこの

競争力の高まりによって、この産業界がどのように活性化されるのか？」という点をより具

体的にお伺いしたいと思います。 
    もともとの背景として、このプロジェクトの対象は 日本の産業の中でCO2をたくさん排

出するが重要な産業なので、ナショプロとして このCO2を減らしていくのは非常に重要な

技術だと思っています。それが結局、この基幹産業の国際競争力を市場規模から見ていくと

いうところは分かりますが、国際競争力はどの程度高まるのか。単にCO2を下げることによ

って 実用化に留まらず、どう事業化が高まるのかがよく分かりません。市場規模のアウト

カムが示されていますが、プラントがどう売れるのかということなのか、それともCO2を削

減された鉄鋼業関係の取り組みが売れていくということなのか。まずこの市場規模の具体的

な積み上げのところと、国際的な競争力としてどの程度達成されると期待できるのかという

2点について質問させていただきたいと思います。 
【宇治澤PL補佐】 日本製鉄の宇治澤です。国際競争力をどう担保するかということですが、

CO2問題については世界共通の課題で、先ほども言いましたように、高炉法によって年間12
億トンも作られているわけで、いきなりそれが半減できるとかゼロにできるということはな

いので、われわれとしては、まずはできる限りCO2の放出量を削減する技術を確立したいと

思います。その高炉法によるCO2削減の技術の優位性を保つために、今このプロジェクトを

進めております。かかるコストについては世界共通なので、コストをどのように負担してい

くかについては今後、業界、国を含めて考えていかなければならない問題だと考えていま

す。 
【池上委員】 ありがとうございました。 
【小林分科会長代理】 小林でございます。資料5の2の25ページ、CO2分離についてですが、

大変優れた吸収材を開発されて、熱量原単位を大幅に削減できる見込みができたことは、大

変、高い成果だと思います。一方で、この分離回収のシステム、あるいはプロセスそのもの

の改善によっても投入エネルギーの熱量が削減できる。あるいは投入する温度を下げること

ができる。そうすると、全体の熱回収を含めたプロセスに大きな効果があると思います。例

えば最近の蒸留塔のプロセスの省エネについては、VRC（Vapor Re-Compression）、蒸気の

再圧縮という方法がどんどん取り入れられて全国に広まっています。そういったプロセスの

見直し、あるいは改善によって分離回収の温度を変えたり、熱効率を改善するといった検討

はどこまでされているのでしょうか。 
【松崎主幹研究員】日本製鉄の松崎です。プロセスの改善では、このプロジェクトのフェーズⅠス

テップ1において、吸収と再生とありますが吸収反応で発熱しますので、その熱量を再生塔

のほうに持っていって活用するという熱移送システムを検討しています。それによって約

0.3ギガジュール／トンCO2のエネルギーの削減ができることを明らかにしています。 
【小林分科会長代理】 それが最善の方法だということでしょうか。 
【松崎主幹研究員】 それだけではなくて、設備の詳しいところは把握していないのですが、他に
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も改善の余地として、吸収液の特性がどんどん変わってきていますので、シミュレーション

を加えながら、それに最適な運転条件などを見つけていこうと考えています。 
【小林分科会長代理】 それは並行して行っていかなければならないと思いますが、例えば現状の

ラボレベルやシミュレーションで構わないのですが、投入したエネルギー、未利用排熱を投

入して、熱効率が何パーセント使われるかという熱効率そのもののデータを出しながら、そ

れを向上していくために熱力学的な特性を改善するのも大事です。例えば再生温度を今の

94℃から80℃まで下げるとシステムがどう変わるかといった、継続的な検討は大変重要だと

思います。どのようにお考えでしょうか。 
【松崎主幹研究員】 おっしゃるとおり、吸収液の再生温度を下げることによって利用できる排熱

が広がりますので、もちろん効果があります。ですので、再生温度をいかに下げるかという

ことも検討しています。 
【小林分科会長代理】 断片的におっしゃいますが、システムの見直しにより熱再生条件を緩和す

ることは非常に有効です。プロセスの改善ポテンシャルと、例えば再生温度との関係は非常

に大事だと思っています。回収できる熱交換そのものの原理、あるいは拾ってくるエネルギ

ーが広がる、もちろんそうですが、プロセスの改善と再生温度との関わりは非常に重要だと

思いますので、回収できるエネルギーが広がるという観点だけではなくて、もう少し全体を

見て考えていただくと、より良い成果が得られると思います。 
【宇治澤PL補佐】 ご指摘ありがとうございます。日本製鉄の宇治澤です。この化学吸収プロセ

スについては公開版にも載せましたが、既に実用化をしています。フェーズⅠの段階で、

液、それぞれの要素技術、トータルシステムとしてどうするかを検討した上で、最適なプロ

セス設計を組んで実用化しています。先生がおっしゃるとおり、今はさらに吸収液に特化し

て研究を進めていますが、最終的にはトータルシステム、そしてどうしていくかということ

は、引き続き検討していきたいと考えています。 
【鷹觜分科会長】 それでは他にもご意見、ご質問等あると思われますが、予定の時間が参りまし

たので、次の議題に移ります。 
 
（非公開セッション） 
６. プロジェクトの詳細説明 
  省略 
 
７．全体を通しての質疑 
   省略 
 
（公開セッション） 
８．まとめ・講評 

 
【鷹觜分科会長】 以後の議題は再び公開となります。ここから先の皆さまのご発言は、公開として議事録に

も記載されますのでご留意ください。 
【鷹觜分科会長】 それでは議題8「まとめ・講評」に移ります。村上委員からお願いいたします。 
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【村上委員】 村上です。本日の講評をさせていただきます。このプロジェクト、CO2排出削減という、ある

意味、世界的な問題に対してかなり大きな成果を出されていて、非常に重要なものだと理解していま

す。また、当初の目標である、高炉の効率化による10パーセント削減を達成されていますし、さらな

るプラスアルファの実績も出しているということで、進捗もかなり良いものだろうと思っています。

また試験高炉は、操業だけではなく、評価が非常に大変だということが、昨日、改めて分かりました。

年 2 回取っているデータを有効に活かしていただきたいと思いますし、そういう意味で原料の評価を

継続的にされているということなので、今後、そのような結果が出てくることを、非常に楽しみに、期

待しています。 
     一方で、大学人として、大学や研究機関との共同研究をしたときに、その成果がプロジェクトなど

でどのように活かされているのかがオープンになると、非常に大きなモチベーションになりますので、

ぜひその点も積極的にアピールしていただきたいと思います。この成果を、業界だけではなく、日本中

の人たちに鉄鋼メーカーが頑張っているのだと積極的にアピールしていただけると、最終的により良

い結果になると思っています。本日はありがとうございました。 
【鷹觜分科会長】 村岡委員、お願いします。 
【村岡委員】 村岡でございます。私も昨日、試験高炉を拝見して、大変な作業をしていらっしゃるのだと実

感しました。その上で本日ご説明いただいたように、SGを分けてそれぞれ目標設定して成果を出され

ていらっしゃる点は、大変よくやっていると理解しています。中でも、CO2吸収液の開発等かなり成

果を上げているものがもういくつか出来上がっています。私自身、民間出身なので、公的資金を使って

いるからには、ぜひ最終的な事業化にまでつなげていただきたいと強く思っています。そういう意味

で、COURSE50のプログラム自身のスケジュールに沿っての活動は、今の流れで進めていくのでしょ

うが、この中には、実はもう少し早めに事業化できそうなものもいくつかあるのではないだろうかと

感じています。そこについては、ぜひ早期の事業化を目指していただけると良いと思っています。 
    また、全体プログラムのスケジュールはかなり時間のかかるものとなっており、他国との競争の中

に、早めることが可能なものはもっと早めるのもあり得ると思いました。大変よくやっていらっしゃ

ると思います。ありがとうございました。 
【鷹觜分科会長】 野口委員、お願いします。 
【野口委員】 野口でございます。日本の産業界にとって鉄は非常に重要な産業で、国際競争力を維持するた

めにも、引き続き革新的な技術開発を進めていただきたいと思っています。1点は、試験高炉はあくま

でも試験高炉なので、次の実機の試験に早く移れるようにしていただきたいと思います。実機に移せ

れば、実機炉がそのまま実用炉に変わっていきます。世界に先駆けて早く実機で試験を行っていただ

きたいと思います。 
    2 点目は CO2分離回収で、これも非常に優秀な吸収液を作られたということと、石炭火力への展開

もされておりますので、他産業への展開を今まで以上に早く進めていただきたいと思います。今は日

量 150 トンぐらいのスケールですが、先に商用化されているプロセスでは日量 5,000 トンという実績

がありますので、より一層のスケールアップを、急いで図っていただくよう希望します。きょうはあり

がとうございました。 
【鷹觜分科会長】 オンラインの小野委員、お願いします。 
【小野委員】 富山大学の小野です。昨日の見学から本日までありがとうございました。私自身も鉄鉱石の還

元を研究していたこともあるので、そういった立場からコメントさせていただきます。水素で鉄鉱石

などを還元するというのは非常に古い歴史があり、特殊な新しい製鉄法としては水素の活用がいろい

ろ考えられてきましたが、やはり生産性を考えたときに高炉に代わるものはありません。そういう中

で高炉に水素を使うのは、この COURSE50 がスタートしたときは、必ずしも肯定的ではない意見を
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お持ちの方も多かったと記憶しています。そんな中で、最近、試験高炉も立ち上げ、目標達成の見込み

もできてきて、ここに至るまで非常に尽力されていることが身を結んできたと感じています。時代も

SDGs（Sustainable Development Goals：持続可能な開発目標）などが出てきていて、鉄鋼の材料と

しての SDGs に占める役割は非常に大きく、地球温暖化、炭酸ガス問題の解決が、非常に大きな世界

的課題として挙げられています。今回、この高生産性の高炉に少しでも水素を使ってCO2を下げられ

ると、まさにこれから2030年の実現化に向け、ちょうどいいタイミングで進んでいると思います。 
    特に金属の生産に炭素が必要なことは宿命で、アルミとかチタンなど、鉄に代わるものとして新し

い金属も出てきていますが、これらも全て炭素の還元が必ず必要になります。もし高炉で水素が使え

れば、他の金属に対する鉄の優位性も新たに主張できるのではないかと考えています。基本的に当初

の目標は達成していると判断していますが、今後、コストなど、実用化に向けていろいろ難しい問題が

出てくると思います。ぜひ実現するように細かい設計をしていただいて、このプロセスが実現するこ

とを一緒に考えつつ見守っていきたいと思います。 
    私は今、大学におりますが、こういう鉄鋼材料などについて学生が関知して興味をもつのが非常に

厳しい状況の中、いろいろと試行しています。この COURSE50 に関しては、若い人も大変注目して

います。炭酸ガス問題は若い学生たちも非常に注目していますので、材料を学んでいる学生たちに向

けても、良い成果を出して前向きにアピールしていただきたいと思います。よろしくお願いいたしま

す。 
【鷹觜分科会長】 ありがとうございます。それでは池上委員、お願いします。 
【池上委員】 池上でございます。日本にとって非常に重要な産業の一つである、鉄綱産業関連で実施されて

いることは、素晴らしいと思います。これまで世界トップレベルのCO2削減の努力をしてきた上に、

さらにCO2を削減しようという取り組みなので、非常に難しい技術にチャレンジされているのですが、

その目標の技術について着実に進められているとは、高く評価しています。やはり日本にとって非常

に重要な産業ですので、国際競争力にもってこの成果が生かしていくということと、技術者だけでは

なく、広く国民も知るような形で伝える工夫をしていただけるとありがたいと思います。こういうこ

とは技術者だけではなく、やはり政策的な支援や国民の理解が非常に重要です。単にCO2を削減して

いるだけではなく、これが産業的、また雇用面など、いろいろなところにどんな可能性を持っているの

かを、短期的だけにこだわらず、ぜひ長期的により具体的に見える形で示していただければと思いま

す。せっかく魅力的なことをされているので、もっと工夫していただけると、より事業化が推進される

と思います。どうもありがとうございました。 
【鷹觜分科会長】 小林委員、お願いします。 
【小林分科会長代理】 小林でございます。私もこの COURSE50 のスタート時点で関わっていた立場から

すると、非常に短期間でこれだけ高い成果を得られたのは、正直、驚いています。特に短期間でエンジ

ニアリングと学術的な知見を両方で積み上げて、融合していることに関しては、非常に高く評価でき

ると思います。高炉の中のモデル化と実験が、これほど精緻に一致することに非常に驚いています。今

後、数値でもこのような巨大なプロセスの設計ができるということになりますので、経験と、これまで

あったプロセスのスケールアップの方法が一気に転換していく一つの象徴的な成果になるだろうと思

っています。要素課題の設計についても、シミュレーション、新しい設計、手法を、ぜひどんどん取り

入れていって、例えば熱交換器の設計についても、もちろん計算コストがかかるかもしれませんが、ぜ

ひこの中で設計ができる方向にシフトしていって、日本全体の規範になるような成果を積み上げてい

ただくといいと思います。 
    また、先ほども指摘しましたが、全体プロセスの成立性の観点から、もう一度、目標値の再設定を積

極的に考えてほしいと思っています。フェーズⅠでいったん得られた成果ももう一度見直して、プロ
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セス全体のPDCAを回して、より良い成果を得るような方向を、もう一度考えていただきたいと思っ

ています。 
    それから、水素の時代がやってくる前に中間的な姿をと申し上げました。これはもちろん机上で検

討できるわけですが、COURSE50の中の一つの姿として、ぜひ絵を描いて、今は水素の導入を図って

いきます、その中に天然ガスもありますと言わないと、世界は注目してくれません。そういう絵もぜひ

中に入れていただくと、良い技術があるという積極的な PR にもなるので、考えていただくと良いと

思います。 
【鷹觜分科会長】 ありがとうございます。それでは私からいくつか意見を述べさせていただきます。まず、

昨日の現地調査会では、試験高炉を用いたデータを非常にたくさん取られていて、きょうの発表の中

でも経時変化を見ると非常にきれいにデータが取れていて、水素を入れると確かに水素還元のところ

が増えてきていて、いろいろなデータ解析も進んでいると感じました。きょうの報告の中でも、未利用

排熱回収技術、CO2 分離回収技術、高性能粘結材の技術開発ということで、個々の技術開発が非常に

進んでいるという印象を持ちました。委員の皆さまからもありましたが、使える技術についてはこの

プロジェクト内にとどまらず、世界に向けて発信して、どんどん使ってもらうような方向で費用対効

果を上げていくのが良いのではないかと思います。 
    一方で、CO2 を削減するためには水素を入れていかなければいけない方向にある中で、水素がいつ

頃にいくらで導入できるかという他の課題もあります。やはり経済合理性という観点もうたっていま

すので、その辺は常にウオッチしながら、計画に入れてほしいと思います。そのときに、LCA的なCO2

削減での評価ということで整理していただけば良いと思っています。 
    それからもう一つ、ここの実施者の課題ではありませんが、CO2 貯留をどうするのかということが

課題になります。それは別のプロジェクトで行っているという回答をいただいていますが、そことの

情報交換をもっと深めて、CO2の貯留をいつ頃にどれぐらい考えているのか。その辺りも入れながら、

全体のプロジェクトのタイムスケジュールを立てていただければ良いと感じました。技術開発が非常

に進んでいることが分かりましたので、引き続きよろしくお願いしたいと思います。 
【後藤主査】 ありがとうございました。推進部部長および野村プロジェクトリーダーから一言ございます

か。 
【田中部長】 委員の先生がたにおかれましては COURSE50 プロジェクトの中間評価ということで、本日

および昨日の現地調査会も含め、この 2 日間、いろいろな点からご指摘いただきまして誠にありがと

うございます。われわれとしては、この機会にこれまでの成果をしっかりご説明させていただき、講評

でも一定の評価をいただいたものと感じています。講評の中でもいろいろなご指摘をいただきまして、

本当にありがとうございます。昨日も最後に申し上げましたが、われわれとしてはこのプロジェクト

が大事なものであると考えていますので、いかにこれを前に進めていくかということが本当に大事な

課題だと思っています。その中でいろいろなご指摘をいただきまして、それを今後にしっかり活かし

ていきたいと考えています。 
    講評の中で、個々の要所技術はいろいろな成果も出ているので、先に進められるものについては個

別に早期の実用化も検討したらどうかというご指摘をいただきました。まさにそのとおりだと思って

います。この COURSE50 プロジェクトの中では、常にスケールアップという形で一部実用化してい

ますが、今後もこういった成果をもっと出していけるように、事業者とともに取り組んでいきたいと

考えています。このプロジェクト全体という意味でも、社会に実用化するという形でしっかり行って

ほしいという、期待も込めたご指摘もいただきました。われわれとしても、このプロジェクトは制度全

体のCO2削減の、パリ協定に基づく目標というNDC（Nationally Determined Contribution：自国が

決定する貢献）の中でも位置付けられております。さらに言うと、長期的なパリ協定の2050年、それ
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以後は、昨年閣議決定された長期戦力の中にも入っていますので、技術開発だけで終わらせず、その実

現につながるようにしっかり取り組んでいきたいと考えています。 
       あと、学生も含めてもう少しアピールをしたら良いのではないかというご指摘もいただきました。

NEDOだけのセッションでも申し上げましたが、われわれとしてはいろいろな記者会見等も行ってい

て、これまでもPRに努めてきました。ただ、さらにもっと行ったほうが良いというご指摘だと思いま

すので、どうすればうまく PR できるかを、事業者の皆さま方と一緒にさらに検討していきたいと考

えています。 
    あと水素の値段、CCS（Carbon dioxide Capture and Storage：二酸化炭素の回収・貯蔵）など、こ

のプロジェクトの外の問題も、プロジェクトの実用化を考えていくと、当然関係してくる重要なファ

クターです。その点についてはよく状況を把握するとともに、情報交換も含めて検討していきたいと

考えています。全部に答えられていないかもしれませんが、きょうはご指摘いただきまして本当にあ

りがとうございました。いただいたご指摘を踏まえて、このプロジェクトがさらに良い成果が出て、な

るべく早めに実用化してほしいというご期待に沿えるように、しっかり取り組んでいきたいと考えて

います。本日、昨日も含め、どうもありがとうございました。 
 
【野村PL】 2日間にわたり、どうもありがとうございました。このプロジェクト、いろいろありましたけ

れども、日本の国にとって非常に大事な産業だと考えられている鉄鋼業と、それに関連するところも

含めてインパクトのある事業だと思っています。マイルストーンをしっかり設定して、それを達成し

てきましたが、その中でもいろいろな方々から貴重なご意見をいただいて、常に修正しながら進めて

います。きょう先生がたからいただいた非常に貴重な意見を参考にしながら、ますますこのプロジェ

クトを発展させて、良い方向に持っていきたいと考えています。特に世界に対してどうか、若い方々

や、技術者以外の国民の方を含めてどうかということ。あとは水素、CCSの流れなど、今後は鉄鋼の

中だけでは収まらない話を含めて考えていかなければなりませんので、その辺も含めて整理をして進

めていきたいと考えています。 
    非常に難しいプロジェクトですが、ご支援をいただいておりますし、力強いサポートもいただいて

いますので、今後も引き続きご支援のほど、よろしくお願いいたします。どうもありがとうございまし

た。 
 
【鷹觜分科会長】 以上で議題8を終了いたします。 

 
９．今後の予定 
 
１０．閉会 
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分科会前に実施した書面による質疑応答は、全ての質問について質問または回答が非公開情報を含んでい

るため、記載を割愛する。 
 

以上 
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本評価は、「技術評価実施規程」（平成 15 年 10 月制定）に基づいて実施する。 

 
国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）における研究評価では、

以下のように被評価プロジェクトごとに分科会を設置し、同分科会にて研究評価を行い、評

価報告書（案）を策定の上、研究評価委員会において確定している。 
● 「NEDO 技術委員・技術委員会等規程」に基づき研究評価委員会を設置 
● 研究評価委員会はその下に分科会を設置 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

N E D O 

評価報告書(案)確定 

理 事 長 

報告 

国 民 

評価結果公開 

分 科 会 Ａ 

研究評価委員会 

評価結果の事業等への反映 推 進 部 署 

評 価 部 

分科会 B 

評価報告書（案）作成 

分科会 C 

分科会 D 

推 進 部 署 

実 施 者 

事 務 局 

プロジェクトの説明 
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１．評価の目的 
 
評価の目的は「技術評価実施規程」において 
● 業務の高度化等の自己改革を促進する 
● 社会に対する説明責任を履行するとともに、経済・社会ニーズを取り込む 
● 評価結果を資源配分に反映させ、資源の重点化及び業務の効率化を促進する 

としている。 
本評価においては、この趣旨を踏まえ、本事業の意義、研究開発目標・計画の妥当性、計

画を比較した達成度、成果の意義、成果の実用化の可能性等について検討・評価した。 
 
２．評価者 
 
技術評価実施規程に基づき、事業の目的や態様に即した外部の専門家、有識者からなる委

員会方式により評価を行う。分科会委員は、以下のような観点から選定する。 
● 科学技術全般に知見のある専門家、有識者 
● 当該研究開発の分野の知見を有する専門家 
● 研究開発マネジメントの専門家、経済学、環境問題、国際標準、その他社会的ニー

ズ関連の専門家、有識者 
● 産業界の専門家、有識者 

 
また、評価に対する中立性確保の観点から事業の推進側関係者を選任対象から除外し、ま

た、事前評価の妥当性を判断するとの側面にかんがみ、事前評価に関与していない者を主体

とする。 
これらに基づき、委員を分科会委員名簿の通り選任した。 
なお、本分科会の事務局については、国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発

機構評価部が担当した。 
 
３．評価対象 
 
「環境調和型プロセス技術の開発／①水素還元等プロセス技術の開発（フェーズⅡ－ＳＴ

ＥＰ１）」を評価対象とした。 
なお、分科会においては、当該事業の推進部署から提出された事業原簿、プロジェクトの

内容、成果に関する資料をもって評価した。 
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４．評価方法 
 
分科会においては、当該事業の推進部署及び実施者からのヒアリング及び実施者側等との

議論を行った。それを踏まえた分科会委員による評価コメント作成、評点法による評価によ

り評価作業を進めた。 
なお、評価の透明性確保の観点から、知的財産保護の上で支障が生じると認められる場合

等を除き、原則として分科会は公開とし、実施者と意見を交換する形で審議を行うこととし

た。 
 
５．評価項目・評価基準 
 
分科会においては、次に掲げる「評価項目・評価基準」で評価を行った。これは、NEDO

が定める「標準的評価項目・評価基準」をもとに、当該事業の特性を踏まえ、評価事務局が

カスタマイズしたものである。 
評価対象プロジェクトについて、主に事業の目的、計画、運営、達成度、成果の意義、実

用化に向けての取組や見通し等を評価した。 
 



 

「環境調和型プロセス技術の開発／①水素還元等プロセス 

技術の開発（フェーズⅡ-STEP1）」に係る 

評価項目・評価基準 
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１．事業の位置付け・必要性について 

(1) 事業目的の妥当性 

 内外の技術動向、国際競争力の状況、エネルギー需給動向、市場動向、政策動向、国際

貢献可能性等の観点から、事業の目的は妥当か。 

 上位の施策・制度の目標達成のために寄与しているか。 

 

(2) ＮＥＤＯの事業としての妥当性 

 民間活動のみでは改善できないものであること又は公共性が高いことにより、NEDO の

関与が必要とされる事業か。 

 当該事業を実施することによりもたらされると期待される効果は、投じた研究開発費

との比較において十分であるか。 

 

 

２．研究開発マネジメントについて 

(1) 研究開発目標の妥当性 

 内外の技術動向、市場動向等を踏まえて、戦略的な目標を設定しているか。 

 達成度を判定できる明確な目標を設定しているか。 

 

(2) 研究開発計画の妥当性 

 目標達成のために妥当なスケジュール及び研究開発費（研究開発項目の配分を含む）

となっているか。 

 目標達成に必要な要素技術の開発は網羅されているか。 

 計画における要素技術間の関係、順序は適切か。 

 継続または長期の「プロジェクト」の場合、技術蓄積を、実用化の観点から絞り込んで

活用を図っているか。 

 

(3) 研究開発の実施体制の妥当性 

 技術力及び事業化能力を有する実施者を選定しているか。 

 指揮命令系統及び責任体制は明確であり、かつ機能しているか。 

 成果の実用化・事業化の戦略に基づき、実用化・事業化の担い手又はユーザーが関与

する体制を構築しているか。 

 目標達成及び効率的実施のために実施者間の連携が必要な場合、実施者間の連携関係

は明確であり、かつ機能しているか。 

 大学または公的研究機関が企業の開発を支援する体制となっている場合、その体制は

企業の取組に貢献しているか。 

 

(4) 研究開発の進捗管理の妥当性 

 研究開発の進捗状況を常に把握し、遅れが生じた場合に適切に対応しているか。 

 社会・経済の情勢変化、政策・技術の動向等を常に把握し、それらの影響を検討し、必
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要に応じて適切に対応しているか。 

 

(5) 知的財産等に関する戦略の妥当性 

 知的財産に関する戦略は、明確かつ妥当か。 

 知的財産や研究開発データに関する取扱についてのルールを整備し、かつ適切に運用

しているか。 

 

 

３．研究開発成果について 

(1) 研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義 

 成果は、中間目標を達成しているか。 

 中間目標未達成の場合、達成できなかった原因を明らかにして、解決の方針を明確に

しているか。 

 成果は、競合技術と比較して優位性があるか。 

 世界初、世界最高水準、新たな技術領域の開拓、汎用性等の顕著な成果がある場合、積

極的に評価する。 

 設定された目標以外の技術成果がある場合、積極的に評価する。 

 

(2) 成果の最終目標の達成可能性 

 最終目標を達成できる見通しはあるか。 

 最終目標に向けて、課題とその解決の道筋は明確かつ妥当か。 

 

(3) 成果の普及 

 論文等の対外的な発表を、実用化・事業化の戦略に沿って適切に行っているか。 

 成果の活用・実用化の担い手・ユーザーに向けて、成果を普及させる取組を実用化・事

業化の戦略に沿って適切に行っているか。 

 一般に向けて、情報を発信しているか。 

 

(4) 知的財産権等の確保に向けた取組 

 知的財産権の出願・審査請求・登録等を、実用化・事業化の戦略に沿って国内外で適切

に行っているか。 

 

 

４．成果の実用化・事業化に向けた取組及び見通しについて  

 

「実用化・事業化」の考え方 

実用化とは、 

本事業の成果である水素活用還元、高性能粘結材を活用した高炉、及び未利用

排熱技術を活用した高炉ガスからの CO2 分離回収技術により、製鉄所からの

CO2排出量の削減を実現する事であり、 

事業化とは、 

  上記技術が製鉄事業に組み込まれる事である。 

 

(1) 成果の実用化・事業化に向けた戦略 
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 成果の実用化・事業化の戦略は、明確かつ妥当か。 

 想定する市場の規模・成長性等から、経済効果等を期待できるか。 

 

(2) 成果の実用化・事業化に向けた具体的取組 

 実用化・事業化に取り組む者について検討は進んでいるか。 

 実用化・事業化の計画及びマイルストーンの検討は進んでいるか。 

 

(3) 成果の実用化・事業化の見通し 

 実用化・事業化に向けての課題とその解決方針は明確か。 

 想定する製品・サービス等は、市場ニーズ・ユーザーニーズに合致する見通しがある

か。 

 競合する製品・サービス等と比較して性能面・コスト面等で優位を確保する見通しは

あるか。 

 顕著な波及効果（技術的・経済的・社会的効果、人材育成等）を期待できる場合、積極

的に評価する。 
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「プロジェクト」の中間評価に係る標準的評価項目・基準 

 

 

「実用化・事業化」の定義を「プロジェクト」毎に定める。以下に例示する。 

「実用化・事業化」の考え方 

当該研究開発に係る試作品、サービス等の社会的利用(顧客への提供等)が開始されることで

あり、さらに、当該研究開発に係る商品、製品、サービス等の販売や利用により、企業活動(売

り上げ等)に貢献することをいう。 

 

なお、「プロジェクト」が基礎的・基盤的研究開発に該当する場合は、以下のとおりとする。 

 ・「実用化・事業化」を「実用化」に変更する。 

 ・「4. 成果の実用化に向けた取組及び見通しについて」は該当するものを選択する。 

 ・「実用化」の定義を「プロジェクト」毎に定める。以下に例示する。 

「実用化」の考え方 

当該研究開発に係る試作品、サービス等の社会的利用(顧客への提供等)が開始されることを

いう。 

 

1. 事業の位置付け・必要性について 

(1)  事業の目的の妥当性 

 ・内外の技術動向、国際競争力の状況、エネルギー需給動向、市場動向、政策動向、国際貢献可能性等

の観点から、事業の目的は妥当か。 

 ・上位の施策・制度の目標達成のために寄与しているか。 

(2) NEDO の事業としての妥当性 

 ・民間活動のみでは改善できないものであること又は公共性が高いことにより、NEDO の関与が必要とさ

れる事業か。 

 ・当該事業を実施することによりもたらされると期待される効果は、投じた研究開発費との比較において

十分であるか。 

 

2. 研究開発マネジメントについて 

(1) 研究開発目標の妥当性 

 ・内外の技術動向、市場動向等を踏まえて、戦略的な目標を設定しているか。 

 ・達成度を判定できる明確な目標を設定しているか。 

(2) 研究開発計画の妥当性 

 ・目標達成のために妥当なスケジュール及び研究開発費（研究開発項目の配分を含む）となっているか。 

 ・目標達成に必要な要素技術の開発は網羅されているか。 

 ・計画における要素技術間の関係、順序は適切か。 

 ・継続または長期の「プロジェクト」の場合、技術蓄積を、実用化の観点から絞り込んで活用を図っている

※「プロジェクト」の特徴に応じて、評価基準を見直すことができる。 
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か。【該当しない場合、この条項を削除】 

(3) 研究開発の実施体制の妥当性 

 ・技術力及び事業化能力を有する実施者を選定しているか。 

 ・指揮命令系統及び責任体制は明確であり、かつ機能しているか。 

 ・成果の実用化・事業化の戦略に基づき、実用化・事業化の担い手又はユーザーが関与する体制を構築

しているか。 

 ・目標達成及び効率的実施のために実施者間の連携が必要な場合、実施者間の連携関係は明確であり、

かつ機能しているか。【該当しない場合、この条項を削除】 

 ・目標達成及び効率的実施のために実施者間の競争が必要な場合、競争の仕組みがあり、かつ機能し

ているか。【該当しない場合、この条項を削除】 

 ・大学または公的研究機関が企業の開発を支援する体制となっている場合、その体制は企業の取組に

貢献しているか。【該当しない場合、この条項を削除】 

(4) 研究開発の進捗管理の妥当性 

 ・研究開発の進捗状況を常に把握し、遅れが生じた場合に適切に対応しているか。 

 ・社会・経済の情勢変化、政策・技術の動向等を常に把握し、それらの影響を検討し、必要に応じて適切

に対応しているか。 

(5) 知的財産等に関する戦略の妥当性 

 ・知的財産に関する戦略は、明確かつ妥当か。 

 ・知的財産に関する取扱（実施者間の情報管理、秘密保持及び出願・活用ルールを含む）を整備し、かつ

適切に運用しているか。 

 ・国際標準化に関する事項を計画している場合、その戦略及び計画は妥当か。【該当しない場合、この条

項を削除】 

  

3. 研究開発成果について 

(1) 研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義 

 ・成果は、中間目標を達成しているか。 

 ・中間目標未達成の場合、達成できなかった原因を明らかにして、解決の方針を明確にしているか。 

 ・成果は、競合技術と比較して優位性があるか。 

 ・世界初、世界最高水準、新たな技術領域の開拓、汎用性等の顕著な成果がある場合、積極的に評価す

る。 

 ・設定された目標以外の技術成果がある場合、積極的に評価する。 

(2) 成果の最終目標の達成可能性 

 ・最終目標を達成できる見通しはあるか。 

 ・最終目標に向けて、課題とその解決の道筋は明確かつ妥当か。 

(3) 成果の普及 

 ・論文等の対外的な発表を、実用化・事業化の戦略に沿って適切に行っているか。 

 ・成果の活用・実用化の担い手・ユーザーに向けて、成果を普及させる取組を実用化・事業化の戦略に沿

って適切に行っているか。 



 

参考資料 2-9 

 ・一般に向けて、情報を発信しているか。 

(4) 知的財産権等の確保に向けた取組 

 ・知的財産権の出願・審査請求・登録等を、実用化・事業化の戦略に沿って国内外に適切に行っているか。 

 ・国際標準化に関する事項を計画している場合、その計画は順調に進捗しているか。【該当しない場合、

この条項を削除】 

 

4. 成果の実用化・事業化に向けた取組及び見通しについて 【基礎的・基盤的研究開発の場合を除く】 

(1) 成果の実用化・事業化に向けた戦略 

 ・成果の実用化・事業化の戦略は、明確かつ妥当か。 

 ・想定する市場の規模・成長性等から、経済効果等を期待できるか。 

(2) 成果の実用化・事業化に向けた具体的取組 

 ・実用化・事業化に取り組む者について検討は進んでいるか。 

 ・実用化・事業化の計画及びマイルストーンの検討は進んでいるか。 

(3) 成果の実用化・事業化の見通し 

 ・実用化・事業化に向けての課題とその解決方針は明確か。 

 ・想定する製品・サービス等は、市場ニーズ・ユーザーニーズに合致する見通しがあるか。 

 ・競合する製品・サービス等と比較して性能面・コスト面等で優位を確保する見通しはあるか。 

 ・顕著な波及効果（技術的・経済的・社会的効果、人材育成等）を期待できる場合、積極的に評価する。 

 

4. 成果の実用化に向けた取組及び見通しについて  【基礎的・基盤的研究開発の場合】 

(1) 成果の実用化に向けた戦略 

 ・成果の実用化の戦略は、明確かつ妥当か。 

(2) 成果の実用化に向けた具体的取組 

 ・実用化に向けて、課題及びマイルストーンの検討は進んでいるか。 

(3) 成果の実用化の見通し 

 ・想定する製品・サービス等に基づき、市場・技術動向等の把握は進んでいるか。 

 ・顕著な波及効果（技術的・経済的・社会的効果、人材育成等）を期待できる場合、積極的に評価する。 

 

  【基礎的・基盤的研究開発の場合のうち、知的基盤・標準整備等を目標としている場合】 

(1) 成果の実用化に向けた戦略 

 ・知的基盤・標準の整備及び活用の計画は、明確かつ妥当か。 

(2) 成果の実用化に向けた具体的取組 

 ・知的基盤・標準を供給・維持するための体制の検討は進んでいるか。 

(3) 成果の実用化の見通し 

 ・整備する知的基盤・標準について、利用の見通しはあるか。 

 ・顕著な波及効果（技術的・経済的・社会的効果、人材育成等）を期待できる場合、積極的に評価する。



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考資料３ 評価結果の反映について 
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「環境調和型プロセス技術の開発／①水素還元等プロセス技術の開発（フェーズⅡ－ＳＴＥＰ１）」（中間評価）の評価結果の反映につい

て 

 

評価のポイント 反映（対処方針）のポイント 

①本事業は国際貢献、国際競争力等の観点からも重要な事業なの

で、競合対象国の技術開発動向に十分な配慮が必要であると思わ

れる。 

 

②CO2排出 30％削減のうち、20％は CCS による削減なので、CO2

貯留の動向の情報も常にウォッチしながら進めていく必要がある

と思われる。 

 

③多量の水素を考慮してコスト面、CO2 削減効果を常に把握しな

がら、事業スケジュールに経済合理性の視点を入れる必要がある

と思われる。 

 

 

④CO2削減効果を LCA 評価する必要があると思われる。 

 

 

 

 

⑤研究開発費の費用対効果の試算を入れて、アウトカムを精査す

ることが望まれる。 

①製鉄業における競合対象国の技術開発動向については、2019 年

度に調査を実施済みであり、引き続き事業者の協力も得て最新の情

報を収集する。 

 

②CCS の動向については、「CCUS 研究開発・実証関連事業」にお

いて情報収集を行っており、必要に応じて情報提供、または実施計

画書への反映を行う。 

 

③CO2 削減効果については、水素量をパラメータにした削減量で

検討を行っている。水素還元に COG 中の水素や外部からどのタイ

プの水素を使用するか、経済合理性の視点から総合的に評価するこ

とを仕様書と実施計画書に記載する。 

 

④高炉での CO2 削減量について、現フェーズⅡ-STEP１では水素

による還元効果の見極めを実施中である。 

その後、次のフェーズⅡ-STEP２にて水素の調達先を含めた LCA

評価を行う予定である。 

 

⑤水素の大量使用による CO2 フリー水素市場の増大とコスト増、

およびコークス削減量を考慮してアウトカムの精査を行い、基本計
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評価のポイント 反映（対処方針）のポイント 

 

 

⑥今後、本事業の重要性、必要性や、国際競争力の中での位置づけ

や、事業化の将来展望が、対外的により分かりやすく伝わることを

期待する。 

 

⑦熱回収技術については、想定する回収プロセスを明示し、それに

必要なスペックをもとに進める必要がある。 

 

 

⑧CO2 分離回収技術については、日量数千トン級規模に向けたス

ケールアップ検討の推進を期待する。 

 

 

⑨試験高炉では、少ない水素で CO2削減効果を高めることに加え、

水素利用上限（CO2削減限界）を見極める試験実施を期待する。 

 

⑩関連業界や研究者への発信は十分なされているが、幅広く国民

からの理解を得るために、一般市民向けの活動等も検討すること

が望まれる。 

 

 

 

画書に反映する。 

 

⑥COURSE50 のホームページを分かりやすい内容に更新し、広報

活動に活用するとともに、研究開発成果の業界や学会、雑誌等への

情報発信を強化するよう、事業者へ指導する。 

 

⑦熱回収技術については、実験結果をわかりやすく整理し、どのよ

うに熱回収するか想定するプロセスを明確にするよう事業者へ指

導する。 

 

⑧CO2 分離・回収技術については、140ton/day 規模で事業化して

いる。さらなるスケールアップについては、トータルシステムとし

て事業者がニーズに合わせて検討し商品開発を行う。 

 

⑨試験高炉においては、少ない水素で CO2 削減効果を高めるだけ

でなく、水素利用上限を見極める試験も本事業で実施中である。 

 

⑩シンポジウムや展示会などへの出展も検討し、記者会見について

も事業者と協力して行う。また COURSE50 のホームページを分

かりやすい内容に更新し、広報活動に活用するよう事業者に指導す

る。 
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評価のポイント 反映（対処方針）のポイント 

⑪水素還元技術を商用高炉へ適応する際、新たな課題が発見され

る可能性もあるが、全周羽口水素吹込み試験は延期となっている

ので、2030 年商用 1 号機実現の計画にて、実機試験に向けた課題

の抽出やステップアップ計画の策定などの道筋をより具体的に示

されることを期待する。 

 

⑫CO2 分離プロセスに必要な熱量の低減をプロセスから見直し

て、熱回収プロセスへの負荷を低減することが望まれる。 

 

⑬本事業の目的達成には、CO2 貯留や多量の水素導入の課題があ

るので、国の CO2貯留の計画などと十分情報交換をし、水素製造

時の CO2排出や CO2排出削減クレジットを考慮しながら、事業計

画やマイルストーンを設定する必要があると思われる。 

 

⑭国際的な視点からの経済効果等や、事業化の課題と解決方針お

よび長期的ロードマップを、より明確にすることを期待したい。 

⑪高炉での CO2 削減量について、現フェーズⅡ-STEP１では水素

による還元効果を見極めつつ、課題の抽出を行っている。水素還元

技術の商用高炉への適用は、CO2 削減量への水素の影響を見極め

た後、次のフェーズⅡ-STEP２にて実施する予定である。 

 

 

⑫CO2分離・回収技術については、引き続き熱量の低減化を実施中

であり、着実に成果が上がるように注力する。 

 

⑬CO2 貯留に係る情報収集を行い関連動向を注視する。また経済

産業省が策定する水素ロードマップを確認しつつ、事業者とともに

事業計画に反映する。 

 

 

⑭高炉のあり方を含めた今後の技術開発の長期的ロードマップに

ついては、関連事業である「ゼロカーボン・スチール実現に向けた

技術開発（2020～2021 年度）」において実施中である。 
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